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第４章 研修プログラムを活用した提案型事業主支援の試行 

第１節 研修プログラムを活用した提案型事業主支援の試行の目的及び方法 

１ 目的 
本章では、個別の事業主のニーズ・課題を把握し、それに応じて作成した研修プログラムの試作及び

これを活用した提案型事業主支援の試行を実施し、その効果等について確認する。 
なお、研修プログラムについては、第１章で整理した事業主支援の課題を踏まえ、以下の二つの事業

主のニーズ・課題に対応することを目的としたものを試作した。 
① 事業主の障害者雇用の意思決定 
② 支援者社員の人材育成 
試行においては、事業主のニーズ・課題の把握から、研修プログラムを活用した提案型事業主支援の

実施、結果の確認・検証といったプロセスを意識して実施することとした（図表４－１）。 

図表４－１ 研修プログラムを活用した提案型事業主支援のニーズ充足プロセス 

 

なお、ニーズを充足する上での課題については、段階的に改善していく必要のあるもの、ニーズを充

足した後に新たに生じるニーズもあるため、支援を実行した場合に、その効果を検証するとともに、必

要であれば更なる改善方策を提案することが必要となることもある。特に、障害者を雇用したいという

ニーズを持ちながらも、障害者雇用に対する強い不安を抱いている事業主のニーズを充足する上での課

題については、一度で改善可能なものもあれば、段階的に改善していく必要があるものもあり、新たな

ニーズ等が生じることもあるため、試行においては、結果の確認・検証において、新たなニーズ・課題

の把握といったプロセスを意識して実施することとした。そこで、研修を通して、障害者雇用に対する

抽象的なニーズを具体化するような提案を行うことにより、更なる事業主のニーズ（例えば、当初、障

ニーズ・課題の把握
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害者の雇入れの検討から、やがては職場定着まで目指したい等）を引き出し、より積極的な事業主支援

を展開する、いわばPDCAサイクルを回すことを目的とした（図表４－２）。 
 

 

図表４－２ 研修プログラムを活用した提案型事業主支援の展開方法 

 

２ 実施方法  
研修プログラムを活用した提案型事業主支援の試行については、以下の流れで実施した。 

（１）課題の把握のためのヒアリング調査 

 試行協力企業の事業主及び試行協力者に対し、ヒアリング調査を実施し、ニーズを充足する上での課

題を共有した。 

（２）改善方策（研修プログラムの試行計画）の提案 

 ヒアリング調査の結果を踏まえ、以下の研修プログラムの試作を行い、これを課題の改善方策として

事業主に提案した（図表４－３）。 

図表４－３ 研修プログラムの内容等 
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ア 事業主の障害者雇用の意思決定支援を目的とした研修プログラム 

 企業としては障害者雇用に対するニーズを持ちながら、各事業所における障害者雇用の意思決定がな

かなか行われないため、障害者雇用率が未達成となっている企業グループの事業主を対象とし、意思決

定に有効と思われる情報提供及び障害者雇用の進め方の提案により構成した研修プログラムを試作した。 

イ 支援者社員の人材育成を目的とした研修プログラム 

支援者社員の人材育成に対するニーズについては、抽象的なニーズと具体的なニーズに対するものが

あったため、以下の２種類の研修プログラムを試作した。 

ａ 抽象的なニーズに対する研修プログラム 

 具体的な研修内容についての明確なニーズがなかったため、障害者の就労支援において幅広く活用さ

れている認知行動療法について紹介した研修プログラムの試作を行った。 

① 研修プログラム構成の基礎（理論）：精神障害者及び発達障害者への支援に対して有効とされ、地

域センターの支援において活用されている認知行動療法等をもとに構成 

② 期待される研修成果：支援者社員が学んだスキル等を職場における障害者支援において活用でき

るようになること、また、日常生活において自身のメンタルヘルス対策等にもそのスキルを活用

できるようになること 

③ 実施方法：研修は講義と演習から構成され、研修で学んだ認知行動療法を次回までに実践するこ

とを宿題とし、実践結果等についてのグループワークを実施 

ｂ 具体的なニーズに対する研修プログラム 

 障害者職業総合センターにおける研究成果である「SST を活用した人材育成プログラム」を活用する

ことにより、支援者社員の人材育成を図りたいという具体的なニーズに対する研修プログラムの試作を

行った。 

① 研修プログラム構成の基礎（理論）：障害者職業総合センターにおける研究成果である「SSTを活

用した人材育成プログラム」 をもとに構成 

② 期待される研修成果：支援者社員及び障害者社員（本試行については、障害者社員の試行協力も

得た）のコミュニケーションスキルの向上、支援者社員が研修で習得したSSTのリーダー（SSTの

セッションの実施者）スキルを職場における障害者の就労支援に活用できるようになること 

③ 実施方法：SSTに関する講義等を実施した後、SSTのセッションの見学→支援者社員によるSSTの

セッションの実践→セッションに対するフィードバックという観察学習によるスキルを支援す

る仕組みをとり、また、観察学習したセッションを次回までに実践することを宿題とし、実践結

果等についてのグループワークを実施 

（３）改善方策（研修プログラムの試行計画）の実行 

  事業主に対し、提案し、同意の得られた研修プログラムの試行を実施した。 

（４）結果の確認のためのアンケート調査及びヒアリング調査 

それぞれの研修終了後、受講者に対するアンケート調査及びヒアリング調査を実施し、その結果をも

とに効果と課題等について検討した。 

 なお、研修の効果測定については、研修評価の包括的なフレームワークとして知られるカークパトリ
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ックの「４レベルアプローチ」を活用することとした（図表４－４）。「４レベルアプローチ」によれば、

研修評価には４つの段階 －Reaction, Learning, Behavior, Result－があり、いずれの段階もバイパ

スすることなく、最終段階に到達することが目標とされる。 

 

図表４－４ カークパトリックの４段階評価（鈴木, 2015） 

 

 

第一段階（Level１）のReaction評価は、研修終了後のアンケート調査等によって、研修参加者の「満

足度」を評価し、参加者の肯定的な反応をもって研修の成果とする。受講者の研修に対する満足度が低

ければ、その後の「理解」や「行動変容」は期待できないため、この段階が第一段階とされている。 

第二段階（Level２）のLearning評価では、テスト等を実施することにより、受講者の「理解度」を

確認し､受講者の知識や技術が向上したかどうかを評価する。 

第三段階（Level３）のBehavior評価では、研修終了後、一定期間を経て、研修参加者に具体的な「行

動変容」が見られるかどうかを評価する。受講者の職場の同僚や上司に対するヒアリング調査等により、

研修の成果が行動として表れているかを評価する。 

第四段階（Level４）のResult評価では、受講者の実務や実生活に、研修による実際的・具体的な「イ

ンパクト」がもたらされたかどうかを確認する。 

「公共能力開発施設の行う訓練効果測定 －訓練効果測定に関する調査・研究－」（2005）によると、

研修満足度評価（レベル１）と異なり、学習到達度（レベル２）、行動変容度（レベル３）は、どの研修

でも汎用的に使用できる調査項目は作成できない。それぞれの研修が意図している学習内容や、目指す

行動が、学習到達度と行動変容度の効果測定項目となる。これらの項目は、効果測定のための項目であ

ると同時に、その研修における受講者の研修目標でもある。学習到達度（レベル２）の効果は、研修後

のレポートやテストによって測定される。また、行動変容度（レベル３）の効果測定は、通常、研修終

了後３か月から半年後に、受講者がとっている行動を自己評価、あるいは上司や周囲のメンバーからの

行動観察等の評価によって行われるケースが多い。成果達成度（レベル４）については 研修成果とし

てもたらされた受講者の行動による組織の経営成果への貢献により測定される。ただし、研修が組織の

経営成果に、どの程度貢献したかを測定するのは難しいため、成果達成度（レベル４）で行わず、行動

変容度（レベル３）で代替するケースもある。 

 レベル 評価項目 データ収集ツール 

１．反応 

[Reaction] 

参加者は教育に対してどのような

反応を示したか？ 
・受講者アンケート 

２．学習 

[Learning] 

どのような知識とスキルが身につ

いたか？ 

・事後テスト 

・パフォーマンステスト 

３．行動 

[Behavior] 

参加者はどのように知識とスキル

を仕事に生かしたか？ 

・フォローアップ調査 

・上長アンケート 

４．結果 

[Result] 

教育は組織と組織の目標にどのよ

うな効果をもたらしたか？ 

・効果測定チェックリスト 

・ROI 指標 

レベル 評価項目 データ収集ツール

１．反応

[Reaction]

２．学習 ・事後テスト

[Learning] ・パフォーマンステスト

３．行動 ・フォローアップ調査

[Behavior] ・上長アンケート

４．結果 ・効果測定チェックリスト

[Result] ・ROI指標

・受講者アンケート

どのような知識とスキルが身につ
いたか？

参加者はどのように知識とスキル
を仕事に生かしたか？

教育は組織と組織の目標にどのよ
うな効果をもたらしたか？

参加者は教育に対してどのような
反応を示したか？
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米原（2014）によると、研修の本質的な意義と目的に鑑みれば、「満足」にとどまらず、研修内容を正

しく「理解」し、更にその研修から得た知識や技術を「行動」に移すことが期待されているにも関わら

ず、現在実施されている研修の効果・成果については、「研修の回数」や「出席者数」などの事実関係の

報告と、アンケート調査による「参加者の満足度」などにとどまっている。そこで、本研究においては、

レベル１の理解度・満足度を研修終了後のアンケート調査で把握することに加えレベル２以降の効果測

定も試みることとした。 
各研修の効果測定項目については、４レベルアプローチに基づき図表４－５のとおりとした。 

障害者雇用の意思決定の支援を目的とした研修プログラムについては、事業主に対してテストを実施

したり、レポートの提出を求めたりすることは、事業主に負担をかけることになり、現実的ではないた

め、レベル２の知識・スキルの習得度の評価は実施しなかった。レベル３の行動変容については、障害

者雇用に向けた具体的な行動が開始されたか否かにより把握することとした。ただし、障害者雇用の意

思決定がなされてから、すぐに行動を開始するとは限らない。そこで、行動変容に関連すると考えられ

る、研修受講による障害者雇用に対する意欲の変化及び具体的な行動への検討の有無について、アンケ

ート調査及びヒアリング調査において把握した。研修受講者が障害者雇用に向けた取組を行い、企業の

障害者雇用率を向上させることがレベル４の測定項目となるが、これについては更に時間を要するため、

研究活動期間内のヒアリング調査等で可能な限り、把握することとした。 

支援者社員の育成支援を目的とした研修については、研修で学んだ知識やスキルの活用状況等を確認

することによりレベル２の知識・スキル習得度を把握した。レベル３の行動変容度については、研修終

了後、一定期間あけて実施したヒアリング調査により把握した。研修受講者の障害者の就労支援スキル

が向上し、職場の支援体制が強化され、障害者の職場適応が促進されること、また、それにより支援者

自身の自己効力感やメンタルヘルス、社員の職場定着率が向上することがレベル４の評価項目となるが、

これについては障害者雇用率以上に時間をかけて測定する必要がある。そこで、参考に資するため、研

修で学んだことに基づいて自らの行動を変化させたことにより、研修受講者及び職場にどのようなイン

パクトがもたらされたかについて、ヒアリング調査にて把握することとした。 
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図表４－５ 本研究の各試行における効果測定項目と測定方法 

Level   障障害害者者雇雇用用のの意意思思決決定定のの支支援援  支支援援者者社社員員のの人人材材育育成成のの支支援援  

1   Reaction 測定項目 受講者の満足度 

    （反応） 測定方法 各回研修終了後及び全研修終了後のアンケート調査・ヒアリング調査 

2   Learning 測定項目 受講者の知識・スキル習得度 

    （学習） 測定方法 ― 全研修終了後ヒアリング調査等 

3   Behavior 測定項目 
障害者雇用に向けた具体的な 

行動の開始 

学習した障害者支援スキルの 

職場での活用等 

    （行動） 測定方法 全研修終了後のアンケート調査・ヒアリング調査 

4   Result 測定項目 
 障害者雇用率の向上 

（受講者の生活へのインパクト） 

職場定着率の向上（離職率の低下） 

（受講者の生活へのインパクト） 

    （結果） 測定方法 
－ 

全研修終了後のヒアリング調査 

※表中の－は実施しないことを示す 
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第２節 事業主の障害者雇用の意思決定支援を目的とした研修プログラムを活用した提案型事業主支援

の試行 

本節では、企業としては障害者雇用に対するニーズを持ちながらも、各支店・拠点における障害者雇

用の意思決定がなかなか行われないため、障害者雇用率が未達成となっていた事業主に対して、障害者

雇用の意思決定を支援することを目的として実施した研修プログラムを活用した提案型事業主支援の試

行について報告する。なお、本試行協力企業の事業主の中には現在雇用している障害者の職場定着につ

いてのニーズもあったため、それに対する支援も併せて実施した（巻末資料 14）。本試行終了後、中小

企業事業主の任意団体における当プログラムの実施ニーズが把握されたことから、研修内容の汎用性等

について検討するため、同様の内容の研修プログラムを試行した。この試行については、試行実施プロ

セスの一部である研修プログラムとアンケート調査のみを実施した試行であったため、その結果を巻末

資料15として掲載した。 

１ 目的 

事業主の障害者雇用の意思決定を促す上では、障害者雇用に係る情報提供を行い、障害者雇用に対す

る理解を促進し、不安を軽減していくことが重要となる。そこで、ハローワークや地域センター、各自

治体においては、障害者雇用に対する理解の促進のため、各種研修等による障害者雇用に係る情報提供

が行われている。本試行においては、企業としては障害者雇用に対するニーズを持ちながらも、各支店・

拠点における障害者雇用の意思決定が課題となり、障害者雇用がなかなか進まなかった事業主に対する

研修を実施し、研修終了後のアンケート調査等をもとに、効果的な情報提供のあり方について検討する

ことにより、障害者雇用の意思決定のための事業主支援に資することを目的とした。 

２ 実施方法 

（１） 試行協力企業 

 試行協力企業は、研究活動の中で実施した情報収集において、本試行の目的に合致したニーズを持つ

ことが把握されたＥ社を含むＥ社の属するグループ会社８社である（図表４－６）。試行協力企業におい

ては、いずれも障害者雇用に対するニーズはありながらも、障害者の担当職務に関する問題等から各支

店・拠点が身体障害者以外の障害者の受け入れに消極的であり、障害者雇用に苦慮していた。 

Ｅ社は、2014年に設立され、損害保険代理店業、生命保険の募集に関する業務を行っている。10支店

28拠点を有しており、従業員数は約624名（派遣・勤務型代理店含む。2020年２月末現在）で、主とし

て営業職と営業補助職から構成されている。 

 Ｅ社における障害者雇用は身体障害者を中心に行われてきた。過去には精神障害者を雇用したことも

あったが職場定着には至っていない。2020年度に２支店（ａ本店、ｂ支店）にて初めて１名ずつの知的

障害者を雇用したが、障害者雇用率達成に際しての不足人数は５名となっていた（2021年３月現在）。   

Ｅ社には同じく損害保険代理店業、生命保険の募集に関する業務を行っている７つのグループ会社が

あるが、いずれも障害者雇用率は未達成であった（図表４－６）。 

Ｅ社のグループ会社に、特例子会社（Ｆ社）があるが、Ｅ社は特例子会社制度及び企業グループ適用

（関係会社特例）の対象外となっている。また、Ｇ社はＥ社の経営管理を行うグループ会社である。 
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図表４－６ 各企業の関係図 

 

（２）実施方法 

本試行は以下の手順で行った。 

ア 課題の把握のためのヒアリング調査 

イ 改善方策（研修プログラムの試行計画）の提案 

ウ 改善方策（研修プログラムの試行計画）の実行 

エ 結果の確認のためのアンケート調査及びヒアリング調査 

 

３ 実施結果 

（１） 課題の把握のためのヒアリング調査 

Ｅ社のニーズについてはＦ社を通して把握されたものであったため、まずはＦ社の事業主に対するヒ

アリング調査を実施し、その後、Ｅ社のａ本店長に対するヒアリング調査を実施した。また、Ｇ社にお

けるＥ社の障害者雇用の支援担当者に対するヒアリング調査を実施した。 

＜課題＞ 

① （特に身体障害者以外の）障害者雇用に対する消極性 

   各支店・拠点では、障害者雇用については、総論賛成、各論反対という雰囲気が少なからずあ

り、特に身体障害者以外の障害者の雇用に消極的であった。また、身体障害者を中心とした障害

者雇用を行ってきたため、それ以外の障害者の雇用経験が少なく、障害に対する情報が不足して

いた。精神障害者を民間の人材紹介会社を通して採用した後、本人の障害状況が十分把握されて 

いなかったことでトラブルがあったことから、精神障害者の雇用については慎重になっている支

EE社社
（（試試行行協協力力企企業業））

aa本本店店 bb支支店店 支支店店 支支店店 ……

拠
点

拠
点

2014年設立
10支店28拠点

いいずずれれもも
雇雇用用率率未未達達成成

拠
点

拠
点

FF社社 特例子会社

GG社社 E社の経営管理

※※試試行行協協力力企企業業
((EE社社及及びびググルルーーププ会会社社))とと
FF社社・・GG社社ははググルルーーププ会会社社

試試行行協協力力企企業業

EE社社ののググルルーーププ会会社社７７社社

ググルルーーププ会会社社
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店・拠点もあった。加えて、支店・拠点によっては障害者雇用に関する情報不足もみられた。 

② 障害者の担当職務の創出 

   各支店・拠点では、身体障害者以外の障害者を対象とした職務の創出に課題を抱えていた。そ

して、この障害者の担当職務の創出が、Ｅ社の障害者雇用における最大の課題となっていた。 

③ 障害者雇用に対する支援に関する情報不足 

ほとんどの支店・拠点では支援機関・支援制度の利用経験がなかった。ａ本店、ｂ支店で初め

て雇用した知的障害者はいずれも特別支援学校を卒業した新卒者であり、学校側から支援が引き

継がれた支援機関とは挨拶を交わした程度であり、ａ本店、ｂ支店では支援機関をどのように活

用したらよいのか等に疑問や不安を持っていた。 

また、ａ本店からは初めて雇用した知的障害者の職場定着への支援に対するニーズも把握されたため、

職場定着のための支援を実施した（巻末資料 14）。 

 （２）改善方策（研修プログラムの試行計画）の提案 

研修の実施方法については、グループ会社においては同様のニーズ・課題を持っている事業主も多く、

グループ会社全体の障害者雇用の促進につながるよう、Ｅ社を含むＥ社の属するグループ会社８社の社

長及び拠点長を対象とした、約１時間のオンラインでの実施がＥ社の希望として挙げられた。ａ本店か

らは、本研修に併せてＥ社のより一層の障害者雇用の促進に資するため、ａ本店で採用した知的障害者

の雇用の取組について共有したいとのニーズが把握された。 

また、Ｆ社からは、今後、関係会社の障害者雇用に対する支援を業務内容とすることとなったので、

これを広報する時間がほしいとのニーズが把握された。 

これらのことを踏まえ、Ｅ社と相談の結果、以下のとおり、研修プログラムの実施計画を作成した。 

１部：ａ本店長による「ａ本店における障害者雇用の取組について」の講義（10分） 

２部：本調査研究の担当者による講義（45分） 

３部：関係会社（特例子会社）担当者による「特例子会社として行うことができる支援について」の講 

義（５分） 

２部の研修プログラムの内容については、ヒアリング調査により把握された課題を踏まえ、「障害者雇

用制度に関すること」、「障害に関すること」、「支援制度に関すること」、「支援機関に関すること」、「障

害者の担当職務の創出」、「受け入れ態勢の整え方」により構成した。研修資料については、「はじめから

わかる障害者雇用～事業主のためのＱ＆Ａ集～」（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構,2019）

等を参考に作成した（巻末資料 16）。なお、Ｅ社の更なる障害者雇用の促進に資するため、ａ本店で採

用した知的障害者の雇用の取組を共有したいとのａ本店のニーズを踏まえ、２部の研修資料については、

まずは、障害者雇用の一つの流れとして、「はじめからわかる障害者雇用～事業主のためのＱ＆Ａ集～」

でも紹介されている５つのステップ（図表３－１参照）に沿って、各ステップの取組において必要な情

報提供とともに、ａ本店の具体的な取組を各ステップに当てはめて紹介した後、Ｅ社における障害者雇

用を進める上で有効と思われる一つの方法を提案する構成とした。 

なお、各課題とテーマ（研修内容）の対応については以下のとおりである。また、研修内容と研修資

料（巻末資料 16）の対応関係については図表４－７のとおりである。 
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＜各課題とテーマ（研修内容）の対応＞ 

① （特に身体障害者以外の）障害者雇用に対する消極性 

障害者雇用に対する理解を促進するため、「障害者雇用制度に関すること」をテーマとし、「障

害者雇用促進法」に基づき、障害者雇用の根底にある「共生社会」の理念、社会連帯の理念に基

づく事業主の障害者雇用の共同の責務等を背景とした雇用義務制度、納付金制度、助成金制度に

ついて説明するための資料を作成した。障害に対する理解を促進するため、「障害に関すること」

として、障害者雇用率の対象となる障害者の範囲及び知的・発達・精神障害等についての説明資

料を作成した。また、身体障害者以外にも幅広い障害者の雇用の検討を促進するため、労働市場

における身体障害者の減少と精神障害者（精神保健福祉手帳所持者）の増加を示すデータとして、

ハローワークにおける障害別の新規求職者申込件数及び就職件数の推移の資料を作成した。更に、

障害者雇用に係る不安や負担感の軽減を図り、後述する③障害者雇用に対する支援に関する情報

不足への対応と併せ、「支援制度に関すること」、「支援機関に関すること」についての資料も作成

した。 

② 障害者の担当職務の創出 

「障害者の担当職務の創出」に関しては、障害者職業総合センター(2017)にて提案された３つ

の職務創出支援モデル1を紹介し、まずは「切り出し・再構成モデル」によって創出された多くの

障害者が対応可能であるような職務にて雇用した後、個々の障害者の強みを活かした作業を積み

上げていくという「特化モデル」と「積み上げモデル」の組み合わせによる職務創出方法を提案

する資料を作成した（巻末資料 16）。 

③ 障害者雇用に対する支援に関する情報不足 

支援制度及び支援機関についての説明資料とともに、これらの具体的な活用方法について提案

する資料を作成した。 

障害者の担当職務の創出を段階的に行う方法として②で提案した職務創出支援モデルを活用

した障害者雇用を進める際に、障害者トライアル雇用助成金を活用し、その対象となる週所定労

働時間 20時間以上（精神障害者及び発達障害者の場合 10時間以上）の仕事を「切り出し・再構

成モデル」により創出し、短時間の雇用から徐々に職務の幅を広げるとともに、勤務時間の延長

を図っていくことを提案する資料を作成した。また、これを円滑に実施するために、職務と障害

者のマッチングや職場適応・定着支援において、支援機関の持つアセスメント・マネジメント機

能やジョブコーチ支援等の活用を提案する資料も併せて作成した 。更に、障害者雇用における受

け入れ態勢の整備の重要性とともに、これについても支援制度及び機関の活用が可能であること

を説明した「受け入れ態勢の整え方」についての資料も作成した。 

これらの資料をもとにして、Ｅ社に対し、試行実施計画について説明を行い、同意を得た。 

 
1「障害者が担当する職務を創出する」ことを目的とする全ての支援の総称。職場に存在する定型的な反復作業を切り出し、1人分の作業として

再構成する従来型のモデルを「切り出し・再構成モデル」、職業リハビリテーションや能力の向上を考慮して一定の時間をかけ、次第に職務

内容や責任の幅を広げることで、十分に能力を発揮することを重視したモデルを「積み上げモデル」という。その他、本人の能力や経験を生

かせる専門性の高い職務を目指す「特化モデル」がある。 

【参考文献】：障害者職業総合センター 調査研究報告書 No. 133（2017）「精神障害者及び発達障害者の雇用における職務創出支援に関する

研究」  
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図表４－７ 研修内容と研修資料（巻末資料 16）の関係 
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（３）改善方策（研修プログラムの試行計画）の実行 

 Ｇ社を通してＥ社の属する企業グループの各社に広報をしてもらい、Ｅ社を含むＥ社の属するグルー

プ会社８社の社長、支店長及び拠点長 58 名の試行協力者を得て、2021 年１月末にオンラインにて試行

を実施した。 

（４）結果の確認 

ア アンケート調査結果 

 アンケート調査（巻末資料 17）については、４レベルアプローチにおけるレベル１の研修効果を把握

すること等を目的に研修直後に実施した。受講者の研修に対する満足度等の肯定的な反応が、その後の

「理解」や「行動変容」に関係するため、アンケートには、①研修の満足度、②障害者雇用に関する理

解促進における研修の貢献度についての設問を設けた。また、どのような情報が事業主の意識を変化さ

せ、障害者雇用に向けた取組への「行動変容」（４レベルアプローチのレベル３の研修効果）に影響する

かについての検討に資するため、③具体的に役立ったと思われる研修内容、④研修受講による障害者雇

用に対する意欲の変化の有無、⑤研修による具体的な行動への検討の有無を尋ねた。更に、具体的な支

援希望を持った事業主を就労支援機関のサービスにつなげるため、⑥地域センターの利用希望の有無を

尋ね、あわせて、その他、研修に関する意見や要望を把握する自由記述式の回答欄を設けた。なお、③

具体的に役立ったと思われる研修内容の設問項目として、研修で扱った「障害者雇用制度の理解」、「障

害の理解」、「支援制度の理解」、「支援機関の理解」、「担当職務の創出方法の考え方」、「受け入れ態勢の

整え方（労働条件、教育訓練体制等）」に加え、研修における提案による全体的な「障害者雇用の進め方

（ロードマップ）」及び「その他」の８項目を設け、複数選択形式で回答を得た。アンケート調査につい

ては、受講者 58 名のうち、38 名から回答を得た（回答率：65.5%）。なお、アンケート調査に記名のあ

った 27名中９名がＥ社、18名がＥ社の属する企業グループの所属であった。 

ａ アンケート調査結果の基礎集計 

 研修の満足度について尋ねた設問では、全回答者 38名のうち 23名（60.5%）が「大変満足」、15名

（39.5%）が「やや満足」と回答した（図表４－８）。 

 

図表４－８ 研修の満足度 
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 障害者雇用に関する理解促進においての研修の貢献度を尋ねたところ、23 名（60.5%）が「とても役

立った」と回答し、14名（36.8%）が「役立った」と回答した。「どちらとも言えない」との回答は１名

（2.6%）であった（図表４－９）。 

 

 

図表４－９ 研修の貢献度 

 

 受講することで具体的に役立ったと思われる研修内容について尋ねたところ、「障害者雇用制度の理

解」の項目が最も多く、31名（81.6%）であった。次いで「支援機関の理解」（24名：63.2%）、「支援制

度の理解」（22名：57.9%）、「受け入れ態勢の整え方（労働条件、教育訓練体制等）」（20名：52.6%）が

多かった（図表４－10）。 

 

 

図表４－10 研修で役立ったと思われる項目（複数選択）2 

 
2 複数選択のため、各項目の割合の総和は 100%を上回ることがある。 
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 研修受講による障害者雇用に対する意欲の変化について尋ねたところ、21 名（55.3%）が（意欲の変

化が）「あった」と回答した。「どちらとも言えない」との回答は 16名（42.1%）、「なかった」との回答

は 1名（2.6%）あった（図表４－11）。 

 

図表４－11 研修受講による障害者雇用に対する意欲の変化の有無 

 

 研修受講によって、障害者雇用に向けた具体的な行動への検討があるか尋ねたところ、22名（57.9%）

が「はい」と回答し、16名（42.1%）が「いいえ」と回答した（図表４－12）。 

 

 

図表４－12 研修受講による障害者雇用に向けた具体的な行動への検討の有無 

 

 今後、地域センターの利用を希望するか尋ねたところ、12名（31.6%）が「はい」と回答し、26名（68.4%）

が「いいえ」と回答した（図表４－13）。 
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図表４－13 地域センターの利用希望の有無 

 

ｂ 研修内容と障害者雇用への意欲の変化の関係 

  研修内容のどの項目が障害者雇用に関する意欲に影響を与えうるか検討するため、研修で役立った内

容として挙げられた項目を、研修による意欲の変化の有無別にまとめた。その結果、意欲に変化が「あ

った」群（n=21）においては、「障害者雇用制度の理解」（85.7%）、「支援機関の理解」（81.0%）、「障害に

対する理解」（66.7%）の順に多く挙げられていた。一方、意欲に変化が「なかった」（n=1）又は「どち

らとも言えない」（n=16）と回答した群（n=17）においては、「障害者雇用制度の理解」（76.5%）、「支援

制度の理解」（52.9%）、「担当職務の創出方法の考え方」（47.1%）の順に多く挙げられていた（図表４－

14）。 

項目ごとにみると、「担当職務の創出方法についての考え方」を除き、全ての項目について、「どちら

とも言えない」・「なかった」群に比べ、「あった」群において「役立った」との回答が多く挙げられてい

た。 
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図表４－14 意欲の変化の有無別にみた、研修で役立った項目3 

 研修で役立ったと感じた項目別に、「役立った」との回答の有無と意欲の変化の有無との関係につい

て、カイ二乗検定及びフィッシャーの正確確率検定による検討を行った（図表４－15～４－21）。その結

果、「支援機関の理解」の項目において、「役立った」との回答の有無と意欲の変化の有無の間に有意な

連関がみられ（χ2(1,N = 38) = 4.79, p = .029; フィッシャーの正確確率検定における p値: p = .018）、

意欲の変化があった群ほど、支援機関の理解について研修が「役に立った」と回答する割合が大きかっ

た。また、「障害に対する理解」についての、研修内容と意欲の変化の関係は有意傾向であった（χ2(1,N 

= 38) = 3.83, p = .050; フィッシャーの正確確率検定における p値: p = .049）。 
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図表４－17役立った項目と意欲の変化の関係       図表４－18役立った項目と意欲の変化の関係 

 （支援機関の理解）               （支援制度の理解） 

 

図表４－19役立った項目と意欲の変化の関係    図表４－20役立った項目と意欲の変化の関係 

     （担当職務の創出方法の考え方） （受け入れ態勢の整え方（労働条件、教育訓練体制等）） 

 

 

図表４－21 役立った項目と意欲の変化の関係 

（障害者雇用の進め方（ロードマップ）） 
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ｃ 研修内容と障害者雇用に向けた具体的な行動の検討の関係 

 研修内容のどの項目が障害者雇用に向けた具体的な行動の検討に影響を与えうるか検討するため、研

修で役立った内容として挙げられた項目を、研修による具体的な行動への検討の有無別にまとめた。そ

の結果、「検討有」群（n=22）においては、「障害者雇用制度の理解」（77.3%）に次いで、「支援機関の理

解」（68.2%）、「障害に対する理解」及び「支援制度の理解」（それぞれ 54.5%）が多く挙げられた。「検討

無」群（n=16）においては、「障害者雇用制度の理解」（87.5%）に次いで、「受け入れ態勢の整え方（労

働条件、教育訓練体制等）」（68.8%）、「支援制度の理解」（62.5%）が多く挙げられていた（図表４－22）。 

項目ごとにみると、「障害に対する理解」、「支援機関の理解」に関しては、「検討無」群に比べ、「検討

有」群において、役立った項目として多く挙げられていた。「受け入れ態勢の整え方（労働条件、教育訓

練体制等）」について、「検討有」群では 40.9%が役立った項目として挙げていたのに対し、「検討無」群

では、68.8%が回答していた。同様にして、「障害者雇用制度の理解」、「支援制度の理解」、「担当職務の

創出方法の考え方」、「障害者雇用の進め方（ロードマップ）」において、「検討有」群に比べ、「検討無」

群において回答割合が大きかった。 

 

 

図表４－22 具体的な行動への検討の有無別にみた、研修で役立った項目 

 

研修で役立ったと感じた項目別に、「役立った」との回答の有無と行動への検討の有無との関係につい

て、カイ二乗検定及びフィッシャーの正確確率検定による検討を行った（図表４－23～４－29）。その結

果、いずれの項目においても、役立ったとの回答の有無と行動への検討の有無の間に有意な連関はみら

れなかった（ps >.10）。 
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81.0%

61.9%

42.9%

57.1%

38.1%

0.0%

76.5%

29.4%

41.2%

52.9%

47.1%

41.2%

23.5%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害者雇用制度の理解

障害に対する理解

支援機関の理解

支援制度の理解

担当職務の創出方法の考え方

受け入れ態勢の整え方（労働条件、教育訓練体制等）

障害者雇用の進め方（ロードマップ）

その他

回答割合(%)

意欲の変化があった（n=21） どちらとも言えない・なかった（n=17)

77.3%

54.5%

68.2%

54.5%

40.9%

40.9%

27.3%

0.0%

87.5%

43.8%

56.3%

62.5%

56.3%

68.8%

37.5%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害者雇用制度の理解

障害に対する理解

支援機関の理解

支援制度の理解

担当職務の創出方法の考え方

受け入れ態勢の整え方（労働条件、教育訓練体制等）

障害者雇用の進め方（ロードマップ）

その他

回答割合(%)

具体的な行動への検討有（n=22） 具体的な行動への検討無（n=16）
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17

5

14

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「役立った」

との回答有

「役立った」

との回答無

具体的な行動への検討有 具体的な行動への検討無

12

10

7

9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「役立った」

との回答有

「役立った」

との回答無

具体的な行動への検討有 具体的な行動への検討無

15

7

9

7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「役立った」

との回答有

「役立った」

との回答無

具体的な行動への検討有 具体的な行動への検討無

12

10

10

6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「役立った」

との回答有

「役立った」

との回答無

具体的な行動への検討有 具体的な行動への検討無

9

13

9

7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「役立った」

との回答有

「役立った」

との回答無

具体的な行動への検討有 具体的な行動への検討無

9

13

11

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「役立った」

との回答有

「役立った」

との回答無

具体的な行動への検討有 具体的な行動への検討無

図表４－23役立った項目と行動への検討の関係 

（障害者雇用制度の理解） 

図表４－24役立った項目と行動への検討の関係 

（障害に対する理解） 

図表４－25役立った項目と行動への検討の関係 

（支援機関の理解） 

図表４－26役立った項目と行動への検討の関係 

（支援制度の理解） 

図表４－27役立った項目と行動への検討の関係 

（担当職務の創出方法の考え方） 

図表４－28役立った項目と行動への検討の関係 

（受け入れ体制の整え方（労働条件、教育訓練体制等）） 
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ｄ 研修内容と支援機関の利用希望の関係 

 研修で役立った内容として挙げられた項目を、地域センターの利用希望の有無別にみると、「利用希望

有」群（n=12）においては、「障害者雇用制度の理解」、「支援機関の理解」（それぞれ 83.3%）に次いで、

「支援制度の理解」、「担当職務の創出方法の考え方」（それぞれ 58.3%）が多く挙げられていた。「利用

希望無」群（n=26）においては、「障害者雇用制度の理解」（80.8%）に次いで、「支援制度の理解」（57.7%）、

「支援機関の理解」、「受け入れ態勢の整え方（労働条件、教育訓練体制等）」（それぞれ 53.8%）が多く

挙げられていた（図表４－30）。 

 項目別にみると、「障害者雇用制度の理解」、「支援機関の理解」、「支援制度の理解」、「担当職務の創出

方法の考え方」、「障害者雇用の進め方（ロードマップ）」において、「検討無」群に比べ、「検討有」群の

回答割合が大きかった。 

 

図表４－30 地域センターの利用希望の有無別にみた、研修で役立った項目 

83.3%

50.0%

83.3%

58.3%

58.3%

50.0%

33.3%

0.0%

80.8%

50.0%

53.8%

57.7%

42.3%

53.8%

30.8%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害者雇用制度の理解

障害に対する理解

支援機関の理解

支援制度の理解

担当職務の創出方法の考え方

受け入れ態勢の整え方（労働条件、教育訓練体制等）

障害者雇用の進め方（ロードマップ）

その他

回答割合(%)

地域センターの利用希望有（n=12） 地域センターの利用希望無（n=26）

図表４－29役立った項目と行動への検討の関係 

（障害者雇用の進め方（ロードマップ）） 

6

16

6

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「役立った」

との回答有

「役立った」

との回答無

具体的な行動への検討有 具体的な行動への検討無

図表４ー30

図表４ー22

図表４ー30

具体的な行動への検討有（n=22） 具体的な行動への検討無（n=16）

83.3%

50.0%

83.3%

58.3%

58.3%

50.0%

33.3%

0.0%

80.8%

50.0%

53.8%

57.7%

42.3%

53.8%

30.8%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

障害者雇用制度の理解

障害に対する理解

支援機関の理解

支援制度の理解

担当職務の創出方法の考え方

受け入れ態勢の整え方（労働条件、教育訓練体制等）

障害者雇用の進め方（ロードマップ）

その他

回答割合(%)

地域センターの利用希望有（n=12） 地域センターの利用希望無（n=26）
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ｅ 研修による意識変容と行動変容の関係 

研修の受講が障害者雇用に関する意欲と行動に与える影響について検討するため、意欲の変化の有無

別に、具体的な行動の検討の有無について回答数を算出した（図表４－31）。フィッシャーの正確確率検

定の結果、意欲の変化と具体的な行動に有意な連関が認められた（p < .05）。 

 

 

図表４－31 意欲の変化の有無別にみた、具体的な行動の検討の有無の回答数4 

 

ｆ 自由記述回答の結果 

自由記述の設問について、アンケートに回答のあった 38 名のうち、26 名から有効な回答が得られた

（巻末資料 18）。自由記述回答からは、「障害者雇用に対する考え方が大きく変わった」、「障害者雇用に

ついて、制度や重要性が理解できた」、「雇用までの流れや制度、業務分担のポイントの基礎的な部分を

知ることができた」といった趣旨の、研修受講による理解の深まり等、何らかの効果があったとする回

答が多くみられた。一方で、「（社内の）限られた人数（での障害者）の雇用には未だ課題が多い」、「現

時点で採用しても、十分にケアができない」、「自社は少人数で余裕がない」、「専門的知識の不足とそこ

にかけられる時間や担当者を生み出すことが難しい現状がある」など、人材不足に関する課題も多く挙

げられていた。また、「判断不要の定型業務が少なくなっている昨今、何を担っていただくかが難しい」、

「社内でどういった業務を担当いただくのかが難しい」、「（在宅勤務を想定した場合）在宅ではできない

作業がほとんど」など、障害者の担当職務についての課題も多く挙げられていた。 

ｇ 自由記述回答からみた研修による意識と行動の変容 

 研修による意欲の変化の有無及び具体的な行動への検討の有無により、回答者を①意欲変化有／行動

検討有、②意欲変化無／行動検討有、③意欲変化有／行動検討無、④意欲変化無／行動検討無の４群に

分け、各群の自由記述回答の傾向を整理した。 
① 意欲の変化と行動の検討があった群（n=16; うち自由記述有効回答 10件） 

    意欲の変化があり、行動の検討にも至った群では、「障害者雇用の意義を知ることができた」、

「障害者雇用に対する考え方が大変大きく変わった」、「今後実際に採用するにあたってどういっ

 
4 意欲の変化が「なかった」との回答は 1件のみであったため、「どちらとも言えない」との回答（n=16）に含めて算出した。 

16

6

5

11

0% 20% 40% 60% 80% 100%

意欲の変化があった

（n=21）

どちらとも言えない・

なかった

（n=17)

具体的な行動への検討有（n=22） 具体的な行動への検討無（n=16）
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た業務ができるのか等、検討したい」といった趣旨の意見がみられた。 

② 意欲に変化がなかったが、行動の検討があった群（n=６; うち自由記述有効回答４件） 

    意欲に変化がなかったものの、具体的な行動への検討があった群では、「過去に障害者職業生活

相談員の講習を受けたので一通りの知識は学んだうえでの参加だった」、「（現在雇用している障

害者について、）在宅ではできない作業がほとんどなので、障害者雇用の在宅勤務の業務例で参考

にできるものがあれば教えていただきたい」といった趣旨の意見がみられた。 

③ 意欲に変化があったが、行動の検討に至らなかった群（n=５; うち自由記述有効回答３件） 

    意欲に変化がみられたものの、行動の検討に至らなかった群においては、「人数の多い職場では

役割分担による労働創出ができ、効果発揮が期待できる一方で限られた人数となる出先での雇用

には未だ課題が多い」「実際の採用事例を元にした説明なので興味を持って拝聴することができ

た」という趣旨の意見がみられた。 

④ 意欲に変化がなく、行動の検討もなかった群（n=11; うち自由記述有効回答９件） 
    意欲に変化がなく、行動の検討もなかった群においては、「既に１名採用している」という意見

のほか、「障害者の方にマッチした仕事を切り出し、周りの理解も得て、伴走していく社員も必要

という事になると、正直現時点で採用しても、十分にケアができない」、「（自社業務を行う）職場

として考えた時、実感が湧かないのが現状」、「実際のところ専門的知識の不足とそこにかけられ

る時間や担当者を生み出すことが難しい現状がある」という趣旨の意見がみられた。 
イ ヒアリング調査結果 

４レベルアプローチにおけるレベル３の研修効果を把握するため、ヒアリング調査を実施した。 

ａ ａ本店長に対するヒアリング調査結果 

 研修終了後、２支店において新しく障害者を雇い入れるための行動が開始されたことから、本研修に

ついては一定の効果があったと考える。研修については、障害者の雇用について、自分たちが分からな

くて悩んでいたことに対する回答等も研修資料に落とし込んでもらったのがとてもよかったとのことで

あった。また、支援機関については、今回の障害者雇用に取り組むまで、全く情報がなかったが、知的

障害者を雇用してからは逆に情報が錯そうし、混乱していたので、支援機関の機能や役割について整理

して伝えてもらい、また、具体的な活用方法を提示してもらえたこともよかったと思うという意見が聞

かれた。支援制度等の情報提供については支援メニュー等を提示するにとどまらず、今回の研修のよう

に、自分たちの事業所では何をどのように使ったらよいのかというプランを提示することも必要と考え

る。 

ｂ 研修終了後、障害者雇用に対する行動変容が確認されたＥ社の２支店に対するヒアリング調査結果

等 

研修終了後、新しく障害者を雇い入れることを検討したいとのニーズがあった２支店（ｃ支店、ｄ支

店）の支店長（研修受講者）に対する相談及びヒアリング調査を実施した。 

 ２支店とも、障害者の担当職務に関することがこれまで障害者雇用を躊躇してきた理由であり、また、

職務と対象者のマッチング等に不安を抱えていた。そこで、研修で提案された、短時間から始める障害

者雇用であれば、障害者の職務の創出に取り組みやすいと考えたとのことであった。また、これまで、
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支援機関を利用したことがなかったとのことで、対象者と職務のマッチングや職場適応についての支援

を得られると知り、支援機関の活用に興味を持ったとのことであった。そこで、研修で提供した情報に

ついて、更に詳しく説明し、短時間のトライアル雇用を活用した障害者雇用プランについてより詳細に

検討していった。相談を通し、創出された職務内容から対象となるのは精神障害者又は発達障害者が想

定されたことから、10時間以上の職務を創出した。更に、そこから、本人の特性等に応じ、職務の拡大

を図り、週所定労働時間 20時間以上の雇用へつなげていき、対象者とのマッチングや職場適応について

は支援機関の支援を活用するということで同意を得た。 

 その後、それぞれの支店において、職務の棚卸を行い、障害者の担当職務案について共有した。また、

障害者の担当職務として切り出された作業には、各支店・拠点に共通する作業もあったことから、近隣

の支店・拠点で障害者のワーカーシェアリングをすることを提案したところ、ｃ支店についてはそれを

前提に障害者雇用を進めていくことになり、ｄ支店についても労働時間の延長の方法として活用するこ

とを検討したいとのことであった。 

 ヒアリング調査後、２支店においては、それぞれ地域センターを活用し、障害者の採用に向けた取組

を展開しており、４レベルアプローチのレベル３の効果である行動変容が確認されている。 

 また、研修終了後、障害者の職場定着支援へのニーズが、ａ本店及びｂ支店、及び 2021年４月に知的

障害者を雇用した e支店より把握されたため、地域の支援機関へと引き継いだ。 

 

４ 考察 

 アンケート結果においては、障害者雇用に対する意欲に変化のあった群がそれ以外の群に比して、研

修で役立ったと思われる研修内容について多くの項目を選択していた。特に「支援機関の理解」及び「障

害に対する理解」において選択割合が高い傾向がみられた。また、障害者雇用に向けた具体的な行動の

検討の有無別にみたときも、「障害に対する理解」及び「支援機関の理解」の項目のみ、有群において多

く選択されていた。 

以上のことから、障害者雇用についての研修を通じた情報提供の中でも、特に障害に対する理解及び

支援機関から得られるサポートについての理解を深めることは、障害者雇用に際して企業が抱く不安の

解消につながり、障害者雇用への意欲を高め、具体的な行動の検討を促す効果が期待できるのではない

かと考える。また、本試行実施後に中小企業の事業主を対象とした研修終了後のアンケート結果におい

ても、「支援機関の理解」が参加者５名全員から選択されていた（巻末資料 15）。この研修に参加した事

業主は中小企業事業主より組織された障害者雇用の問題を考える会の会員であり、すでに障害者を雇用

している事業主もいた。これらのことから、障害者雇用の促進においては、障害者雇用の経験の有無等

に関わらず、支援機関の機能やその活用方法について、より丁寧な情報提供が必要と考える。 

一方、具体的な行動への検討がなかった群ほど、「受け入れ態勢の整え方」「障害者雇用の進め方」が

役立ったと選択した割合が高い傾向にあった。自由記述とあわせて考えると、これらの重要性等につい

て理解したが故に、それに係る人的・時間的コスト等から、その実行に困難を感じ、行動を検討するに

至らなかった可能性がある。事業主が感じた困難性を軽減するためには、同業他社等における雇用事例

の提供等、更なる情報提供のあり方の工夫が必要と考える。 
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意欲の変化の有無及び行動の検討の有無別にみた自由記述回答の傾向から、事業主の変化と事業主の 

性質の関係について整理を試みた（図表４－32）。以下、アンケート調査をもとに分類された４つの群に

ついて考察する。 

 

図表４－32 意欲の変化と具体的な行動の検討による分類 

 

第１群は、意欲に変化があり、行動の検討に至った群（n＝16）である。この群は、４レベルアプロー

チのレベル３の行動変容が期待されるグループであり、２支店（ｃ支店、ｄ支店）については、地域セ

ンターを活用し、障害者雇用に向けた具体的な行動に移ったことが確認されている（アンケートについ

ては原則記名を求めなかったため、回答者を特定することができず、ｃ支店、ｄ支店以外の 14支店の行

動変容の可否については確認できていない）。 

 第２群は、意欲には変化がなかったが、行動の検討に至った群である（n＝６）。この群は、もともと

障害者雇用に対する意欲は高かったものの、実現に際しては何らかの課題を感じていたグループと考え

られる。研修受講により、課題改善方策が見つかり、またはそれに対する課題解決に対するヒントを得

るなどしたことにより、障害者雇用に対する行動の検討に至ったと思われ、このグループにも行動変容

が期待できると考える。 

 第１群と第２群（行動の検討有群）の自由記述においては、職務創出に関する悩みに関する記述がみ

られており、これらについての相談・支援を実施することで、第１群及び第２群の障害者雇用に向けた

行動を後押しできると考えられる。そして、そのためには、研修後、気軽に支援機関に相談ができるよ

うな仕組みを作ることが必要と考える。 

 第３群は、意欲には変化があったが、行動の検討には至らなかった群（n＝５）である。この群は障害

意意欲欲のの変変化化

行行
動動
のの
検検
討討

有有

有有無無

無無

第１群（n=16）
意欲の変化：有
行動の検討：有

第２群（n=6）
意欲の変化：無
行動の検討：有

第４群（n=11）
意欲の変化：無
行動の変化：無

第３群（n=5）
意欲の変化：有
行動の検討：無

２支店
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進
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者雇用に対する興味・関心は抱いたものの、その実現に大きな課題を感じているグループと考える。 

第４群は、意欲に変化がなく、行動の検討にも至らなかった群である（n＝11）。第４群の自由記述に

は、すでに障害者雇用を雇用しているとの記述もみられたことから、すでに障害者雇用をしている等に

より、新規の障害者雇用に向けての行動の検討に至らなかった事業主も含まれると考えられるが、それ

以上に障害者雇用に対する課題やそれを改善するための負担感から行動の検討に至らなかった事業主が

含まれるグループと考える。 

第３群と第４群（行動の検討無群）の自由記述においては、障害者雇用に対する社内の人的支援体制

づくり等を理由にした障害者雇用の難しさに関する記述がみられた。事業主の感じる障害者雇用に対す

る困難性を軽減し障害者雇用に対する意欲を向上させるためには、それぞれが感じる課題の改善方策、

改善事例等とともに、改善方策を講じる際に受けられる具体的な支援等に対する情報提供が有効と考え

る。 

また、本試行では 45分という時間的な制約やオンラインでの開催という制約があったため、講義によ

る研修に留まったが、特に障害者の担当職務の創出という課題に対する事業主の主体的な行動を促す上

ではグループワークを取り入れることが必要と考える。受動的な学習スタイルである講義だけでなく、

職務創出という問題解決に向け、事業主が主体的に取り組み、また、事業主相互の話し合い、双方向で

のコミュニケーションを通して、個々の事業主が持つ経験等を共有することにより、更に行動変容が促

進できたと思われる。加えて、事業主が障害者雇用に対して抱える不安を軽減するための情報提供のみ

ならず、障害者を雇用したことによる効果等の事業主が障害者雇用に対して魅力を感じるような情報提

供を行うことにより、障害者雇用に対する意欲を引き出すことも重要と考える。 

一方で、本試行の研修においては、単なる支援制度・機関の紹介にとどまらず、事前のヒアリングに

おいて事業主の抽象的なニーズの具体化を図り、障害者雇用の意思決定を支援するため、試行協力企業

の抱えていた障害者雇用に関する最大の課題であった職務創出の改善方策として、「支援機関を活用し

た週 10 時間から始める障害者雇用」という提案を行った。「支援機関を活用した週 10 時間から始める

障害者雇用」においては、まずは、週 10時間以上の障害者の担当職務を創出し、短時間トライアル雇用

を活用して徐々に勤務時間の延長を図っていくことを提案した。そして、この提案における職務の創出、

職務と障害者とのマッチング、職務の積み上げ等については、地域センター等の職業リハビリテーショ

ン機関の専門的支援が有効に機能することを説明した。 

その結果、２事業所において、障害者雇用の意思決定に向けた取組が開始された。また、これとは別

に実施した中小企業の事業主を対象とした研修のアンケート調査回答者５名のうち１名の事業主が、こ

の提案をもとにした取組を開始している（巻末資料 15）。有効性を確認する上では、更なる試行の積み

重ねが必要であるが、この「支援機関を活用した 10時間から始める障害者雇用」という提案、そしてこ

の提案を盛り込んだ研修プログラムを活用した提案型事業主支援は、障害者の担当職務の創出等に課題

を抱える多くの企業における障害者雇用を促進する一つの有効な事業主支援方法となる可能性はあると

考える。 
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第３節 支援者社員の人材育成を目的とした提案型事業主支援の試行Ⅰ 

本節では、障害のある社員（以下「障害者社員」という。）の職場定着に対する支援体制の強化のため

の支援者社員の人材育成を目的とし、地域センターで活用されている４つの認知行動療法5等をもとに試

作した研修プログラムを活用した提案型事業主支援の試行について報告する。 

１ 目的 

 「企業在籍型職場適応援助者（企業在籍型ジョブコーチ）による支援の効果及び支援事例に関する調

査研究」（障害者職業総合センター,2020）においては、障害者の職場定着を推進するには、企業自らが

社内で障害者の職場定着を支援する体制を構築することが重要であり、企業在籍型ジョブコーチの配置

は一定の効果があるとし、企業在籍型ジョブコーチの実態調査を実施している。その中で、多くの企業

在籍型ジョブコーチが、精神障害者の職場定着支援に課題を抱えており、支援ノウハウの提供や専門家

からのアドバイスを必要とされていることが指摘されている。また、企業在籍型ジョブコーチの支援ス

キル向上のための集合研修への参加、他社のジョブコーチとの経験交流の場や外部の支援機関とのネッ

トワークの構築の機会を増やすことも重要であるとされている。これらのことは、企業在籍型ジョブコ

ーチのみならず、支援者社員に共通する課題と考える。そこで、本試行においては、精神障害者等の支

援に対して有効とされ、地域センターの支援において活用されている４つの認知行動療法をもとにして

試作した研修プログラムを複数企業合同開催で実施し、その効果等を検証することにより、支援者社員

の育成のための事業主支援に資することを目的として実施した。 

２ 実施方法 

（１）試行協力企業 

 試行協力企業はある任意団体の会員企業の特例子会社３社である。この任意団体は、研修プログラム

の試作に先立ち実施した情報収集活動において、研修プログラムの試行協力へのニーズが確認された支

援者社員を配置している障害者雇用事業主により組織された団体である。任意団体の事務局である事業

主には、研修プログラムを通して、各社の支援者社員のネットワークづくりを行いたいというニーズが

あったため、当初はこの団体の会員企業の十数社を対象として実施する予定であったが、新型コロナ感

染症拡大防止の観点から、試行協力企業を任意団体の事務局であるＨ社及びＨ社から推薦のあった２社

（Ｉ社、Ｊ社）に絞って実施した。なお、３社の試行協力事業主の概要は図表４－33 のとおりである。 

図表４－33 試行協力企業の概要 

企企業業 IIDD  HH社社  ＩＩ社社  JJ社社  

産産業業分分類類  その他サービス業 その他サービス業 その他サービス業 

従従業業員員数数（（ううちち障障害害者者数数））  296名（76名） 123名（76名） 320名（126名） 

設設立立年年（（認認可可年年））  2000年（2005年） 2013年（2014年） 2004年（2004年） 

試試行行協協力力支支援援者者社社員員数数  ３名 ３名 ３名 

 
5 認知行動療法とは，行動科学と認知科学を臨床の諸問題へ応用したものと定義され、複数の理論とそこから生まれた多数の技法を包含した広

範な治療法として発展している。（http://jabt.umin.ne.jp/cbt/をもとに作成） 

※試行協力者のうち、Ｉ社の１名は役員 
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（２）実施方法 

本試行は以下の手順で行った。 

ア 課題の把握のためのヒアリング調査 

イ 改善方策（研修プログラムの試行計画）の提案 

ウ 改善方策（研修プログラムの試行計画）の実行 

エ 結果の確認のためのアンケート調査及びヒアリング調査 

 

３ 実施結果 

（１）課題の把握のためのヒアリング調査 

研修プログラムの試作及び試行計画の作成に資するため、試行協力事業主及び支援者社員に対して

実施したヒアリング調査において、３社に共通する支援者社員が抱える課題等について、以下のこと

が把握された。 

＜課題＞   

① 精神障害者及び発達障害者に対する支援スキルの向上 

精神障害者及び発達障害者の体調・症状の不安定さ、ソーシャルスキルの不足といった課題

から職場定着が難しくなる事例が少なくないこと、そして、支援者社員は、この課題の改善に

向けた支援に苦慮していた。また、支援者社員には、精神障害者及び発達障害者の支援につい

て学びたいという希望が強いが、何を学べばよいかということが分からず、また、適当な研修

を見つけられずにいた。 

② 就職（復職）前に就労支援機関が実施した支援と就職後に支援者社員が実施する支援の継続性 

精神障害者等の支援において、就労支援機関では認知行動療法を活用した支援が実施され、

その効果を感じているが、支援者社員が支援技法を学ぶ機会がないため、支援の継続性を保つ

ことができていない。 

③ 支援者社員のメンタルヘルス 

支援者社員のような対人援助職における感情労働で生じるストレスは大きく、メンタルヘル

スの不調を生じたり、場合によっては、燃え尽き症候群（burnout syndrome）6と呼ばれる状態

に陥ったりすることもあり、ヒアリングにおいては、これに対する対策の必要性が指摘された。 

（２）改善方策（研修プログラムの試行計画）の提案 

３つの課題に対応するため、研修プログラムの内容については、地域センターにおいてリワーク支援

等に活用されている認知再構成法（コラム法）、精神障害者及び発達障害者等を対象として活用されてい

る問題解決技法、アサーショントレーニング並びに SSTの講義及び演習により構成した。また、第１回

のオリエンテーションにおいては、自己及び他者理解等を図ることを目的としたエゴグラム7を活用した

講義と演習を実施し、最終回においては、参加者の現在抱えている問題について、研修で学んだ技法を

 
6 それまでひとつの物事に没頭していた人が、心身の極度の疲労により燃え尽きたように意欲を失い、社会に適応できなくなること。（厚生労働

省 生活習慣病予防のための健康情報サイト：https://www.e-healthnet.mhlw.go.jp/information/dictionary/exercise/ys-047.html） 
7 アメリカの心理学者エリック・バーンが創始した「交流分析」という人間関係の心理学理論に基づいて作られた性格診断テスト(東京大学医学

部心療内科 TEG研究会, 2019)。 
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用いた実践トレーニングを取り入れた（図表４－34）。 

実施方法については、2020年９月～12月、１回２時間、計５回の計画で実施することを提案し、３社

より同意を得た。なお、会場についてはＩ社より会議室を提供してもらうこととなった。 

また、試行協力者には、研修効果を高めるため、今回の研修プログラムを受講する上での個人目標を

設定してもらい、本調査研究の担当者と共有した。 

 

図表４－34 提案した研修プログラムの内容と実施計画 

 日 時 内 容 

第１回 2020年9月11日 

・エゴグラムを活用した自己及び他者理解 

・認知機能障害 

・認知行動療法の紹介 

第２回 2020年10月9日 ・認知再構成法（コラム法） 

第３回 2020年10月30日 ・問題解決技法（問題解決法） 

第４回 2020年11月27日 ・アサーショントレーニングとSST 

第５回 2020年12月25日 ・まとめ（総合演習） 

 

（３）改善方策（研修プログラムの試行計画）の実行 

研修については、講義と演習から構成し、紹介した認知行動療法については、必ずグループ及び個人

で体験する機会を設けた。また、第２回の認知再構成法及び第３回の問題解決技法については、次回の

研修までに実践することを宿題とし、次回の研修では実践結果を全員で共有した。新型コロナ感染症拡

大の影響により第２回には企業単位での欠席があったほか、業務都合による欠席もあり、全回出席でき

たのは３名のみであった（図表４－35）。そこで、欠席者への対応として、実践結果を共有する際、前回

の研修内容についての復習を行った。 

なお、問題解決技法の演習を実施した第３回及び第５回については、協力講師を招いて実施した。 

図表４－35 各回の参加者数 

 第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 

参加者数 ８名 ５名 ８名 ７名 ９名 

ア 第１回 

まずは研修目的を受講者と共有し、本研修で学んだことを単なる知識で終わらせないため、研修終了

後、紹介した認知行動療法を次回までに一度は実践してほしいこと、そして、それが自身の生活、障害

者支援において有効と思われたら、活用していってほしいことを伝えた（図表４－36）。 

 次に、エゴグラムについて説明し、直観で自分及びペアになった相手のエゴクラム・プロフィール、

また、質問紙を使って自身のエゴグラム・プロフィールを作成し、自己評価と他者評価、主観的評価と

客観的評価について比較してもらった。その中で、これらの評価のギャップが大きいほど、人間関係等

において問題が生じやすく、そして、特に精神障害者や発達障害者等の中にはこのギャップが生じやす
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い人が多いことを説明した。更に、オーバーラップ・エゴグラム8を活用した相手との相性分析や交流方

法、エゴグラム・プロフィールを活用した行動変容方法等についての説明を行った。 

 三番目に、ほとんどの社会的行動は観察学習により獲得されること、この観察学習には４つの過程が

あり、注意障害・記憶障害・遂行障害といった認知機能障害があるとうまく学習できないことがあるこ

と、そして、精神・発達・知的障害者等には、なんらかの認知機能障害があること、だからこそ、これ

らの障害者を支援する際は認知機能障害について理解し、それらに配慮して行動の学習を支援する必要

があることについて説明した。 

最後に、本研修にて取り扱う４つの認知行動療法について紹介した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
8
 二者間（自分と相手）のエゴグラムを上下反対方向より重ね合わせ、相手との相性関係を求めるもの。二者の自我状態の重複は、両者が同じ

価値観で考え行動できることを示す（新里, 2005）。 

図表４－36 第１回研修資料（一部抜粋・加筆修正） 

エゴグラムを描いてみよう
～質問紙～

ここでは

折れ線グラフ
で・・・

CP     NP      A      FC     AC 

CP     NP      A      FC     AC 
20

15

10

5

エゴグラムを描いてみよう
～デュセイの方法（直感で描く）～

現現実実のの自自分分、、理理想想のの自自分分、、気気のの合合うう人人、、苦苦手手
なな人人ののエエゴゴググララムムをを描描いいててみみよようう！！

＜＜方方法法＞＞①①最最もも特特徴徴的的なな心心理理機機能能をを一一番番高高いい
位位置置にに点点をを打打つつ

②②最最もも持持っってていいなないいとと考考ええるる心心理理機機能能をを一一番番
低低いい位位置置にに点点をを打打つつ

③③そそのの他他33つつのの心心理理機機能能をを①①②②ととのの相相対対的的なな
位位置置にに点点をを打打つつ

ここでは

折れ線グラフ
で・・・

自我状態の構造モデルと機能モデル

自我状態の構造モデル
 自我状態の３つの構造（Ｐ,Ａ,Ｃ）

A

自我状態の機能モデル

 ＰとＣにある２つの機能的側面

親親の自我状態：：PPaarreenntt

NP

CP
P

AC

FC
C

成成人人の自我状態：：AAdduulltt

子子どどももの自我状態：：CChhiilldd

批批判判的的なな親親：：CCrriittiiccaall  PPaarreenntt

養養育育的的なな親親：：NNuurrttuurriinngg  PPaarreenntt

自自由由なな子子どどもも：：FFrreeee CChhiilldd

順順応応ししたた子子どどもも：：AAddaapptteedd  CChhiilldd

1 自分についての理解を深める
～エゴグラムで自己理解を深めよう～

エエゴゴググララムムとは

交流分析理論に基づき、

「個人のパーソナリティの各自自我我状状態態（（eeggoo））

同士の関係と、外部に放出している心的エネル

ギーの量を評価し、グラフで表したもの」

自我状態は５５つつに区分される

研修

（知識）

実践

（経験）

ススキキルル

＋＋

日日常常生生活活・・障障害害者者支支援援にに活活用用

今回の研修の目標
1 自分についての理解を深める

2 認知機能障害という視点から

障害者についての理解を深める

3 障害者を支援する、

そして、自分を助ける方法として、

認認知知行行動動療療法法を活用できるようになる

①① 認認知知再再構構成成法法（（ココララムム法法））
ババラランンススのの良良いい考考ええ方方をを身身ににつつけけるる

②② 問問題題解解決決（（療療））法法
問問題題をを解解決決すするるココツツをを身身ににつつけけるる

③③ アアササーーシショョンントトレレーーニニンンググ、、SSSSTT
自自分分とと相相手手をを大大切切ににすするるココミミュュニニケケーーシショョンンススキキルルをを身身ににつつけけるる
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図表４－36 第１回研修資料（一部抜粋）（続き） 

エゴグラムの評価方法
－各自我状態に注目した評価－

一一番番高高いい自自我我にに注注目目

その人の性格を特徴づける自我

対人関係や問題が発生したときにすぐに反応する自我の部分

極端に高いと他人に好意的に受け取られない可能性あり

例）CPが極端に高い → 威圧的 NPが極端に高い → おせっかい

一一番番低低いい自自我我にに注注目目

一番弱い自我

極端に低い場合、対人関係などで問題が生じた場合の原因がこの部分にある可能

性があり、この機能を上げていくことにより自分の欠点をカバーしていくことが

できる

大大人人((ＡＡ))にに注注目目

Ａが十分高い･･･他の自我状態のバランスを意識的に調整することができることを

示す（他の自我状態が異常に高い、あるいは低い場合は調整不可）

Ａが低い人･･･他の高い自我状態に支配され、うまく調整できない状態になって

いることを示す

オーバーラップ・エゴグラム

ふふたたつつののエエゴゴググララムムをを重重ねね合合わわせせ、、関関係係
性性のの特特徴徴やや相相性性をを分分析析すするる方方法法
例）なんとなくうまくいかない上司と自分のオーバーラップ・エゴグラム

重なりが大きい
＝お互いに高い

重なりがない
＝片方が高く、片方が低い

/ お互いに低い

20

30

40

50

60

70

CP         NP        A          FC        AC

状況によって変わるエゴグラム

エエゴゴググララムム

・・状況や年齢によって変化する

・問題がある生き方をしている人や心の病に

かかる人のエゴグラムには共通点がある

自分のエゴグラムの特徴を理解し、つらいと
感じる状況下で自分の行動様式を変えること
が大切

自分（の行動様式）を変える

自我のエネルギー配分を変える

・こうありたいと思う理想の自分の姿をエゴグ
ラムで書いてみる

・現在の自分のエゴグラムとのズレを見つける

・意識して、ズレを修正する行動や思考をとっ
てみる（高い自我状態を低くするよりも、低い
自我状態を高くすることを目指す）

２ 認知機能障害という視点から

障害者についての理解を深める

観察学習のプロセス

①①注注意意 ②②記記憶憶

③③実実行行（（遂遂行行））

ＧＧＯＯＯＯＤＤ！！

ＧＧＯＯＯＯＤＤ！！

認知機能に障害があると、
どこかでつまづき、うま

く学習ができない！

⇓
ススキキルル不不足足、、誤誤学学習習

ＧＧＯＯＯＯＤＤ！！

観観察察学学習習（（モモデデリリンンググ））のの
４４つつのの過過程程とと認認知知機機能能

①注意過程

モデルの行動に注注意意を向ける

②保持過程

観察で得られたものを言語化、イメージ化し、

記記憶憶として保持する

③運動再生過程

記憶したことを実際に行動で再再生生する

④動機づけ過程

学習した行動を遂行するための動動機機づづけけをする
13

知覚・注意
記憶・遂行

精神障害者
何らかの障害･･･

★認知機能とは・・・
理解、判断、論理などの知的機能

★ 主な４つの認知機能
①知覚機能
②注意機能
③記憶機能
④遂行機能

コミュニケーションをとる
際には、話している相手の
表情や言葉に注意を向け、
情報を受け取り、その内容
を記憶にとどめ、自分の話
すべき内容やとるべき行動
を選択し、実際に行動する
ことが必要！

14
「ジョブコミュニケーション・スキルアップセミナー－パートナー研修資料集－」より抜粋）
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イ 第２回 

 認知行動療法についての説明を行い、地域センターにおけるリワーク等で活用されている認知再構成

法の講義と演習を実施した（図表４－37）。 

 

 

 

 

図４－37 第２回の研修資料（一部抜粋） 

 

 演習においては、まずは二人一組となり、聞き手、話し手の両方の役割で認知再構成法の演習を実施

した後、参加者全員をメンバーとしたグループによる演習を行い、個別及び集団による認知再構成法を

体験してもらった。 

3 障害者を支援する、

そして、自分を助ける方法として、

認認知知行行動動療療法法を活用できるようになる

認認知知行行動動療療法法ととはは？？

行動科学と認知科学を臨床の諸問題へ応用したもので、複数の理論
とそこから生まれた多数の技法を包含した広範な治療法として発展。
1）問題を具体的な行動（思考、情緒、運動全てを含む精神活動）

として捉え、どのような状況でどのような精神活動が生じるの
かという行動分析をする。

2）問題解決のための治療目標を具体的に明確にし、その変容を目
指す。

3）「行動」の変容のためには、どのような体験が必要であるかと
いう考え方をする。

4）観察可能あるいは定義可能なパラメータ（例えば、点数化した
不安の程度、ある行動の頻度や持続時間、脈拍などの生理学的
な測定）を用いて、試行する治療の効果を検証することができる。

① 認知再構成法（コラム法）

バランスの良い考え方を身につける

・私たちの気持ちや行動は、その時に頭に浮かんだ
「考え」（自動思考、認知）によって影響される

・考え方のバランスをとる方法の１つがコラム法

・つらい出来事があったとき、コラムを使って考えを

整理していくことで、気分を改善し、対応策（これ

からのプラン）を考えることに役立つ

まずは
気分、気持ちを安定させよう ＡＢＣモデル

AAccttiivvaattiinngg  eevveenntt

事事実実

（（状状況況・・出出来来事事））

BBeelliieeff

認認知知

（（考考ええ・・信信念念））

CCoonnsseeqquueennccee

結結果果ととししててのの

感感情情やや行行動動

BBeelliieeff（（認認知知））のの階階層層構構造造

自自動動思思考考

その時々で瞬時に浮かぶ考え

媒媒介介信信念念

基本的態度、思い込
み、個人的ルール

中中核核信信念念（（ススキキーーママ））
価値感

出典 https://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaihoken/kokoro/dl/04.pdf
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ウ 第３回 

前回の研修に参加していた５名の宿題（認知再構成法）の実践結果を共有した。５名ともが宿題を実

行しており、家庭や職場において、自分の気持ちが大きく変動した場面を捉えて実践していた。中には、

認知再構成法を活用して、支援している障害者の言動に対する苛立ちの原因を冷静に見つめなおし、自

身の気持ちを立て直していた者もいた。 

次にグループによる問題解決技法のセッションを体験してもらった（図表４－38）。その後、問題解決

技法についての講義を行った（図表４－39）。 
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図表４－39 第３回の研修資料（一部抜粋） 

②② 問問題題解解決決法法（（問問題題解解決決技技法法））
問題を解決するコツを身につける

ジョブコミュニケーション・
スキルアップセミナーでも

取り組みました

問題解決のスキル

特定の状況で、自分自身が、何が問題であ
るかを明確にでき、複数の代替的な解決方
法を考えつくことができ、それぞれの選択
肢の効果について考察できるようになるこ
とである。

協力講師作成資料

問題解決法

解決したい「問題」は何かを明らかにし、
ブレーンストーミングで問題解決のための
いくつかの選択肢を創造的に考え出し、そ
れぞれの選択肢の長所と短所を考え、複数
の選択肢の中から１つあるいは複数の解決
につながるかもしれない相手とのかかわり
方を決定し、選択した解決方法を実行に移
す。

協力講師作成資料

問問題題解解決決法法のの手手順順・・ポポイインントト

①①立立ちち止止ままっってて考考ええるる（（問問題題をを受受けけ入入れれるる））
・・問問題題ががああるるここととをを受受けけ入入れれるる⇒⇒「「前前向向ききななああききららめめ」」
・・問問題題ががああっってて困困っってていいるるととききはは、、意意識識的的にに問問題題をを受受けけ入入れれ

るるここととがが効効果果的的！！
※※問問題題にに取取りり組組めめるる精精神神状状態態かか？？

②②何何がが問問題題ななののかかををははっっききりりととささせせるる（（状状況況をを明明ららかかににすするる））

・・個個人人のの長長期期目目標標ととどどうう関関連連ししてていいるるののかか？？

・・ここのの状状況況ののななかかでで、、長長期期目目標標へへ向向けけてて一一歩歩前前にに進進むむたためめのの

短短期期目目標標はは何何かか？？

・・何何がが当当面面のの目目標標達達成成のの妨妨げげととななっってていいるるかか。。避避けけるるべべきき状状

況況ははどどううののよよううななももののかか？？

※※誰誰かかほほかかのの人人がが関関わわっってていいるる場場合合がが多多いい。。
協力講師作成資料

問問題題解解決決をを妨妨げげるる
自自動動思思考考とと自自己己教教示示

（（大大野野,,  22001111））

自自動動思思考考 自自己己教教示示

「「どどううししてて自自分分だだけけ」」 「「問問題題がが起起ききるるののはは特特別別ででははなないい」」

「「ももううダダメメだだ・・・・・・」」 「「問問題題はは解解決決可可能能,,  ままずずややっっててみみよようう」」

「「たたいいししたたここととははなないい・・・・・・」」 「「精精神神的的苦苦痛痛ははこここころろのの信信号号」」

「「すすぐぐにに何何ととかかししななくく
ててはは・・・・・・」」

「「立立ちち止止ままっってて考考ええててみみよようう」」

「「早早くく全全部部のの問問題題をを解解決決
ししたたいい」」

「「問問題題解解決決ににはは時時間間ががかかかかるる」」

「「絶絶対対解解決決ししなないいとと・・・・・・」」 「「ででききれればば自自信信にに,, ででききななくくててもも問問題題がが
ははっっききりりすするる」」

協力講師作成資料

問問題題解解決決法法のの手手順順・・ポポイインントト

③③問問題題をを解解決決すするるああららゆゆるるややりり方方をを考考ええるる
（（ bbrraaiinnssttoorrmmiinngg））
・・自自分分自自身身ははどどののくくららいい思思いいつつけけるるかか？？
・・ででききるるだだけけたたくくささんんのの案案をを挙挙げげるる。。（（皆皆のの力力をを借借りりてて））
※※そそれれぞぞれれのの方方法法がが現現実実的的ででああるるかかはは考考ええなないい

④④そそれれぞぞれれのの選選択択肢肢のの結結果果をを検検討討すするる。。

・・そそれれぞぞれれのの選選択択肢肢のの実実現現可可能能性性とと長長所所・・短短所所はは何何かか。。

・・どどのの選選択択肢肢、、選選択択肢肢のの組組みみ合合わわせせがが当当面面のの状状況況のの中中でで

目目標標達達成成ででききるるかか？？

・・目目標標達達成成のの障障壁壁をを取取りり除除いいたたりり、、ののりりここええたたりり、、

ささけけたたりりすするるここととががででききるる選選択択肢肢ははどどれれかか？？

協力講師作成資料

問問題題解解決決法法のの手手順順・・ポポイインントト

⑤⑤どどのの選選択択肢肢、、どどのの選選択択肢肢のの組組みみ合合わわせせががよよいいかかをを決決めめるる。。
・・選選択択ししたた対対処処法法はは、、当当面面のの目目標標達達成成にに役役立立つつかか？？

⑥⑥選選んんだだ選選択択肢肢、、ああるるいいはは選選択択肢肢のの組組みみ合合わわせせをを、、どどののよよううにに
実実行行すするるかかをを考考ええるる。。

・・有有効効なな社社会会的的反反応応をを得得るるたためめにに、、選選んんだだ選選択択肢肢、、ああるるいいはは

選選択択肢肢のの組組みみ合合わわせせををどどののよよううなな言言語語的的・・非非言言語語的的ススキキルル

をを使使っってていいくくののかか？？（（スステテッッププ））

・・決決めめたた選選択択肢肢ををいいつつ、、どどここでで、、どどののよよううにに実実行行にに移移すすのの

かか？？（（ススキキルル発発動動のの社社会会的的にに承承認認さされれたた適適切切なな場場面面））

協力講師作成資料

問問題題解解決決法法のの手手順順・・ポポイインントト

⑦⑦問問題題にに対対ししてて選選んんだだ解解決決策策をを成成功功裏裏にに実実行行すするるににはは、、どどののよよ
ううなな資資源源がが必必要要かかをを考考ええるる。。
・・解解決決策策をを実実行行すするる際際にに、、誰誰かからら支支援援をを受受けけるるここととががででききるる

かか？？
・・解解決決策策のの成成功功のの機機会会をを向向上上ささせせるるたためめにに、、資資金金やや交交通通手手段段

ややそそののほほかかにに必必要要ななももののははああるるかか？？

協力講師作成資料
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エ 第４回 

 最初に、前回の研修参加者の宿題（問題解決技法）の実践結果を共有した。自身の問題解決に活用し

た者以外に、職場の問題解決に向け、障害者社員のグループにて問題解決技法を実施した者もいた。 

次に、ステップ・バイ・ステップ方式の SSTのセッション（巻末資料 22）の体験後、SSTや SSTの背

景となる社会的学習理論、第１回でも取り扱った認知機能障害についての講義を行った（図表 4－40）。

また、SST に関わらず、精神・発達・知的障害等の支援については、それらの障害に共通する認知機能

障害を理解し、社会的学習理論に基づく支援を行うことが重要であることを伝えた。 

 

 

 

 

図表４－40 第４回研修資料（一部抜粋） 

本日の内容

③-１ SST体験と講義

③-２ アサーショントレーニング

体験と講義

③-１

SSTを体験してみよう

ステップ・バイ・ステップ

SST普及協会認定講師 佐藤珠江氏作成資料

ウ
ォ
ー
ミ
ン
グ
ア
ッ
プ

技
能
の
意
義
を
明
確
に
す
る

技
能
の
ス
テ
ッ
プ
に
つ
い
て
話
し
合
う

モ
デ
ル
の
提
示

ロ
ー
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イ
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の
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ィ
ー
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善
点
の
提
示

改
善
点
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り
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れ
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ー
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レ
イ

宿
題
の
設
定

ロールプレイを用いた訓練

目
的
・
方
法
の
説
明

宿
題
の
報
告

SSTとは・・・

・Social Skills Trainingの略で、「社会生活技能訓練」や
「生活技能訓練」などと呼ばれている。

・認知行動療法の１つに位置づけられる対人関係を中心と
する社会生活技能を効果的に学習できるように構造化され
たトレーニング方法。

SSTの背景となる社会的学習理論

社社会会的的学学習習理理論論

社会的行動は、他人の行動の観察と自分の行動から生じる結
果との組み合わせにより学習され身についていく。

社社会会的的学学習習理理論論のの５５つつのの原原理理

 モモデデリリンンググ：モデルの観察を通じて行動を学習すること

 強強化化：ある行動をした場合、その行動をまた事項する可能性
を高めるため、行動に対して好ましい結果を与えること

 行行動動形形成成：望まれる目標に向けて、連続的にステップを踏ん
で強化を行っていくこと

 過過剰剰学学習習（（反反復復学学習習））：ある技能を自動的にできるようにな
るまで繰り返し練習すること

 般般化化：ある場面で獲得された技能を、それ以外の場面でも使
えるようになること

構構造造化化さされれたた支支援援技技法法
SST（Social Skills Training）

社会生活技能の向上を目的とした認知機能障害に着目し、

社会的学習理論等に基づく支援技法
★SSTが効果を発揮する（ →日日常常生生活活ににおおけけるるススキキルルのの活活用用）

ための条件
①良いSST研修による質の高い学び
②サポーティブな環境、適切な支援のもとでの

日常的なトレーニング

34

周囲の人々に対する働きかけ

認知機能障害 → 障障害害にに対対すするる理理解解のの促促進進

社会的学習理論等 → 障障害害者者支支援援にに対対すするる理理解解のの促促進進

SSTが効果を発揮するためには・・・

3344
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 その後、アサーショントレーニングに関する講義と演習を実施した。講義では、アサーティブなコミ

ュニケーションにおいては、I（アイ）メッセージで伝えることや非言語的なコミュニケーションが重要

であることを伝え、トレーニング方法として DESC 法9を紹介し、演習を実施した。最後に、ある事業所

における１つの問題について、問題解決技法により解決方策を選択し、アサーティブなコミュニケーシ

ョンでその解決方策を実行することを目的として、SSTを活用して練習した例を紹介した。 

 

 

 

 

図表４－40 第４回研修資料（一部抜粋）（続き） 

 
9 Describe（描写する）、Express（説明する）、Suggest（提案する）、Choose（選択する）のステップに沿って会話を展開していく方法。 

③③ －－２２
アアササーーシショョンントトレレーーニニンンググ
自分と相手を大切にする
コミュニケーションスキルを身につける

ＳＳＴと似ています・・・

自己表現の３つのタイプ
（Wolpe,J.）

• アアググレレッッシシブブタタイイププ（（ジジャャイイアアンンタタイイププ））

自分の主張をはっきりと伝えるが、相手

の気持ちを無視し、主張を押し付ける

• ノノンンアアササーーテティィブブタタイイププ（（ののびび太太タタイイププ））

自分の気持ちや意見を表現しなかったり、

しそこなったりする

• アアササーーテティィブブタタイイププ（（ししずずかかちちゃゃんんタタイイププ））

自分の気持ちを正直に率直に、その場にふさ

わしい表現方法で伝えることができる

表現する権利＆表現しない権利

誠誠
実実

率率
直直

対対
等等

自自
己己
責責
任任

アサーティブネスの４つの柱

アサーション・トレーニング
Ｉメッセージで伝える

• そんな言い方ではわかりません！

→私は、もう少し分かりやすく教えてほしい

です。

• 何度言ったら分かるんだ！

→

• あなたはどうしていつも締切を守らないの！
→

アサーション・トレーニング
DESC法

DDiscribe（描写）
状況や行動の客観的事実を伝える

EExplanation（説明）
自分の思い（主観）を伝える

SSuggest（提案）
解決策、妥協案を提案する

CChoose（選択）
受け入れてもらえた場合と、もらえなかった場

合で判断する

アサーション・トレーニング
DESC法

例例：：上上司司にに急急なな仕仕事事をを頼頼ままれれたたととききののDDEESSCC法法

D（描写）
今、明日までにしなければいけない仕事を抱えているこ

とを伝える

E（説明）
この仕事を引き受けてしまうと、間に合わないので困る

と伝える

S（提案）
この仕事の期限はいつまでなのかを尋ね、明日であれば

対応できそうであることを伝える

C（選択）
相手が承諾したら提案したとおりに対応し、承諾が得ら

れないときは相手と相談する
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図表４－40 第４回研修資料（一部抜粋）（続き） 

 

  

アサーション・トレーニング
非言語的コミュニケーション

言葉以外での表現にも気を配ることが、
アサーションを成功させるポイント

ココミミュュニニケケーーシショョンンををととるる時時のの
大大事事ななポポイインントト

① 視線
② 表情
③ 姿勢
④ ジェスチャー
⑤ 声の大きさ・調子・速さ
⑥ 話のなめらかさ
⑦ 話の内容や言い方の工夫

ＳＳＴで
使っている
ポスター

問問題題：突然部下の男性社員が休んだ時に男性トイレ
の掃除を女性社員に頼むと断られる

問題解決法に取り組んだ結果、この問題には３つの問
題が潜んでいることがわかりました。

①①社社員員がが男男性性トトイイレレををききれれいいにに使使っってていいなないい

②②部部下下のの男男性性社社員員がが突突然然休休むむ

③③部部下下のの女女性性社社員員がが男男性性トトイイレレのの掃掃除除ををししなないい

（（自自分分のの仕仕事事とといいうう意意識識をを持持つつここととががででききてていいなないい））

問問題題解解決決ののココツツ：：問問題題をを細細分分化化すするる

①①社社員員がが男男性性トトイイレレををききれれいいにに使使っってていいなないい

解解決決法法例例：：トトイイレレにに「「いいつつももキキレレイイにに使使っってて頂頂きき

あありりががととううごござざいいまますす」」ポポススタターーをを貼貼るる

そのためには・・・

ビビルルのの管管理理者者ににポポススタターーをを貼貼るる

許許可可ををももららうう必必要要ががああるる

問問題題解解決決ののココツツ：：問問題題をを細細分分化化すするる

①①社社員員がが男男性性トトイイレレををききれれいいにに使使っってていいなないい

解解決決法法例例：：トトイイレレにに「「いいつつももキキレレイイにに使使っってて頂頂きき
あありりががととううごござざいいまますす」」ポポススタターーをを貼貼るる

↓↓

ビビルルのの管管理理者者ににポポススタターーをを貼貼るる許許可可ををももららうう（（頼頼みみごごととののススキキルル））

攻攻撃撃的的なな言言いい方方

「「男男性性トトイイレレのの使使いい方方がが汚汚いいののでで、、ここののポポススタターーをを貼貼っっててくく
だだささいい！！」」
受受けけ身身的的なな言言いい方方

「「大大変変申申しし訳訳あありりまませせんんがが・・・・・・ここののポポススタターーをを貼貼ららせせててくく
だだささいい。。」」
アアササーーテティィブブなな言言いい方方

「「女女性性トトイイレレにに比比べべてて男男性性トトイイレレのの汚汚れれがが目目立立ちち、、困困っってていい
まますす。。みみななささままにに快快適適ににトトイイレレををおお使使いいいいたただだけけるるよようう、、ここ
ののポポススタターーをを貼貼ららせせてていいたただだけけるるとと助助かかりりまますす。。」」

問問題題解解決決ののココツツ：：問問題題をを細細分分化化すするる

①①社社員員がが男男性性トトイイレレををききれれいいにに使使っってていいなないい

ビビルルのの管管理理者者ににポポススタターーをを貼貼るる許許可可ををももららうう（（頼頼みみごごとと
ののススキキルル＋＋ババッッククアアッッププススキキルル））

OKだだっったたらら・・・・・・
「「あありりががととううごござざいいまますす。。大大変変助助かかりりまますす！！」」

NGだだっったたらら・・・・・・
「「（（OKででききなないい理理由由ななどどをを復復唱唱））、、みみななささんんにに快快適適
ににおお使使いいいいたただだけけるる良良いい方方法法をを一一緒緒にに考考ええてていいたただだ
けけるるとと助助かかりりまますす。。」」

視線 表情 声の調子・大きさ・速さ姿勢 ジェスチャー

話の内容や言い方の工夫話し方のなめらかさ
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オ 第５回 

 参加者から現在抱えている問題を挙げてもらい、その中の一つをテーマとし、グループにて問題解決

技法による演習を行った。その後、問題解決技法において選択された解決策の実行に必要とされるコミ

ュニケーショントレーニングを SSTの手法を用いて実施した。なお、認知再構成法については、テーマ

として取り扱った問題の解決には必要がなかったため、過去の回で参加者が実施した宿題（日常生活で

の活用）の結果を共有することで復習の機会を設けた。 

 

（４）結果の確認 

各回の研修終了後には参加者に対するアンケート調査（巻末資料 19）を実施した。また、全研修終了

後には、試行協力者全員に対するアンケート調査（巻末資料 20）及びヒアリング調査を実施した。なお、

本研修は障害者の職場定着支援、そのための支援者社員の育成を目的としたものであり、最終的な研修

効果については職場定着率により把握すべきものであるが、これについては一定の期間をあけて測定す

る必要がある。そのため、ここでは、研修で学んだことに基づいて自らの行動を変化させたことにより、

研修受講者及び職場にどのようなインパクトがもたらされたかについての質問項目を加えた。また、支

援者社員のネットワークづくりも一つの目的であったため、他社との関係の変化についても質問項目と

した。 

ア 各回の研修終了後のアンケート調査結果 

 研修の各回終了後に、受講者に対して①研修の満足度、②研修の難易度、③講師の説明のわかりやす

さ、④研修時間の長さ、⑤研修内容の業務への貢献度について尋ねたアンケート調査を行った。なお、

研修の理解度については、全研修終了後のアンケート調査及びヒアリング調査にて把握することとした。 

 ①研修の満足度については、「とても満足」との回答割合が多く、「とても満足」、「満足」と回答した

受講者の割合の合計は５回を通して 85.7%以上であった（図表４－41）。 

 ②研修の難易度については、「適切」と回答した受講者の割合が多く、５回を通して 66.7%以上であっ

た（図表４－42）。 

 ③講師の説明のわかりやすさについては、「とてもわかりやすい」との回答が第４回以外では最も多

く、「わかりやすい」との回答割合との合計は５回を通して 85.8%以上であった（図表４－43）。 

 ④研修時間の長さについては、「適切」との回答が５回にわたって最も多かったが、第１回、第３回で

は「長い」、「やや短い」との回答が、第４回、第５回においては「やや短い」との回答も見られた（図

表４－44）。 

 ⑤研修内容の業務への貢献度については、「とても役立つ」、「役立つ」との回答割合が多く、「とても

役立つ」、「役立つ」との回答割合の合計は５回を通して 88.8%以上であった（図表４－45）。 
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図表４－41 各回における研修の満足度についての回答数及び回答割合10 

①研修の

満足度 
とても満足 満足 

どちらとも 

言えない 
やや不満 不満 

第1回 

（n=8） 
6 75.0% 2 25.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第2回 

（n=5） 
4 80.0% 1 20.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第3回 

（n=8） 
6 75.0% 2 25.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第4回 

（n=7） 
5 71.4% 1 14.3% 1 14.3% 0 0.0% 0 0.0% 

第5回 

（n=9） 
7 77.8% 2 22.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

 

図表４－42 各回における研修の難易度についての回答数及び回答割合 

②研修の 

難易度 
とても難しい 少し難しい 適切 やや易しい 易しすぎる 

第1回 

（n=8） 
0 0.0% 1 12.5% 6 75.0% 1 12.5% 0 0.0% 

第2回 

（n=5） 
0 0.0% 0 0.0% 5 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第3回 

（n=8） 
1 12.5% 0 0.0% 6 75.0% 1 12.5% 0 0.0% 

第4回 

（n=7） 
0 0.0% 1 14.3% 6 85.7% 0 0.0% 0 0.0% 

第5回 

（n=9） 
0 0.0% 3 33.3% 6 66.7% 0 0.0% 0 0.0% 

 

図表４－43 各回における講師の説明のわかりやすさについての回答数及び回答割合 

③講師の説明の 

わかりやすさ 

とても 

わかりやすい 

わかり 

やすい 
普通 

やや 

わかりにくい 

わかり 

にくい 

第1回 

（n=8） 
5 62.5% 3 37.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第2回 

（n=5） 
5 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第3回 

（n=8） 
5 62.5% 3 37.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第4回 

（n=7） 
3 42.9% 3 42.9% 1 14.3% 0 0.0% 0 0.0% 

第5回 

（n=9） 
5 55.6% 4 44.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

 

  

 
10 各セルの左側は回答数、右側は回答割合を示す。 
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図表４－44 各回における研修時間の長さについての回答数及び回答割合 

④研修時間

の長さ 
長い やや長い 適切 やや短い 短い 

第1回 

（n=8） 
1 12.5% 0 0.0% 6 75.0% 1 12.5% 0 0.0% 

第2回 

（n=5） 
0 0.0% 0 0.0% 5 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第3回 

（n=8） 
1 12.5% 0 0.0% 6 75.0% 1 12.5% 0 0.0% 

第4回 

（n=7） 
0 0.0% 0 0.0% 4 57.1% 3 42.9% 0 0.0% 

第5回 

（n=9） 
0 0.0% 0 0.0% 8 88.9% 1 11.1% 0 0.0% 

 
図表４－45 各回における研修内容の業務への貢献度についての回答数及び回答割合 

⑤研修内容の業務

への貢献度 
とても役立つ 役立つ 

どちらとも 

言えない 

あまり 

役立たない 
役立たない 

第1回 

（n=8） 
4 50.0% 4 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第2回 

（n=5） 
3 60.0% 2 40.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第3回 

（n=8） 
4 50.0% 4 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第4回 

（n=7） 
3 42.9% 4 57.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第5回 

（n=9） 
4 44.4% 4 44.4% 1 11.1% 0 0.0% 0 0.0% 

 

 

イ 全研修終了後のアンケート調査結果 

 全研修終了後に、試行協力者９名に対し、アンケート調査を行った。アンケートの内容は、①研修の

満足度、②研修による障害者雇用や就労支援に関する理解の深まり・広がりの有無及び具体的な変化、

③研修で役立った内容、④研修で学んだことの職場での活用の有無と活用状況、⑤研修内容の社内への

還元状況、⑥その他自由記述回答による研修についての意見・要望であった。③の項目については、研

修内容に応じて「エゴグラムによる自己理解」、「認知再構成法」、「問題解決技法」、「アサーショントレ

ーニング（SST）」、「その他」の項目について役立つと思われる項目を複数選択にて回答を求めた。④、

⑤の項目については、研修内容の活用や社内への還元ができない理由についても把握した。 

 ①研修の満足度について尋ねた設問では、５名が「大変満足」、３名が「満足」、１名が「どちらとも

言えない」と回答していた（図表４－46）。 

②研修による障害者雇用や就労支援に関する理解の深まり・広がりの有無については、８名が「あっ

た」と回答し、１名が「どちらとも言えない」と回答していた（図表４－47）。 
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③研修で役立ったと思われる項目について複数選択形式にて尋ねたところ、「エゴグラムによる自己

理解」、「認知再構成法」、「問題解決技法」が役立ったとの回答が最も多く、７名が回答していた。また、

３名が「アサーショントレーニング（SST）」が役立ったと回答した（図表４－48）。 

④研修で学んだことの職場での活用状況について、２名が「活用した」と回答し、残り７名は「まだ

活用していないが、近い将来、活用を予定している」と回答した（図表４－49）。「活用した」と回答し

た２名に対して、具体的な活用状況を尋ねたところ、「アスペルガー症候群のある当事者との、事業所長

としてのコミュニケーション（への活用）」、「ポジティブな考え方で個人面談に臨み、１人１人に伝える

ことで対象者の意欲向上につなげた」との回答が把握された。活用の効果については、「障害者従業員と

の信頼関係を構築できた」といった効果が把握された。 

⑤研修内容の社内への還元状況について、５名が「はい」（還元した）と回答し、４名が「いいえ」（還

元しなかった）と回答した（図表４－50）。還元しなかった４名に対して、その理由を複数選択形式にて

尋ねたところ、２名が「機会がなかった」と回答し、１名が「十分に理解できていなかった」と「自信

がなかった」、１名が「時間がなかった」とその他として「コロナでの環境、出勤体制が変化したため（在

宅日が増えた）」、と回答していた。（図表４－51）。 

⑥研修についての意見・要望については、研修内容の日常への活用の意欲に関する記述や、オンライ

ン参加の要望、アサーショントレーニングの内容を深められる研修の要望などが把握された（図表４－

52）。 

 

図表４－46 研修の満足度についての回答数及び回答割合 

大変満足 満足 
どちらとも 

言えない 
やや不満 不満 

5 55.6% 3 33.3% 1 11.1% 0 0.0% 0 0.0% 

 

図表４ー47障害者雇用や就労支援に関する理解の深まり・広がりの有無 

についての回答数及び回答割合 

あった どちらとも言えない なかった 

8 88.9% 1 11.1% 0 0.0% 

 

図表４－48 研修で役立った内容についての回答数及び回答割合（複数回答） 

エゴグラム 

による自己理解 
認知再構成法 問題解決技法 

アサーション 

トレーニング（SST） 
その他 

7 77.8% 7 77.8% 7 77.8% 3 33.3% 0 0.0% 
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図表４－49 研修で学んだことの職場での活用の有無についての回答数及び回答割合 

活用した 
まだ活用していないが、 

近い将来、活用を予定している 
活用の予定はない 

2 22.2% 7 77.8% 0 0.0% 

 
図表４－50 研修内容の社内への還元の有無についての回答数及び回答割合 

はい いいえ 

5 55.6% 4 44.4% 

 

図表４－51 還元できなかった理由についての回答数及び回答割合（複数回答:n=4） 

機会がなかった 時間がなかった 
内容を十分に理解 

できていなかった 
自信がなかった 

その価値を 

感じなかった 
その他 

2 50.0% 1 25.0% 1 25.0% 1 25.0% 0 0.0% 1 25.0% 

 

図表４－52 その他意見・要望についての自由記述回答 

演習したことを実践していくことが大切だと頭で理解していても難しいと感じることがありました。機会を作り、意識し

ていくことを今後も続けていきたいと思います。 

毎回とても有意義な時間を過ごさせていただきました。自分自身を知ることで他者とのかかわりがスムーズになることや、

トレーニングを実施することでの効果も大変参考になりました。今後はセミナーで学んだことを活かして支援していきた

いと思います。ありがとうございました。 

全ての講義に参加することができませんでしたが、改めて講義という形で勉強することができてとてもよい機会になりま

した。なかなか実務の現場で活用するにはハードルが高く難しいですが、日々の案件に活用していければと思っています。 

我々の仕事は、常に人とかかわり、コミュニケーション能力を必要とします。今回学んだ技法を用いて定着支援に活用し

ていきたいと思います。ありがとうございました。 

とても貴重な研修、セミナーであったと思います。毎回の出張大変かとは思いますが、各回の時間がもう少し長くてもよ

いかと思いました。 

アサーション（SST）の内容を深められる研修会を受けてみたいです。 

オンラインにて参加が可能になると嬉しいです。 

※誤字脱字、表記ゆれ、及び個人や企業特定の恐れのある記述については修正又は削除の上記載。 
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ウ 全研修終了後のヒアリング調査結果  

全研修終了後の支援者社員９名に対するヒアリング調査結果を巻末資料 21 に記載した。主なヒアリ

ング項目は図表４－53のとおりである。なお、本研修は障害者の職場定着支援、そのための支援者社員

の育成を目的としたものであり、最終的な研修効果については職場定着率により把握すべきものである

が、これについては一定の期間を設けて測定する必要があるものの、研究期間中に把握することができ

ないため、ここでは、研修で学んだことに基づいて自らの行動を変化させたことにより、研修受講者及

び職場にどのようなインパクトがもたらされたかについての質問項目を加えた。 

 

図表４－53 主なヒアリング項目 

  調調査査項項目目  

レレベベルル１１  

（（反反応応））  
（研修の満足度についてはアンケート調査で把握） 

レレベベルル２２  

（（学学習習））  
・障害者支援において重要であると学んだこと 

レレベベルル３３  

（（行行動動））  
・研修実施前後の自身及び研修受講者の行動の変化 

レレベベルル４４  

（（結結果果））  
・研修受講前後の自身の生活及び事業所内の変化 

 

全研修終了後のヒアリング調査にて、レベル２の学習効果を把握するため、障害者支援において重要

であると学んだことを尋ねたところ、４名から「自分の対応を変えることにより、相手の変化を促すこ

と」といった意見や「（障害者社員が）できなかったことをできるようにする、その引き出し方は結局、

自分たちにかかっている。だからこそ自分自身が知識を深めて成長しなければならない」といった回答

が得られた。また、３名から「（認知機能）障害の特性を理解して対応すること」といった趣旨、２名か

ら、「支援者社員が共通の知識・理解を持って、支援を行っていくこと」、「（支援者社員が）一人で悩み

を抱え込まず、情報共有し、話し合い、連携しながら支援を行うこと」といった回答が得られた。また、

２名から、「問題の本質へのアプローチ」、「行動の背景を考えた支援」といった趣旨の回答も得られた。

「支援者が一方的に支援するのではなく、障害者社員とともに問題解決に向け、意見を出し合い、取り

組んでいくこと」といった回答も見られた。その他、研修で学んだこと等についての回答を求めたとこ

ろ、「興味がある部分を拾い上げて支援に活かすことができ、有意義だと感じた。興味を持ったテーマに

ついては、書籍を購入し、読んで理解を深めた」、「（エゴグラムを）「自己理解」に役立てた」といった

趣旨の回答も見られた。 

レベル３の行動の変化について、研修実施前後の研修受講者の行動の変化を尋ねたところ、自身につ

いては「アサーティブ」、「傾聴」及び「オープンクエスチョン」を意識して会話するようになったとい

った意見や、「エゴグラム」、「認知再構成法」及び「問題解決技法」を取り入れた障害者支援を行うよう

になったといった意見が聞かれた。また、経験豊富な支援者社員からは「自分が行ってきた支援に対す

る理論的な裏付けを得ることができたことにより、自信を持ってそれを説明できるようになった」とい

った趣旨の意見も聞かれた。他の研修受講者の変化については、「障害者社員の行動に対する気づきや自

己理解が深まり、支援に対してより前向き、積極的になった」、「リーダーシップが強くなった」といっ
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た意見や「障害者社員の問題へのアプローチ方法」や「障害者社員に対するコミュニケーションの取り

方」が変わったという意見や、「それぞれの立場で障害者社員のキャリア形成に研修で学んだことを取り

入れようとするようになった」といった意見が挙げられた。 

レベル４の研修効果の一つ、個人の生活へのインパクトを把握するため、研修受講前後の自身の生活

及び事業所内の変化を尋ねたところ、「エゴグラムを学んだことで、人と接する時の対応の幅が広がっ

た」、「コミュニケーション方法を工夫したことにより、苦手だった障害者社員との話が続くようになり、

関係がよくなったと周囲の社員からも言われた」、「研修で学んだことを活用することで、他人の行動、

その背景が理解しやすくなった」、「認知再構成法を活用し、気分の立て直しを図れるようになった」と

いった変化が聞かれた。 

組織へのインパクトを把握するため、研修受講前後の事業所内の変化について質問したところ、２社

の支援者社員については、コロナ禍において、在宅勤務が主となっているため、確認できていないとの

ことであった。I 社については、「研修で得た知識等が、障害者社員のキャリアマップ作りの推進力とな

り、SST の受講をキャリアパスに組み込んだ。また、支援者社員に SST を実施してもらうことにより、

支援者社員の育成も行っていくことを検討している」という回答が得られ、本試行が企業の経営方針に

影響を与えたことが確認されるとともに、このニーズを充足するための新たな課題（支援者社員の SST

のリーダースキルの獲得）が把握された。 

最後に研修プログラムに関する意見・感想を求めたところ、「幅広く、興味深い内容を学ぶことができ、

有意義であった」、「これから何を学んでいけばよいかということがわかった研修であった」、「スーパー

バイズを受けられたことがありがたかった」といった意見が聞かれた。また、「（他の）企業の障害者雇

用や障害者の就労支援に対する考え方等に対する理解が深まった」、「共通の学びを得たことで、同じ視

点に立って話ができるようになった」といった意見が聞かれる一方、「他の企業の人の意見に触れるよい

機会であったが、顔見知りが多いとやりにくい部分はある。全く知らない人との方がもっと自由に意見

交換等ができたと思う」という意見も聞かれた。更に、「経営陣と支援者社員が一緒に研修に参加するの

はよい」、「障害者社員とともに参加できる研修があるとよい」といった意見も聞かれた。 

なお、研修受講前に設定した個人目標については、全員が一部又は全部達成できたとのことであった。 

 

４ 考察 

各回の研修終了後のアンケート調査において、研修効果を把握した結果、各回の研修プログラムに対

する受講者の満足度については、第４回にて「どちらとも言えない」と１名から回答があったが、その

他の回では「とても満足」、「満足」との回答を得ることができた。第４回で「どちらとも言えない」と

回答した理由についてヒアリング調査にて確認したところ、「以前、SSTを活用した人材育成プログラム

の試行に協力した際、SSTについては学んだから」ということであった。 

５回の研修の難易度、講師の説明のわかりやすさ、研修時間の長さについては、それぞれ「適切」、「と

てもわかりやすい」と回答した割合が最も高かった。全員が研修の難易度が「適切」と回答した第２回

については、全員が講師の説明を「とてもわかりやすい」、研修時間の長さを「適切」と回答していた。

この回は出席者が５名と少なかったため、質疑応答の時間を多く設けることができたことも、説明のわ
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かりやすさ、難易度の適切さに対する評価に影響したのではないかと考える。３名から研修の難易度が

「少し難しい」と回答があった第５回については、５回のうち最も実践的な演習内容であったことが影

響したと考える。また、３名から研修時間が「やや短い」と回答があった第４回については、２つの認

知行動療法についての講義・演習を実施したことが原因と考えられ、時間と内容のバランスに問題があ

ったと考える。なお、特定の１名については、５回中３回の研修の難易度について「少し難しい」と回

答した回の研修時間を「やや短い」と回答していたが、そのほかの支援者社員については、研修の難易

度についての回答と研修時間についての回答の間に関係は見られなかった。 

研修内容の業務への貢献度については、第５回について１名が「どちらとも言えない」と答えた以外、

「とても役立つ」、「役立つ」という回答が得られた。第５回で「どちらとも言えない」と回答した理由

についてヒアリング調査にて確認したところ、「直接障害者を指導する立場にないため、（演習で実施し

た集団認知行動療法を）活用する場面がないから」との回答であった。 

全研修終了後のアンケート調査における満足度に対する設問に対しては、「大変満足」が５名、「満足」

３名、「（満足、不満足の）どちらでもない」が１名という結果であった。「（満足、不満足の）どちらで

もない」を選択した１名に対してヒアリング調査にてその理由を尋ねたところ、「欠席者がいると、次回

に復習の時間がとられたことが残念であった」という回答であった。 

研修による障害者雇用や就労支援に関する理解の深まり・広がりの有無については、８名が「あった」

と回答し、１名が「どちらとも言えない」と回答していた。なお、この１名は研修の満足度について「（満

足、不満足の）どちらでもない」を選択した１名であり、もっと多くのことを学びたいというニーズに

応えるための工夫が必要であったと考える。 

研修で役立った内容（テーマ）についてはエゴグラム、認知再構成法、問題解決技法が７名、アサー

ショントレーニング（SST）が３名から選択されていた。アサーショントレーニング及び SSTを選択した

人が少なかったことについては、他の３つの内容については、障害者社員の支援のみならず、支援者社

員が自身の生活においても活用することを想定して研修を実施したが、アサーショントレーニング及び

SST については、障害者社員を対象として活用することを想定して研修を実施したため、在宅勤務が主

となっていた２社では活用する機会がなかったことが影響したのではないかと考える。また、７名のう

ち２名はその回に欠席したことを理由に挙げていたが、認知再構成法については、出席者が５名であっ

たにも関わらず、７名が選択していた。この差については、認知再構成法については、次回に宿題の確

認をしながら復習を行ったのに対し、第４回に実施したアサーショントレーニング及び SSTについては、

第５回でその時間をとらなかったことが原因かと思われ、反省すべき点と考える。 

研修内容の職場での活用については、アンケート調査においては、「活用した」と回答したのは２名で

あった。しかしながら、ヒアリング調査においては、全員が学んだ知識やスキルを活用していることが

確認されていることから、個人単位では活用しているが、職場単位で研修等に活用するには至っていな

いという意味で２名以外の７名は「まだ活用していないが、近い将来、活用を予定している」と回答し

たと考える。 

ヒアリング調査にて、「障害者支援において重要であると学んだこと」を尋ねたところ、自身の対応の

変化、成長が必要であるという意見や障害特性に応じた支援、応用行動分析的アプローチ、認知行動療
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法の基本姿勢である支援対象者と支援者の協働作業における問題解決等、研修で取り扱った認知行動療

法の重要なキーワードが多く聞かれた。研修受講前の状態を把握していないため、研修前後の比較はで

きないが、支援者社員がこれらのことを意識して障害者支援に取り組むことは企業にとってよい効果を

もたらすと考える。また、研修での学びは、就労支援経験の豊富な１名の支援者社員にとっては、これ

まで経験で得てきた知識やスキルについての理論的な裏付けを得る機会となっていたこと、その他の支

援者社員にとっては、障害者雇用や就労支援に対する理解の深まり・広がりを少なからずもたらす機会

となっていたことも把握されており、研修の学習効果は少なからず、あったのではないかと考える。 

自他の行動の変化については「コミュニケーション」面での変化についての意見が多く聞かれた。ア

ンケート調査においては、研修で役立った内容（テーマ）として最も選択率が低かったのは、コミュニ

ケーションのトレーニング技法であるアサーショントレーニング及び SSTであった。他の認知行動療法

に比して、比較的身近な技法であったため、新しい学びとして評価はされなかったが、日常的には研修

で得た知識・スキルが実践されているのではないかと思われる。 

自身の行動の変化については、「認知再構成法」や「問題解決技法」を障害者支援に活用していること

がうかがわれる記述や「問題の本質はなんであるかを考えて支援をするようになった」といった意見、

他の研修受講者についても「支援に対してより前向き、積極的になった」等といった意見が複数聞かれ

ており、また、「それぞれの立場で障害者社員のキャリア形成に研修で学んだことを取り入れようとする

ようになった」という意見も聞かれ、研修で学んだ知識やスキルを、研修を受講した支援者社員が障害

者の就労支援において活用していることが確認された。 

また、個人の生活の変化についての質問に対しては、研修で学んだ知識やスキルを日常生活に活用し、

自身の生活の向上に役立てていることをうかがわせる回答が複数得られており、それぞれが研修にて興

味・関心を持った内容を生活に取り入れたことにより、少なからず生活面でよい変化がもたらされたの

ではないかと考える。 

以上のことから、本試行で用いた研修プログラムについては、一定程度、受講者から肯定的な反応を

得ることができ、受講者が学習したスキル等を活用するという学習効果及び行動変容をもたらしたと考

える。また、個人の生活及び職場へのインパクトも一部確認されていることから、レベル１～４の研修

効果はある程度あったのではないか思われる。 

事業所内の変化が確認できた I 社については、SST を活用した障害者社員及び支援者社員の人材育成

の取組が行われることになったことが確認されるとともに、このニーズを充足するための新たな課題（支

援者社員の SSTのリーダースキルの獲得）が把握された。そこで、この課題解決を支援するための研修

プログラムを活用した事業主支援を実施した（第４章第４節）。このことから、I社については、研修を

通して、社員の人材育成に対する抽象的なニーズの具体化を支援し、より積極的な事業主支援を展開す

るという目的も達成することができたと考える。 

その他の意見としては、学んだスキルを活用するという、宿題の結果を共有する中で見えてきた障害

者の就労支援上の悩みや課題へのスーパーバイズに対する好意的な意見が聞かれた一方、全く知らない

人との方がもっと自由に意見交換等ができたとの意見も聞かれた。また、経営陣と支援者社員が一緒に

受講することへの好意的な意見や、障害者社員と支援者社員が一緒に受講できる研修への希望が聞かれ
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ており、実施方法については更なる検討が必要と考える。 

支援の対象となる障害者の範囲が広がるにつれ、支援者として学ぶべきことも広範囲となっているた

め、課題把握のためのヒアリング調査でも聞かれたように、何を学べばよいか分からないと悩む事業主

及び支援者社員も少なくないと思われる。今回の研修プログラムでは認知行動療法のいくつかの方法を

紹介した。その結果、各支援者社員は自身に役立つと思うものについて、研修終了後、活用し、また、

学びを深めていた。研修プログラムで取り扱った認知行動療法は、全て地域センターで活用されている

ものである。これらの技法を障害者に対する支援のみならず、支援者社員に対する研修として活用し、

支援者社員が自身で学ぶべきことを選択する機会を提供することも支援者社員の人材育成に役立つので

はないかと考える。 
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第４節 支援者社員の人材育成を目的とした提案型事業主支援の試行Ⅱ 

１ 目的 

 企業における社員の人材育成において、最も重視されるテーマのひとつにコミュニケーションスキル

がある。障害者職業総合センターにおいては、コミュニケーションスキルの向上支援に有効とされる SST

を活用し、障害者を雇用する企業における、障害者社員及び支援者社員の育成という２つの人材育成を

同時に行うことを目的とした「SST を活用した人材育成プログラム」に係る研究を行っている（障害者

職業総合センター,2013,2015,2016）。このプログラムについては、障害者雇用企業における人材育成に

対する有効性が確認されており、事業主によるプログラムの自主的、発展的運営の更なる促進を図って

いくべきとされている（障害者職業総合センター,2015）。そこで、「SSTを活用した人材育成プログラム」

を活用した障害者社員及び支援者社員の人材育成というニーズを持つ事業主に対し、研修プログラムを

活用した提案型事業主支援の試行を実施し、その効果と課題を検討することを目的とした。 

試行については、１企業を対象とした試行と複数企業を対象とした試行を実施した。それぞれの試行

については、「２『SST を活用した人材育成プログラム』を活用した提案型事業主支援の試行Ⅱ－Ⅰ」、

「３『SST を活用した人材育成プログラム』を活用した提案型事業主支援の試行Ⅱ－Ⅱ」として報告す

る。なお、「SSTを活用した人材育成プログラム」については、巻末資料 22で紹介する。 

 

２ 「SSTを活用した人材育成プログラム」を活用した提案型事業主支援の試行Ⅱ－Ⅰ 

（１）試行協力企業 

本試行の協力企業となったのは、第４章第３節で報告した「支援者社員の人材育成を目的とした提案

型事業主支援の試行Ⅰ」の試行協力企業でもあった I社である。 
I 社は 2013年に設立された特例子会社で、従業員数は 123 名、８つの事業所で 76名の障害者を雇用

している（2021年４月 1日現在：図表４－54）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４－54 I社の組織図と障害者社員の配属部署 

 

肢体 聴覚 視覚 内部

事務ｻｰﾋﾞｽ・

管理部門
4 2 3 1 8 4 22

清掃・

緑地管理
0 0 0 0 47 1 48

再生紙製造 0 0 0 0 6 0 6

計 4 2 3 1 61 5 76

知的 精神 計
身体

 

I-5事業所

I-6事業所

I-7事業所

I-8事業所

I-1事業所

代表取締役・

取締役

I-2事業所

I-3事業所

総務部

I-4事業所
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（２）実施方法 

本試行は以下の手順で行った。 

ア 課題の把握のためのヒアリング調査 

イ 改善方策（研修プログラムの試行計画）の提案 

ウ 改善方策（研修プログラムの試行計画）の実行 

エ 結果の確認のためのアンケート調査及びヒアリング調査 

（３）実施結果 

ア 課題の把握のためのヒアリング調査 

I社の３名の支援者社員（１名は取締役、２名は総務課主任（２名のうち１名は精神保健福祉士））に

対するヒアリング調査を実施した。 

I社においては、「支援者社員の人材育成を目的とした提案型事業主支援の試行Ⅰ」の試行終了後、障

害者社員の階層を、スタッフ、教育係、管理・監督層の３つに分けた障害者社員のキャリアマップを作

成した。スタッフについては、その部署における１作業員としての職務遂行、教育係（３年目以上の社

員）については、新入社員や異動者、実習生等への業務指導の役割、管理・監督者については、支援者

社員とともに事業所運営を担うことを期待されている。 

教育係を育成するための施策として、認知行動療法の一つである SSTを活用することとし、キャリア

マップに組み込んだものの、どのように実施していけばよいか悩んでいるとのことであった（図表４－

55）。また、支援者社員に、SST実施者であるリーダー、コ・リーダーとしてのスキルを身につけてもら

い、自社における SSTの運営・実施を任せることにより、支援者社員の人材育成を同時に行いたいとい

うニーズを持っており、いかにして SST実施者であるリーダー、コ・リーダーを養成するかという課題

を抱えていた。 

また、SST を活用したプログラムについては月１回、全４回、ステップ・バイ・ステップ方式で実施

したいとの希望があった。 

 

図表４－55 I社におけるニーズと課題 

ニーズ ・2021 年 4 月～８月、９月～12 月の二つの時期に分け、８事業所の３年目以上の社員に対す

るSSTを実施したい 

・支援者社員にSSTを運営・実施してもらうことにより、支援者社員の人材育成も同時に行って

いきたい 

課 題 ・SSTをどのようなプランで実施していけばよいか分からない 

・現時点でSSTのリーダー、コ・リーダーのスキルを有した支援者社員がおらず、育成方法も分

からない 
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イ 改善方策（研修プログラムの試行計画）の提案 

事業主のニーズを充足するための研修プログラムとして、「SSTを活用した人材育成プログラムの活用

に関する研究 －ジョブコミュニケーション・スキルアップセミナー活用編－」（障害者職業総合センタ

ー, 2016）で実施されていた方法（巻末資料 22）を応用した以下の研修プログラムを提案した（図表４

－56）。 

ステップ・バイ・ステップ方式の SSTは、アセスメント面接の実施→個人目標、グループ目標の設定

→カリキュラムメニューの策定→SST の実施という手順で実施する。今回の研修は、試行協力企業の各

事業所でそれぞれ４回の SSTのセッションを実施することとした。各セッションについては、まず、１

事業所において第１グループとして研究員がリーダー、その事業所に勤務する支援者社員がコ・リーダ

ーとなって SSTを実施する。そして、翌日、別の事業所において第２グループとして、その事業所に勤

務する支援者社員がリーダー、コ・リーダーとなって SSTを実施する。その後、次の回のセッションま

での間に、それ以外のグループとして、その他の事業所において、支援者社員がリーダー、コ・リーダ

ーとなって SSTのセッションを実施する。そこで、まずは、SST実施前に、支援者社員を対象にした SST

に関する講義と演習を実施し、その中でアセスメント面接に関する講義、演習を行う。研修受講後、受

講した支援者社員には、自身がリーダーとしてセッションを担当する SSTのグループのメンバーとなる

障害者社員に対するアセスメント面接を実施してもらい、その結果をもとに障害者社員の個人目標を設

定する。第１グループの障害者社員の個人目標とグループ目標の設定及びカリキュラムメニューの策定、

全４回分の SSTのテキスト及び指導計画の作成は研究員が行う。 

 

図表４－56 提案した研修プログラムの内容 

内 容 実施者 

SSTに関する講義・演習（３時間） 研究員 

SSTのメンバー（障害者社員）に対するアセスメ

ント面接 
支援者社員 

個人目標の設定 支援者社員及び研究員 

第1グループのSSTのメンバー（障害者社員）

の個人目標とグループ目標の設定及びカリキュラ

ムメニューの策定 

研究員 

SSTのセッション（全４回） 

第１グループ  

リーダー：研究員 コ・リーダー：支援者社員 

 コ・リーダー以外の支援者社員は見学参加 

第２グループ  

リーダー、コ・リーダー：支援者社員 

 研究員は進行等をサポート 

 リーダー、コ・リーダー以外の支援者社員は見学参加 

上記以外のグループ 

 リーダー、コ・リーダー：支援者社員 
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各回の最初に実施するＩ－１事業所における SST（第１グループ）のリーダーは研究員、コ・リーダ

ーは支援者社員のうち１名が担当し、他の支援者社員に、それを見学してもらう。なお、このグループ

のメンバーとなる障害者社員５名も支援者社員とともに試行協力者とする（図表４－57）。第１グループ

の SST実施前には、指導計画をもとに事前打合せを行い、SST終了後には解説、質疑応答等を実施する。

翌日は、Ｉ－２事業所にて、支援者社員のリーダー、コ・リーダーによる第２グループの SSTを実施し、

研究員はそれをサポートし、他の支援者社員についてはそれを見学してもらう。第２グループの SST実

施前後には、前日と同様に打合せ等を実施する。その後、各事業所にて、支援者社員のリーダー、コ・

リーダーによる SSTを実施してもらい、次回、研究員が参加する SSTにて実践結果等を共有する。すな

わち、観察学習→実践→振り返り（実践に対するフィードバック）の繰り返しにより、支援者社員に SST

の実施者としてのスキルを習得してもらい、後半（９月～12月）には支援者社員のみで同様の仕組みで

全４回の SSTを実施することを提案した。 

 

 
                         ※図表内の(I-1)～(I-8)は(I-1)事業所～(I-8)事業所を示す 

図表４－57 実施方法 

 

 この提案について、事業主より同意が得られ、これに従い、事業主が作成した実施計画にて試行を実

施することとした（図表４－58）。なお、実施計画では、８つの事業所の障害者社員を８つのグループに

分け、そのうち５つのグループの SSTを５月～８月、３つのグループの SSTを９月～12月で実施する予

定となっていた（図表４－59）。また、１回の実施時間は２時間とした。 

  

障障害害者者社社員員

アアセセススメメンントト面面接接

個個人人目目標標のの設設定定

SSSSTTにに関関すするる講講義義・・演演習習

支支援援者者社社員員

第第１１回回 SSSSTT 第第２２ググルルーーププ ((II--22))

ヒヒアアリリンンググ調調査査

第第１１回回 SSSSTT 第第１１ググルルーーププ ((II--11))

第第１１回回 SSSSTT
第第３３～～５５ググルルーーププ ((II--33～～II--88))

第第２２回回 SSSSTT
第第３３～～５５ググルルーーププ ((II--33～～II--88))

第第４４回回 SSSSTT 第第１１ググルルーーププ ((II--11))

第第２２回回 SSSSTT 第第１１ググルルーーププ ((II--11))

各各事事業業所所でで実実施施

ププロロググララムムでで実実施施

研研究究員員

第第２２回回 SSSSTT 第第２２ググルルーーププ ((II--22))

第第４４回回 SSSSTT 第第２２ググルルーーププ ((II--22))
第第４４回回 SSSSTT

第第３３～～５５ググルルーーププ ((II--33～～II--88))

カカリリキキュュララムム策策定定

３３つつのSST研修によって構成。

((II--11))：：リーダーを研究員、
コ・リーダーを支援者社員が担当。

((II--22))：：リーダー、コ・リーダーを
支援者社員が担当。研究員が補助。

((II--33～～II--88))：：リーダー、コ・リーダー
を支援者社員が担当。

障障害害者者社社員員 支支援援者者社社員員
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図表４－58 実施計画 

 

 

 

 

図表４－59 試行協力者の所属と SSTのグループ分け  

事事業業所所 リリーーダダーー ココ・・リリーーダダーー
メメンンババーー

（（障障害害者者社社
員員））のの人人数数

第第11回回SSSSTT 第第22回回SSSSTT 第第33回回SSSSTT 第第44回回SSSSTT

① I-1 研究員 SS11
5

(M1～M5)
5月17日 6月17日 7月15日 8月19日

②
I-2・

総務部
SS22 SS44 9 5月18日 6月18日 7月16日 8月20日

③ I-3 SS33 SS66→→SS77 7 5月25日 6月22日 7月30日 8月23日

I-4

I-5

⑤ I-6 SS44 SS22 7 5月20日 6月22日 7月27日 8月24日

⑥ I-6 SS44 SS22 6 10月5日 11月9日 12月7日 1月11日

⑦ I-7 SS22 SS55 5 10月6日 11月10日 12月8日 1月12日

⑧ I-8 SS11 SS77 6 10月12日 11月12日 12月10日 1月14日

後半

※リーダー、コ・リーダー欄のS1～S7は支援者社員、メンバー欄のＭ１～Ｍ５は障害者社員を示す

   グループ①のSSTのリーダーについては研究員が担当
   グループ②のSSTには研究員が参加し、セッションの進行等をサポート
　 人事異動により、②グループのコ・リーダーは第２回以降S6からS7に交代

ググルルーーププ

前半

④ SS55 SS11 7 5月26日 6月22日 7月27日

支援者社員 障害者社員

②

   

支援者社員

S3  

S4

S5

S6 →S7 

⑤

⑥

代表取締役・

取締役

I-2事業所 ②

 

 I-6事業所

S1 M1～M5

S2

S3

I-1事業所 ①

総務部

I-4事業所

④

I-5事業所

 I-7事業所 ⑦

I-8事業所 ⑧

I-3事業所 ③

③
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ウ 改善方策（研修プログラムの試行計画）の実行 

ａ SSTに関する講義と演習 

2021年４月 23日に、支援者社員を対象とした３時間の講義と演習を実施した。研修資料については、

「ジョブコミュニケーション・スキルアップセミナー ～パートナー研修資料集～」（障害者職業総合セ

ンター, 2013）に追加の資料を加え、作成した。研修においては、まずは受講者に SSTをメンバーの立

場で体験してもらった（図表４－60）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表４－60 SST体験資料（一部抜粋） 

 

次に、SST についての講義を実施した。講義においては SST 概論、SST の背景となる「社会的学習理

論」、社会的学習を行う上で重要な「認知機能」等についての説明を行った（図表４－61）。 

最後に、SST 開始前にメンバーに対して実施するアセスメントシートを用いたアセスメント面接の演

習を実施した（図表４－62）。 

 

  

 
                         SST 普及協会認定講師   

佐藤珠江氏作成テキストを一部加筆修正 

第第 11 回回      SSSSTT（（生生活活
せいかつ

技技能能
ぎ の う

訓訓練練
くんれん

））ととはは・・・・・・・・・・ 

☆ 自分
じ ぶ ん

の 考
かんが

えや気持
き も

ちや用件
ようけん

をうまく伝
つた

えるやり方を学
まな

びます。 

また、相手
あ い て

から伝
つた

えられる考
かん

えや気持
き も

ちや用件
ようけん

にうまくこたえるやり方
かた

を学
まな

びます。 

☆ 生活
せいかつ

技能
ぎ の う

を身
み

につけると、自分
じ ぶ ん

の希望
き ぼ う

をかなえたり、ストレス
す と れ す

をへらしたり

することに役立
や く だ

ちます。 

☆ 生活
せいかつ

技能
ぎ の う

は皆
みな

さんが自立
じ り つ

した生活
せいかつ

をするために役立
や く だ

ちます。 

練 習
れんしゅう

の方法
ほうほう

は・・・・・ 

① 毎回
まいかい

、テキストが配
くば

られます。テキストには毎回
まいかい

練 習
れんしゅう

する技能
ぎ の う

が簡単
かんたん

なス

テップに分
わ

かれて書
か

いてあります。 

② リーダーは、テキストにある技能
ぎ の う

をモデル（お手本
て ほ ん

）のロールプレイとして、

皆
みな

さんに示
しめ

します。皆
みな

さんは、モデル（お手本
て ほ ん

）よく見
み

ていましょう。 

③ 次
つぎ

に皆
みな

さんがモデル（お手本
て ほ ん

）のように技能
ぎ の う

を使
つか

ってロールプレイをしてみ

ます。 

④ ほかの人
ひと

のロールプレイもよく見
み

たり、聞
き

いたりして、良
よ

かった点
てん

、さらに

よくする点
てん

など出
だ

してください。 

⑤ その日
ひ

に学
まな

んだ技能
ぎ の う

を実際
じっさい

の生活
せいかつ

で使
つか

えるように話
はな

し合
あ

います。そして実際
じっさい

に生活
せいかつ

で使
つか

ってみることが毎回
まいかい

の宿 題
しゅくだい

になります。 

 

 
                         SST 普及協会認定講師   

佐藤珠江氏作成テキストを一部加筆修正 

スキル
す き る

体験
たいけん

・・・・ 

「相手
あ い て

をほめる」と「ほめ言葉
こ と ば

を受
う

け入
い

れる」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

「「相相手手
あ い て

ををほほめめるる」」ススキキルル  

ステップ   

① 相手
あ い て

の顔
かお

を見
み

る 

② ﾊｯｷﾘと誠実
せいじつ

な声
こえ

の調子
ちょうし

で 

③ 相手
あ い て

のいいと思
おも

うところを具体的
ぐ た い て き

に伝
つた

える 

ほめるポイント！！ 

「「ほほめめ言言葉葉
こ と ば

をを受受
う

けけ入入
い

れれるる」」ススキキルル  

ステップ  

① 相手
あ い て

の顔
かお

を見
み

る 

② お礼
れい

を言
い

う 

③ ほめられてどんな気持
き も

ちになったかを伝
つた

える 
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図表４－61 研修資料（一部抜粋） 

 

本日の内容

１．SSTとは

２．社会的学習理論

３．認知機能

４．アセスメント面接（演習）

SSTとは・・・

・Social Skills Trainingの略で、「社会生活技能訓練」や
「生活技能訓練」などと呼ばれている。

・認知行動療法の１つに位置づけられる対人関係を中心と
する社会生活技能を効果的に学習できるように構造化され
たトレーニング方法。

「ジョブコミュニケーション・スキルアップセミナー－パートナー研修資料集－」より抜粋）

本日の内容

１．SSTとは

２．社会的学習理論

３．認知機能

４．アセスメント面接（演習）

SSTとは・・・

・Social Skills Trainingの略で、「社会生活技能訓練」や
「生活技能訓練」などと呼ばれている。

・認知行動療法の１つに位置づけられる対人関係を中心と
する社会生活技能を効果的に学習できるように構造化され
たトレーニング方法。

「ジョブコミュニケーション・スキルアップセミナー－パートナー研修資料集－」より抜粋）

SSTの背景となる社会的学習理論

社社会会的的学学習習理理論論

社会的行動は、他人の行動の観察と自分の行動から生じる結
果との組み合わせにより学習され身についていく。

社社会会的的学学習習理理論論のの５５つつのの原原理理

 モモデデリリンンググ：モデルの観察を通じて行動を学習すること

 強強化化：ある行動をした場合、その行動をまた実行する可能性
を高めるため、行動に対して好ましい結果を与えること

 行行動動形形成成：望まれる目標に向けて、連続的にステップを踏ん
で強化を行っていくこと

 過過剰剰学学習習（（反反復復学学習習））：ある技能を自動的にできるようにな
るまで繰り返し練習すること

 般般化化：ある場面で獲得された技能を、それ以外の場面でも使
えるようになること

★認知機能とは・・・
理解、判断、論理などの知的機能

★ 主な４つの認知機能
①知覚機能
②注意機能
③記憶機能
④遂行機能

コミュニケーションをとる
際には、話している相手の
表情や言葉に注意を向け、
情報を受け取り、その内容
を記憶にとどめ、自分の話
すべき内容やとるべき行動
を選択し、実際に行動する
ことが必要！

7
「ジョブコミュニケーション・スキルアップセミナー－パートナー研修資料集－」より抜粋）

観察学習のプロセス

①①注注意意 ②②記記憶憶

③③実実行行（（遂遂行行））

ＧＧＯＯＯＯＤＤ！！

ＧＧＯＯＯＯＤＤ！！

認知機能に障害があると、
どこかでつまづき、うま

く学習ができない！

⇓
ススキキルル不不足足、、誤誤学学習習

ＧＧＯＯＯＯＤＤ！！

ＳＳＴの8条件 Ｍｕｅｓｅｒ．Ｋ．Ｔ

①対人状況における技能の不足な点と過剰な点を評価すること。

②ある特定の技能について学習の方法を提供すること。

③社会的場面を模した中で治療者らによるモデリングが行われる
こと。

④患者に対して練習している技能に焦点を当てた教示が行われ
ること。

⑤ある技能に対して参加者による実技リハーサルが行われること。

⑥治療者やメンバーから参加者に対して正のフィードバックと矯正
のフィードバックが与えられること。

⑦リハーサルとフィードバックを繰り返す。

⑧般化を促すための宿題が与えられること。

4
「ジョブコミュニケーション・スキルアップセミナー－パートナー研修資料集－」より抜粋
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図表４－62 アセスメントシート 

ｂ アセスメント面接、目標設定、カリキュラムメニューの策定 

「ａ SST に関する講義と演習」の研修受講後２週間程度の間に、支援者社員には自身がリーダーと

してセッションを担当する SSTのメンバーとなる障害者社員に対するアセスメント面接を実施してもら

った。メンバーの個人目標は、第１グループのメンバーについては研究員、その他のグループのメンバ

ーについては、アセスメント面接を担当した支援者社員が設定した（図表４－63）。また、グループ目標

及びカリキュラムメニューについては研究員が設定、策定し（図表４－64）、テキストについては「ジョ

ブコミュニケーションスキルアップ・セミナー ～SST研修資料集～」（障害者職業総合センター, 2013）

をもとに作成した。 

図表４－63 試行協力者の属性及び個人目標

 

障障害害者者社社員員 性性別別・・年年齢齢 障障害害 長長期期目目標標 短短期期目目標標

女性 知的障害

20代 発達障害

男性 知的障害

20代 発達障害

男性 知的障害

20代 発達障害

男性 知的障害 話しかけ上手で好感度アップ

20代 発達障害 聞き上手で情報収集力アップ

男性 知的障害

20代 発達障害

Ⅿ1

Ⅿ2

Ⅿ3

Ⅿ4

Ⅿ5 生活の自立度をアップする
相手からのメッセージを上手に受け取り、コミュニ

ケーションを楽しむ

一人暮らしに向けて家事力アップ

自動車免許をとるために必要な情報

をそろえる
話しかけ上手で雑談の達人になる

車で日本一周する計画をたてるため

に必要な情報をそろえる
質問上手で情報収集力アップ

仕事のスキルをアップする 表現力に磨きをかけ、好感度、信頼感をアップする
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図表４－64 SSTのグループ目標とカリキュラムメニュー 

ググルルーーププ目目標標  コミュニケーションスキルをアップして、頼られる先輩として大活躍しよう 

SSSSTTのの  

カカリリキキュュララムム  

メメニニュューー  

第１回 オリエンテーション ～スキル体験「相手をほめる」～ 

第２回 「相手の話に耳を傾ける/質問する」 

第３回 「頼みごとをする/バックアップスキル」 

第４回 「相手の意見を受け止める／話し合って折り合う」 

※今回の SST については、後輩社員の教育係になるという共通目標を持つ障害者社員のメンバーにより構成されたグループを

対象としていたため、グループ目標については８つのグループとも同じものとした 

 

ｃ 第１回～第４回の SSTと SST前後の解説及び質疑応答等 

 2021年５月～８月に月１回、計４回の SSTを実施した。２時間の研修時間のうち SSTのセッションの

実施時間は１時間としたが、グループ、回によっては、１時間を超過することがあった。研究員が参加

する回については、SST実施前に 30分の事前打ち合わせや予行練習を実施し、SST終了後はその日のセ

ッションの振り返りや質疑応答等を実施した。また、２回目以降は、各グループで実施した SSTの実施

状況や感想等を共有した。 

エ 結果の確認のためのアンケート調査及びヒアリング調査 

 毎回の研修（SST に関する講義・演習を含む５回の研修）終了後及び全研修終了後、支援者社員に対

するアンケート調査を実施した（巻末資料 19、巻末資料 23）。また、全研修終了後、支援者社員及び障

害者社員に対するヒアリング調査を実施した。 

ａ 各回の研修終了後のアンケート調査 

各回の研修終了後のアンケート調査においては、４レベルアプローチのレベル１（反応）を把握する

ため、①研修の満足度、②研修の難易度、③講師の説明のわかりやすさ、④研修内容の業務への貢献度、

⑤研修時間の長さについて尋ねた。 

 ①研修の満足度については、「とても満足」との回答割合が多く、「とても満足」と回答した受講者の

割合は、SSTに関する講義・演習を含む５回を通して 71.4%以上であり、「とても満足」、「満足」と回答

した受講者の割合の合計は５回いずれも 100%であった（図表４－65）。 

 ②研修の難易度については、「適切」と回答した受講者の割合が多く、５回のうち３回の研修について

は 66.7%以上であった。講義と演習を実施した回については、「少し難しい」と「適切」の回答割合がそ

れぞれ半数ずつあった。第４回では、「少し難しい」との回答が最も多く、50.0%であった。次いで「適

切」との回答が 33.3%、「やや易しい」との回答が 16.7%であった（図表４－66）。 

 ③講師の説明のわかりやすさについては、「とてもわかりやすい」との回答が５回いずれにおいても最

も多く、５回を通して 66.7%以上であった。「とてもわかりやすい」と「わかりやすい」との合計は 100%

と、全員が「とてもわかりやすい」あるいは「わかりやすい」と回答していた（図表４－67）。 

 ④研修時間の長さについては、５回のうち４回の研修において、全員が「適切」との回答をしていた

が、第２回では半数が「やや長い」と回答していた（図表４－68）。 

 ⑤研修内容の業務への貢献度については、５回のうち４回の研修について「とても役立つ」との回答
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が最も多かった。第１回については、「とても役立つ」と「役立つ」との回答がそれぞれ半数ずつあった。

５回を通して全員が「とても役立つ」あるいは「役立つ」と回答していた（図表４－69）。 

 

図表４－65 各回における研修の満足度についての回答数と回答割合 

①研修の 

満足度 
とても満足 満足 

どちらとも 

言えない 
やや不満 不満 

講義・演習 

（n=6） 
5 83.3% 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第１回SST 

（n=6） 
5 83.3% 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第２回SST 

（n=6） 
5 83.3% 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第３回SST 

（n=7） 
5 71.4% 2 28.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第４回SST 

（n=6） 
5 83.3% 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

 

図表４－66 各回における研修の難易度についての回答数と回答割合 

②研修の 

難易度 
とても難しい 少し難しい 適切 やや易しい 易しすぎる 

講義・演習 

（n=6） 
0 0.0% 3 50.0% 3 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第１回SST 

（n=6） 
0 0.0% 1 16.7% 5 83.3% 0 0.0% 0 0.0% 

第２回SST 

（n=6） 
1 16.7% 1 16.7% 4 66.7% 0 0.0% 0 0.0% 

第３回SST 

（n=7） 
0 0.0% 2 28.6% 5 71.4% 0 0.0% 0 0.0% 

第４回SST 

（n=6） 
0 0.0% 3 50.0% 2 33.3% 1 16.7% 0 0.0% 

 

図表４－67 各回における講師の説明のわかりやすさについての回答数と回答割合 

③講師の説明の 

わかりやすさ 

とても 

わかりやすい 
わかりやすい 普通 

やや 

わかりにくい 
わかりにくい 

講義・演習 

（n=6） 
5 83.3% 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第１回SST 

（n=6） 
5 83.3% 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第２回SST 

（n=6） 
5 83.3% 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第３回SST 

（n=7） 
6 85.7% 1 14.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第４回SST 

（n=6） 
4 66.7% 2 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
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図表４-68 各回における研修時間の長さについての回答数と回答割合 

④研修時間の 

長さ 
長い やや長い 適切 やや短い 短い 

講義・演習 

（n=6） 
0 0.0% 0 0.0% 6 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第１回SST 

（n=6） 
0 0.0% 0 0.0% 6 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第２回SST 

（n=6） 
0 0.0% 3 50.0% 3 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第３回SST 

（n=7） 
0 0.0% 0 0.0% 7 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第４回SST 

（n=6） 
0 0.0% 0 0.0% 6 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

 

図表４－69 各回における研修内容の業務への貢献度についての回答数と回答割合 

⑤研修内容の 

業務への貢献度 

とても 

役立つ 
役立つ 

どちらとも 

言えない 

あまり 

役立たない 
役立たない 

講義・演習 

（n=6） 
5 83.3% 1 16.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第１回SST 

（n=6） 
3 50.0% 3 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第２回SST 

（n=6） 
4 66.7% 2 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第３回SST 

（n=6） 
4 57.1% 3 42.9% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第４回SST 

（n=6） 
4 66.7% 2 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

 

自由記述の回答や毎回の研修終了後の感想においては、講義と演習を行った第１回の研修では、SSTに

「興味を持った」、「理解を深めていきたい」といった研修に対する動機付けに関すること、第２回以降

は「強化（褒めること）の効果」、「アセスメントの難しさと重要性」等を感じた等の SSTのリーダーと

してのスキルに関する回答・感想が多く得られた。 

ｂ 全研修終了後のアンケート調査結果 

全研修終了後に、試行協力者のうち支援者社員11に対して、研修全体について尋ねたアンケート調査を

実施した。設問項目は、①研修全体の満足度、②-１研修による障害者雇用や就労支援に関する理解度の

変化、②-２具体的な変化（自由記述）、③研修で役立ったと思われる内容（複数選択形式）、④-１研修

内容の活用の有無、④-２（活用した場合）活用状況及び活用の効果（自由記述）、④-３（活用できてい

ない場合）活用できない理由（複数選択形式）、⑤-１研修内容の成果の社内への還元の有無、⑤-２（還

元できていない場合）還元できない理由（複数選択形式）、⑥その他意見（自由記述）で構成された。③

研修で役立ったと思われる内容については、SST実施前の講義・演習で取り扱った「SST概論」、「（SSTの

背景となる）社会的学習理論」、「認知機能障害」に加え、SST研修に関する「アセスメント面接」、「研究

員がリーダーを担当した第１グループの SST」「支援者社員がリーダーを担当した第２グループの SST」、

「SST 前後の解説及び質疑応答」及び「その他」で構成される８項目からの複数選択形式とした。参加

 
11 支援者社員のうち１名については人事異動により別会社への異動となったため、アンケートについては６名に対して実施した。 

 

− 142 −



143 

 

者６名からアンケート調査の回答を得た（巻末資料 24）。 

 ①研修の満足度については、６名全員が「大変満足」と回答した。 

②研修による障害者雇用や就労支援に関する理解度の変化についての設問は、６名全員が「あった」

と回答し、具体的な変化としては、「受講者の新たな一面に気づけた」、「受講者個々人との関わりの中で、

本人の個性や特徴を考察することができた」といった趣旨の、セッションに参加した障害者社員メンバ

ーについての理解が促進されたことを示す回答が複数把握された。 

③研修で役立った内容について複数選択で尋ねた設問では、「研究員がリーダーを担当した第１グル

ープの SST」、「支援者社員がリーダーを担当した第２グループの SST」が役に立ったとの回答が全員から

得られた。次いで、「認知機能障害（に関する講義）」が役に立ったとの回答が多く、６名中５名が「役

立った」と回答した。「その他」と回答した１名については、「個別の相談」が役に立ったと回答してい

た。 

④研修内容の活用の有無について尋ねた設問では、全員が「活用した」と回答しており、具体的な活

用状況としては、「教育制度として取り入れた」、「社内講師を育成し、各事業所にて SSTを実践する活動

を行っている」といった回答が把握された。活用の効果としては、「今後、教育、育成のポイントを考え

やすくなった」、「社員一人ひとりの意識が高まり、自ら積極的に日常に SSTを取り入れている様子が見

られる」といった、個人に対する効果についての記述や、「職場全体がすごくよい雰囲気になった」、「職

場の雰囲気が明るくなった」と、職場全体への効果についての記述もみられた。 

⑤研修内容の成果の還元について尋ねた記述においても、回答者全員が「はい」（還元した）と回答し

ていた。 

⑥研修全体についてのその他の意見については、「自分の日常会話や指導時の表現などを見つめ直す

機会になりました」、「ロールプレイを通し、メンバー（障害者社員）の見えていなかった一面が見えた

りと、いい機会になりました」と、実践的な研修を通して障害者社員についての理解が促進されたこと

や、支援者自身のコミュニケーション方法の改善に関する記述がみられた。また、「引き続きフォロー体

制があると、継続しやすい」、「今後も継続的に実施するにあたっての助言があればお聞きしたい」と、

継続的な SSTの実施に前向きな意見もみられた。 

ｃ 全研修終了後のヒアリング調査結果 

支援者社員及び障害者社員に対する主なヒアリング項目は図表４－70のとおりである。なお、本研修

は障害者の職場定着支援、そのための支援者社員の育成を目的としたものであり、最終的な研修効果に

ついては職場定着率により把握すべきものである。しかしながら、測定については一定の期間を設けて

測定する必要があり、研究期間中に把握することは難しいため、本研究では、研修で学んだことに基づ

いて自らの行動を変化させたことにより、研修受講者及び職場にどのようなインパクトがもたらされた

かについての質問項目を加えることにより、レベル４の効果の把握を試みた。 
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図表４－70 主なヒアリング項目 

  支支援援者者社社員員  障障害害者者社社員員  

レレベベルル１１  

（（反反応応））  

（研修の満足度についてはアンケート調査で把

握） 

・SSTの満足度について（５段階評定） 

レレベベルル２２  

（（学学習習））  

・SSTについて 

・障害者支援において重要であると学んだこと 

・SSTのリーダー、コ・リーダーとしての自身

及び他者の変化 

・SSTのメンバーの変化 

・SSTについて 

・コミュニケーションにおいて重要であると学

んだこと 

 

レレベベルル３３  

（（行行動動））  

・研修実施前後の自身及び研修受講者の行動の

変化 

・SST受講前後の自身及び研修受講者の行動の

変化 

レレベベルル４４  

（（結結果果））  

・研修受講前後の自身の生活及び事業所内の変

化 

・SST受講前後の自身の生活及び事業所内の変

化 

 

支援者社員に対するヒアリング調査結果を巻末資料 25に記載した。 

SST についての説明を求めたところ、「コミュニケーションスキルのトレーニング」「メンバー（障害

者社員）とともにリーダー、コ・リーダー（支援社社員）がコミュニケーションを高めていくことがで

きる研修」「自分のコミュニケーションを楽に・円滑にするためのトレーニング」といった回答が得られ

た。 

障害者支援において重要だと学んだことについては、「相手のよいところを見つけ、具体的に褒めるこ

と」といった回答が多く得られた。「障害特性を理解すること/ 配慮すること」という回答も複数挙げら

れていた。 

SST のリーダー、コ・リーダーとしての自身及び他者の変化について尋ねたところ、自身の変化につ

いては、「定形的な文言ではなく、ゆとりをもったフィードバックができるようになったと同時に視野も

広がった」、「臨機応変な対応ができるようになっていった」といった回答が多く挙げられていた。他者

の変化については「自分の頭で考えた言葉でセッションを進行できるようになっていた」、「自分の言葉

で話ができるようになった」「説明にアレンジが効くようになり、グループに応じた進行が行えるように

なった」といった回答が見られた。 

研修実施前後の自身及び研修受講者の行動の変化について尋ねたところ、自身の変化については、「よ

いところ（強化のポイント）を探しやすくなり、褒めるという行動が増えた」という旨の回答が多く挙

げられていた。また、研修受講者の変化としては、「自ら積極的に話しかけるようになり、同僚、上司と

コミュニケーションが増えた」という回答もあった。その他、「家庭でも子どもの無邪気な反応に傾聴の

スキルで対応できるようになった」と、普段の生活における研修内容の活用に関する回答も得られた。 

SST実施前後の自身の生活及び事業所内の変化について尋ねたところ、「職場内のコミュニケーション

が活性化した」「家族に対しても自分の気持ちを伝えられることができるようになり、理解してもらえる

ようになったことで、トラブルが減った。また、職場でも気持ちのよいコミュニケーションが増えた」

など、職場及び生活の両方で研修内容の活用の効果があったとする回答が多く得られた。 
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障害者社員（Ⅿ１～Ⅿ５）に対するヒアリング調査結果を巻末資料 25に記載した。 

研修の満足度を５段階で評価してもらったところ、全員が一番高い満足度である「大変満足」と評価

した。 

SSTについての説明を求めたところ、「人とのコミュニケーション」「自分の考えや用件の伝え方」、「社

会人として人付き合いで必要なスキル」、「先輩社員として活躍できるスキル」を学ぶ、「自分の生活に役

立つ（コミュニケーションがとりやすくなる）訓練」との回答が得られた。 

コミュニケーションにおいて重要だと学んだことについては、視線の合わせ方等のコミュニケーショ

ンを効果的にとるためのポイントとして紹介し、修正のフィードバックとしたことが多く挙げられてい

た。 

研修実施前後の自身及び研修受講者の行動の変化について尋ねた際の各障害者社員の回答をみると、

障害者社員の自己評価と、各障害者社員がそれぞれに対して行った評価（他者評価）には、共通する記

述がみられた。また、特定の障害者社員に対する他の障害者社員の評価の間にも、一貫性がみられた。

なお、この評価については、支援者社員の障害者社員に対する評価とも概ね一致していた。障害者社員

それぞれが自身のコミュニケーションスキルについてよい変化を感じており、それにより支援者等に褒

められることが増えたといったコメントが聞かれた。また、他のメンバーのコミュニケーションスキル

についてもよい変化を感じていた。 

SST 実施前後の自身の生活及び事業所内の変化について尋ねたところ、人から話しかけられ、頼られ

ることが多くなった、褒められることで余裕が生まれた、自分なりに表現することに自信がついたとい

った回答が得られた。事業所内の変化については、全員が、コミュニケーションが増えたと答え、その

ことによって職場の雰囲気が明るくなった、よくなった、楽しくなったとの感想も得られた。 

（４）考察 

 支援者社員に対する各回の研修終了後のアンケート調査において、４レベルアプローチのレベル１（反

応）を把握した結果、各回の研修プログラムに対して受講者の高い満足度を得ることができたと考える。 

SST に関する講義と演習の研修については、研修の内容が「少し難しい」と感じた受講者が半数見ら

れたが、講師の説明について５名が「とてもわかりやすい」、１名が「わかりやすい」と回答しており、

また、５名が研修内容は業務に「とても役立つ」、１名が「役立つ」と回答していることから、新しい理

論等に難しさを感じた人についても、それを理解し、業務への活用可能性を感じてもらえたと考えられ

る。なお、３時間という研修の時間については、全員から「適切」という回答が得られており、内容と

のバランスは適切であったと考える。 

SSTを実施した第１回～第４回の研修の内容については、第２グループのリーダーを担当した１名が、

第１回以降の３回において「少し難しい」又は「とても難しい」、また、特定の１名が毎回「少し難しい」

と回答していた。前者は、事前に準備期間はあったものの、研修の中で SSTのリーダーを担当する立場

にあったため、オリエンテーションを実施した第１回 SST以降、本格的に SSTの実施した第２回～４回

について、他の参加者とは異なる難しさを感じており、後者は、一度難しいと感じたことについての困

難性を軽減する上では研修の回数が少なかったのではないかと思われる。第１回～第３回まで研修内容

の難易度が「適切」と回答し、第４回に参加した４名については、第４回で「少し難しい」、「やや易し
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い」と回答が変わった者が１名ずついた。「少し難しい」という回答については、第４回は総まとめの回

となるため、一番難易度が高い内容であったことが影響したと思われる。「やや易しい」という回答につ

いては、回を重ねるうち、SST への理解が深まった結果ではないかと考える。研修の長さについては、

二日目の SSTのセッション時間が予定の２倍近い２時間程度かかった第３回目のみ半数が「やや長い」

と感じていたが、他の回は全員が「適切」と回答したことから、SST のセッション１時間、前後の解説

等１時間という時間配分は適切であったと考える。講師の説明のわかりやすさについても第１回～第３

回は１名、第４回については２名が「わかりやすい」、他の参加者は「とてもわかりやすい」と回答して

おり、問題はなかったと思われる。研修内容については、全員が、業務に「とても役立つ」又は「役立

つ」と回答していた。回答と回答者の属性との関係をみると、現場で直接障害者を支援する立場の支援

者社員ほど、「とても役立つ」という回答が多かった。これについては、SSTで活用されている支援スキ

ルを実際の障害者の就労支援において活用できるためと思われる。 

自由記述の回答や毎回の研修終了後の感想においては、第１回の研修では、SST に「興味を持った」、

「理解を深めていきたい」といった研修に対する動機付けに関すること、第２回目以降は「強化（褒め

ること）の効果」、「アセスメントの難しさと重要性」等を感じたといった旨の、SST のリーダーとして

のスキルに関する回答・感想が得られており、参加者が研修に対して意欲的に取り組み、研修内容を理

解していたと考える。 

支援者社員への全研修終了後のアンケート調査及びヒアリング調査結果からは、理論と実践がセット

になった本研修プログラムの実施方法についての高い満足度が確認された。また、SST についての説明

を求めたところ、「本人の目標を達成するために行うコミュニケーションスキルのトレーニング」、「実践

的なコミュニケーションに関する研修」、「メンバーとともにリーダー、コ・リーダーがコミュニケーシ

ョンを高めていくことができる研修（一番成長できるのはリーダー）」といった SSTの本質を踏まえた回

答が、障害者雇用において重要なことについては、障害特性等のアセスメント、強化に関する回答が得

られており、研修で伝えたかった知識を習得することができたと考える。また、回を重ねるごとに支援

者社員のリーダーとしてのスキルが向上したことに関する意見も多く聞かれ、研修プログラムの受講に

より、知識の向上のみならず、スキルも獲得されたと考える。研修プログラムを通し、相手の行動をよ

く観察し、よい点があったら即時フィードバックによる強化を行うことの重要性を感じ、日々の障害者

支援に活用し、その効果を感じているといった内容の話や職場以外、子育て等にもそれを活用している

との話も聞かれた。自らが「気持ちを伝える」スキルを活用するようになったことにより、気持ちのよ

いコミュニケーションが取れるようになったといった意見も聞かれた。研修を受講した他の支援者社員

についても自身と同様の変化を感じている支援者社員が多く、本プログラムを受講していない支援者社

員についても、具体的に褒めるという行動が増えたといった変化も聞かれた。SST のメンバーとなった

障害者社員の変化については、個人差があるものの、コミュニケーションスキルの向上についての回答

が得られた。これらのことは、支援者社員が学習内容を十分理解し、それを日々の障害者支援に活かし

ていること、すなわち、本プログラムの学習効果及び受講者の行動変容（レベル３の研修効果）を示す

ものと考える。また、研修を受けたことによる個人の生活面へのインパクトも確認できており、事業所

の変化の程度には差が見られたが、コミュニケーションの活性化に関する感想はすべての支援者から聞
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かれたことからレベル４の効果も期待できると思われる。 

障害者社員に対するヒアリング結果からは、SSTの受講に対する満足度は高く、また、SSTについての

説明を求めたところ、「人とのコミュニケーション」、「自分の考えや用件の伝え方」、「社会人として人付

き合いで必要なスキル」、「先輩社員として活躍できるスキル」を学ぶ、「自分の生活に役立つ（コミュニ

ケーションがとりやすくなる）訓練」との回答が得られており、きちんとその目的を理解していたこと

が把握された。 

SST 受講前後の自身及び他のメンバーの変化について質問したところ、５名ともが自身及び他者の変

化を感じており、表現の差こそあれ自己評価と他者評価が一致していた（巻末資料 25）。また、これら

の評価は支援者社員の評価と一致していた。支援者社員の行動についての質問に対しては、「声の調子が

よくなった」等、具体的に褒められた、褒められることが多くなった、また、褒められて嬉しかった、

スキルの活用についてのモチベーションが上がった、話し方がわかりやすくなったといった意見が聞か

れた。SST 前後の事業所内の変化については、コミュニケーションが活性化したことについて共通意見

が得られた。これらのことから、障害者社員が、支援者社員の支援を受けながら、職場において SSTで

学んだスキルを、声の大きさ、調子、速さといったコミュニケーションを効果的に活用するためのポイ

ントを意識しながら活用し、コミュニケーションスキルの向上を図っていったことが理解される。また、

Ｉ－１事業所（図表４－54）の支援者社員のヒアリング調査においては、SST 実施後には SST を受けて

いない障害者社員に対する伝達研修を行い、全員でスキルトレーニングに取り組んだことが把握されて

おり、これが職場全体のコミュニケーションの活性化につながったと考える。SST 実施前後の自身の生

活及び事業所内の変化については、職場のみならず、家庭においても学んだスキルを活用するようにな

ったことにより、褒められた、コミュニケーションの幅が広がり、増え、うれしいといった感想が聞か

れた。また、職場全体のコミュニケーションが活発となり、職場が楽しくなったといった感想も聞かれ

た。 

 これらのことから、障害者社員は SSTで獲得したコミュニケーションスキルに関する知識やスキルを

正しく理解し、日常生活において活用していること、また、それにより自身の生活面や職場内の人間関

係や雰囲気においてよい変化を感じていること、すなわち、４レベルアプローチのレベル３までの効果

が確認された。また、レベル４についても、少なくとも受講者本人の生活においては確認されており、

職場内の人間関係や雰囲気が向上したと各人が感じていることからは、数年後の職場定着率にもよい影

響を及ぼすことが期待される。 

アンケート調査及びヒアリング調査の結果を総合的に見て、本研修プログラムの受講者は、研修に満

足し、その内容を理解し、学習したことに基づいて自らの行動を変容させることができた、すなわち、

本研修プログラムについてはレベル３までの効果があったと考える。 

レベル４の職場定着率については、すぐには把握することができないが、支援者社員及び障害者社員

ともに職場内のコミュニケーションが活性化したと感じていることが把握されていることから、少なく

とも研修プログラムが組織に対するよい影響を与えることはできたと考える。 

なお、試行協力企業においては、試行終了後、予定どおり、後半に実施予定としていたグループの SST

を開始した。 
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以上のことから、「SSTを活用した人材育成プログラム」を取り入れた研修プログラムを活用した事業

主支援は、事業主の支援者社員の育成というニーズを充足する上で、一つの有効な方法であり、職場内

のコミュニケーションを活性化し、職場環境を改善し、障害者の職場定着を促進する効果が期待できる

ものと考える。 

 

３ 「SSTを活用した人材育成プログラム」を活用した提案型事業主支援の試行Ⅱ－Ⅱ 

（１）試行協力企業 

 本試行については、障害者雇用企業６社の協力を得て実施した。６社の概要等については図表４－71

のとおりである。なお、本試行については、試行協力企業の１つであるＫ社の事業主が、ある障害者雇

用企業団体が開催したセミナーにて「SSTを活用した人材育成プログラム」のことを知り、これを自社

のみならず、地域の障害者雇用事業所に普及させることで支援者社員の人材育成を図り、地域の就労支

援力の向上を目指したい、また、この取組を活用し、地域の就労支援ネットワークづくりに役立てたい

というニーズを持ったことがきっかけとなり実施した。事業主の希望により実施した相談において、こ

の事業主には研修プログラムを支援者社員のニーズによるボトムアップ方式で実施したいというニーズ

もあったことから、本試行実施前に、事業主の呼びかけに応じた４社の事業所を含めた５社の支援者社

員を対象としたワークショップを実施した。その経緯及び内容については巻末資料 26に記載した。 

 

図表４－71 試行協力企業の概要 

企業ＩＤ K社 L社 M社 N社 O社 P社 

産業分類 情報サービス

業 

酒類製造業 輸送用機械器

具製造業 

その他の事業

サービス業 

社会保険・社

会福祉・介護

事業 

通信サービス

業 

従業員数 
(うち障害者数) 

２９名 

（24名） 

597名 

（16名） 

358名 

（４名） 

226名 

（186名） 

13名 

（3名） 

3,052名 

（56名） 

設立年 2012年 1949年 2017年 1985年 2016年 1989年 

備考 特例子会社 

 

  特例子会社   

試行協力 

支援者社員数 

４名 １名 ３名 ３名 １名 ３名 

※L社～P社は、K社からの広報により試行に参加した企業 

ワークショップに参加した支援者社員（10名）については、ワークショップ後に退社した１名以外は全員本試行に参加 

試行協力支援者社員数については一部参加の者も含む 

 

（２）実施方法 

本試行は以下の手順で行った。 

ア 課題の把握のためのヒアリング調査 

イ 改善方策（研修プログラムの試行計画）の提案 

ウ 改善方策（研修プログラムの試行計画）の実行 

エ 結果の確認のためのアンケート調査及びヒアリング調査 
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（３）実施結果 

ア 課題の把握のためのヒアリング調査 

試行協力企業（ワークショップに参加したＫ社～Ｏ社）の支援者社員に対するヒアリング調査を実施

した結果、以下のようなニーズと課題が把握された。 

 

図表４－72 試行協力企業の支援者社員のニーズと課題 

ニーズ ・SSTについて学び、SSTを自社で実施することにより、障害者支援に対する理解とスキルの向

上を図りたい 

・SSTを障害者社員のコミュニケーションスキルの向上に活用したい 

・SSTを活用した人材育成プログラムをテーマとした研修を地域で実施することにより、地域の障

害者雇用事業所の支援者社員のネットワークづくりに役立てたい 

・実施期間は半年程度としたい 

課 題 ・現時点でSSTのリーダー、コ・リーダーのスキルを有した支援者社員がおらず、どのようにし

てスキルを身につければよいか分からない 

・上記のニーズを充足するための実施方法が分からない 

 

イ 改善方策（研修プログラムの試行計画）の提案 

「２『SST を活用した人材育成プログラム』を活用した事業主支援の試行Ⅱ－Ⅰ」において活用した

方法に、「SSTを活用した人材育成プログラムの活用方法に関する研究」（障害者職業総合センター,2016）

で用いられていた実施方法を組み合わせた以下の方法を提案した（図表４－73）。 

 

図表４－73 提案した研修プログラムの内容 

内内  容容  実実施施者者  

SSTに関する講義・演習（４時間） 研究員 

SSTのメンバー（障害者社員）に

対するアセスメント面接 
支援者社員 

個人目標の設定 支援者社員及び研究員 

グループ目標の設定及びカリキュ

ラムメニューの策定 
研究員 

SSTのセッション（全５回※） 

 

試行協力各社の障害者社員の混合メンバーによるグループ  

リーダー：研究員 コ・リーダー：会場提供企業の支援者社員 

コ・リーダー以外の支援者社員は見学参加 

会場提供企業の障害者社員のグループ  

リーダー、コ・リーダー：支援者社員 

研究員は進行等をサポート 

リーダー、コ・リーダー以外の支援者社員は見学参加 

※試行協力企業各社において、希望に応じた形で SST を支援者社員

のリーダー、コ・リーダーによるSSTを実施 
※先行研究においては SST のセッションは７回で実施することが多かったが、研究活動（試行実施可能な）期間との兼ね合い

から５回とした。 

今回の研修においても SST 開始前の支援者社員に対する SST に関する講義と演習、SST のセッション

については、「３『SSTを活用した人材育成プログラム』を活用した提案型事業主支援の試行Ⅱ－Ⅰ」と
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同様の方法で実施する（図表４－59）。 

「２『SSTを活用した人材育成プログラム』を活用した提案型事業主支援の試行Ⅱ－Ⅰ」では、研究

員が実施する SSTのセッションのグループは、１事業所の障害者社員で構成したが、今回の試行におい

ては、試行協力企業の中から希望者を募り、複数の企業の障害者社員からグループを構成する。なお、

このグループのメンバーとなる障害者社員も支援者社員とともに試行協力者とする。このグループに対

する SSTのセッション（以下「本セッション12」という。）のリーダーについては研究員が担当し、

コ・リーダーは研修プログラムの実施会場提供企業の支援者社員が担当する（図表４－74）。翌日は、

会場提供企業の支援者社員がリーダー、コ・リーダーとなり、本セッションのメンバーとなった自社の

障害者社員を含めた障害者社員のグループに対して、前日の SSTのセッションと同じ内容の SSTのセッ

ション（以下「ブースターセッション」という。）を実施し、研究員はこれをサポートする。その後、

試行協力企業各社において支援者社員による SSTを実施し、次回、その結果等について共有する。ま

た、会場を試行協力企業の持ち回りにすることにより、互いの SSTの実践状況を見学できるようにする

とともに、事業所見学・説明などを盛り込み、相互理解を図っていくことにより、ネットワークづくり

も図っていく。 

 

図表４－74 実施方法 

この提案について、同意が得られ、これに従い、実施計画（図表４－75）を作成した。 

 

 
12 研究員が実施する SSTのセッションに参加した支援者社員及び障害者社員にとっては、自社で実施される SSTのセッションは前者の学びを

補完する復習セッションとなるため、前者のセッションを「本セッション」、後者の「セッション」をブースターセッションとした。 

障障害害者者社社員員

アアセセススメメンントト面面接接

個個人人目目標標のの設設定定

SSSSTTにに関関すするる講講義義・・演演習習

支支援援者者社社員員

ブブーーススタターーセセッッシショョンン①①

ヒヒアアリリンンググ調調査査

本本セセッッシショョンン ①①

ブブーーススタターーセセッッシショョンン①①

ブブーーススタターーセセッッシショョンン②②

本本セセッッシショョンン ⑤⑤

本本セセッッシショョンン ②②

各各企企業業でで実実施施

ププロロググララムムでで実実施施

研研究究員員

ブブーーススタターーセセッッシショョンン②②

ブブーーススタターーセセッッシショョンン⑤⑤

ブブーーススタターーセセッッシショョンン⑤⑤

カカリリキキュュララムム
メメニニュューー策策定定

３３つつのSSTによって構成。

①① 本本セセッッシショョンン：：リーダーを研究員、
コ・リーダーを支援者社員が担当。

②② 会会場場提提供供企企業業ににおおけけるるブブーーススタターー
セセッッシショョンン：：リーダー、コ・リーダー
を支援者社員が担当。研究員が補助。

③③ ②②以以外外のの各各企企業業ににおおけけるるブブーーススタターー
セセッッシショョンン：：リーダー、コ・リーダー
を支援者社員が担当。

障障害害者者社社員員 支支援援者者社社員員
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図表４－75 実施計画 

内内  容容  予予  定定  実実施施日日  

SSTに関する講義・演習 2021年1月26日・27日 2月16日・17日 

第１回SST 本セッション 

ブースターセッション 

2021年2月16日 

2月17日 

３月16日 

３月17日 

第２回SST 本セッション 

ブースターセッション 

2021年3月16日 

3月17日 

4月13日 

４月14日 

第３回SST 本セッション 

ブースターセッション 

2021年4月13日 

4月14日 

6月 8日 

6月 9日 

第４回SST 本セッション 

ブースターセッション 

2021年5月11日 

5月12日 

6月29日 

6月30日 

第５回SST 本セッション 

ブースターセッション 

2021年６月 ８日 

６月 ９日 

7月20日 

7月21日 

 

ウ 改善方策（研修プログラムの試行計画）の実行 

新型コロナ感染症の拡大により、緊急事態宣言が発令されたこと等を受け、以下の点で計画を変更し

た。 

まずは、会場提供についてはＫ社に限定され、支援者社員によるブースターセッションの見学はＫ社

のブースターセッションのみとなった。また、会場を固定したことにより、毎回片道２時間以上かけて

移動することになった試行協力者が出ることとなった。 

実施日程についても、複数回変更することが必要となった（図表４－75）。 

更に試行協力者の参加については、オフライン、オンラインの混合参加となった。試行参加状況につ

いては図表４－76、図表４－77のとおりである。なお、試行協力者のうち、障害者社員については、ブ

ースターセッションに参加するＫ社の障害者社員以外は、当初より本セッションのみの参加予定として

いた。 

ａ SSTに関する講義と演習 

2021 年２月に、支援者社員を対象とした４時間の講義と演習を実施した。研修資料については、「ジ

ョブコミュニケーション・スキルアップセミナー～パートナー研修資料集～」に追加の資料を加え、作

成した。 

講義と演習においては、まずは、SST概論、SSTの背景となる「社会的学習理論」、精神障害者、発達

障害者、知的障害者、高次脳機能障害者等に共通してみられる「認知機能障害」等についての講義を行

った（「２『SSTを活用した人材育成プログラム』を活用した提案事業主支援の試行Ⅱ－Ⅰ」の図表４－

60、４－61）。その後、SST開始前にメンバーに対して実施するアセスメントシートを用いたアセスメン

ト面接の演習を実施し、アセスメント面接のデモンストレーション等を行った（「２『SSTを活用した人

材育成プログラム』を活用した提案型事業主支援の試行Ⅱ－Ⅰ」の図表４－62）。 
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図表４－76 試行協力者である支援者社員の試行参加状況

 

 

図表４－77 試行協力者である障害者社員の試行（本セッション）参加状況 

企業 ID 障害者社員 ID 第1回SST 第2回SST 第3回SST 第4回SST 第5回SST 

K M６ 参加 参加 参加 参加 参加 

L M７ 参加 ― オンライン 参加 参加 

M M８ 参加 参加 参加 参加 参加 

N M９ 参加 参加 参加 参加 参加 

N M10 参加 参加 参加 参加 参加 

－：不参加 

オンライン：オンライン参加 

 

ｂ アセスメント面接、目標設定、カリキュラムメニューの策定 

研修受講後２週間程度の間に、試行協力者となった支援者社員には自身がリーダーとなって実施する

SST のメンバーとなる障害者社員に対するアセスメント面接を実施してもらった。本セッションのメン

バーの個人目標及びグループ目標（図表４－78、４－79）については研究員、ブースターセッションの

メンバーについては、アセスメント面接を担当した支援者社員に設定してもらった。また、カリキュラ

ムメニュー（図表４－79）については研究員が策定し、テキストについては「ジョブコミュニケーショ

ンスキルアップ・セミナー～SST 研修資料集～」をもとに作成した。なお、ブースターセッションのグ

ループ目標については、本セッションのグループ目標と同じ目標とした。 

  

企業ID 支援者社員ID 講義・演習

K S8 参加

K S9 参加

K S10 参加

K S11 -

L S12 参加

M S13 参加

M S14 参加

M S15 -

N S16 参加

N S17 参加

N S18 -

O S19 参加

P S20 -

P S21 参加

P S22 -

-　：不参加
オンライン　：オンライン参加
参加・オンライン：2日目オンライン参加

オンライン オンライン オンライン - -

オンライン オンライン - - -

参加 - オンライン - 参加

オンライン - - - -

オンライン オンライン オンライン - -

- - - オンライン 参加・オンライン

- - - 参加 オンライン

参加・オンライン参加・オンライン参加・オンライン 参加 参加

参加 参加 参加 参加 -

- オンライン オンライン - -

- 参加 参加 参加 参加

参加 参加・オンライン オンライン 参加 参加

参加 参加 参加 参加 参加

参加 参加 参加 参加 参加

第1回SST 第2回SST 第3回SST 第4回SST 第5回SST

参加 参加 参加 参加 参加
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図表４－78 障害者社員の属性及び個人目標

 

 

図表４－79 グループ目標とカリキュラムメニュー 

グループ目標 職場で役立つコミュニケーションスキルを学び、仕事で支え合う関係を作ろう 

カリキュラム

メニュー 

第1回 オリエンテーション ～スキル体験「相手をほめる」～ 

第2回 「肯定的（前向き）な気持ちを伝える」 

第3回 「相手の話に耳を傾ける/質問する」 

第4回 「頼みごとをする/バックアップスキル」 

第5回 「不愉快な気持ちを伝える」 

 

ｃ 第１回～第５回の SSTと SST前後の解説及び質疑応答等 

2021年２月～６月に、計５回の SSTを実施した。２時間の研修時間のうち SSTの本セッションの実施

時間は１時間としたが、グループ、回によっては、ブースターセッションの時間は異なっていた。本セ

ッションは研究員がリーダーを担当し、会場提供企業（Ｋ社）の支援者社員にコ・リーダーを担当して

もらった。翌日は、会場提供企業（Ｋ社）の支援者社員のリーダー、コ・リーダーによるブースターセ

ッションを実施した。ブースターセッションには、本セッションのメンバーであったＫ社の障害者社員

（Ｍ６）を含むＫ社の５名の障害者社員がメンバーとして参加した。なお、開始前には、リーダー、コ・

リーダー以外の支援者社員及び研究員がメンバー役となり、セッションの予行演習を実施し、終了後に

は、その日のセッションの振り返りと、質疑応答を行った。また、２回目以降については、各企業にお

いてブースターセッションを実施してみた感想等についての情報共有も行った。なお、研修 SSTのセッ

ションの時間は１時間とした。 

  

障障害害者者社社員員ＩＩＤＤ 障障害害・・年年齢齢・・性性別別 長長期期目目標標 短短期期目目標標

M６ 発達障害・知的障害

20代・男性

M７ 知的障害（Ｂ－２） 話しかけ上手で好感度アップ

20代・女性 質問上手で情報収集力アップ

M8 視覚障害（2級）

30代・男性

M９ 発達障害（2級） 1人暮らしに向け、家事能力を高める

20代・女性 ストレスとうまく付き合えるようになる

M10 発達障害（3級） 情報発信力アップで仲間の輪を広げる

20代・男性 質問上手で仕事のスキルを高める

周囲からの信頼を得て仕事の幅を広げる
積極的なコミュニケーションで、たくさんの

人とのコミュニケーションを楽しむ

1人での買い物を楽しむ

資格取得に向けた計画を立て、実行する

気持ちや感情を言葉で積極的に伝える

充実した生活を送るための目標を設定する
相談上手で仲間の輪を広げ、情報収集力アッ

プ
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エ 結果の確認のためのアンケート調査及びヒアリング調査 

毎回の研修（SST に関する講義・演習を含む６回の研修）終了後にはその回に参加した支援者社員に

対するアンケート調査、全研修終了後にはＫ～Ｐ社の支援者社員に対するアンケート調査を実施した（巻

末資料 19、巻末資料 23）。また、全研修終了後、本セッションのメンバーとなった障害者社員５名（Ｍ

６～Ｍ10）と障害者社員がメンバーとして参加したＫ～Ｎ社の支援者社員 10 名に対するヒアリング調

査を実施した。 

ａ 各回の研修終了後のアンケート調査結果 

各回の研修終了後のアンケート調査においては、４レベルアプローチのレベル１（反応）を把握する

ため、①研修の満足度、②研修の難易度、③講師の説明のわかりやすさ、④研修時間の長さ、⑤研修内

容の業務への貢献度について尋ねたアンケート調査を行った。 

①研修の満足度については、「とても満足」との回答割合が多く、「とても満足」と回答した受講者の

割合は６回を通して 60.0%以上であり、「とても満足」又は「満足」と回答した受講者の割合の合計は６

回いずれも 100%であった（図表４－80）。 

②研修の難易度については、「適切」と回答した受講者の割合が多く、６回のうち４回の研修について

は 60.0%以上であった。第１回及び。第３回の SSTについては、「少し難しい」と「適切」、「易しすぎる」

の回答割合がそれぞれ半数ずつあった（図表４－81）。 

③講師の説明のわかりやすさについては、「とてもわかりやすい」との回答が６回いずれにおいても最

も多く、６回を通して 80.0%以上であった。講義・演習の回を除く５回については、「とてもわかりやす

い」と「わかりやすい」との合計は 100%と、全員が「とてもわかりやすい」あるいは「わかりやすい」

と回答していた（図表４－82）。 

④研修時間の長さについては、６回全ての研修において、「適切」との回答が最も多く、77.8%以上で

あった（図表４－83）。 

⑤研修内容の業務への貢献度については、「とても役立つ」との回答割合が多く、６回のうち５回の研

修について最も多かった。また、「とても役立つ」と「役立つ」との回答割合の合計は６回いずれも 100%

であった（図表４－84）。 

 

図表４－80 各回における研修の満足度についての回答数と回答割合 

①研修の満足度 とても満足 満足 
どちらとも 

言えない 
やや不満 不満 

講義・演習 

（n=10） 
6 60.0% 4 40.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第１回SST 

（n=8） 
5 62.5% 3  37.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第２回SST 

（n=10） 
7 70.0% 3 30.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第３回SST 

（n=8） 
5 62.5% 3 37.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第４回SST 

（n=8） 
8 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第５回SST 

（n=10） 
7 70.0% 3 30.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
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図表４－81 各回における研修の難易度についての回答数と回答割合 

②研修の難易度 とても難しい 少し難しい 適切 やや易しい 易しすぎる 

講義・演習 

（n=10） 
0 0.0% 3 30.0% 7 70.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第１回SST 

（n=8） 
1 12.5% 2  25.0% 4 50.0% 0 0.0% 1 12.5% 

第２回SST 

（n=10） 
1 10.0% 1 10.0% 8 80.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第３回SST 

（n=8） 
0 0.0% 4 50.0% 4 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第４回SST 

（n=8） 
0 0.0% 0 0.0% 8 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第５回SST 

（n=10） 
0 0.0% 3 30.0% 6 60.0% 1 10.0% 0 0.0% 

 

図表４－82 各回における講師の説明のわかりやすさについての回答数と回答割合 

③講師の説明の 

わかりやすさ 

とても 

わかりやすい 
わかりやすい 普通 

やや 

わかりにくい 
わかりにくい 

講義・演習 

（n=10） 
8 80.0% 1 10.0% 1 10.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第１回SST 

（n=8） 
7 87.5% 1 12.5% 0 0.0% 0    0.0% 0   0.0% 

第２回SST 

（n=10） 
9 90.0% 1 10.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第３回SST 

（n=8） 
7 87.5% 1 12.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第４回SST 

（n=8） 
8 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第５回SST 

（n=10） 
9 90.0% 1 10.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

 

図表４－83 各回における研修時間の長さについての回答数と回答割合 

④研修時間の長さ 長い やや長い 適切 やや短い 短い 

講義・演習 

（n=10） 
0 0.0% 0 0.0% 9 90.0% 1 10.0% 0 0.0% 

第１回SST 

（n=8） 
0   0.0% 1   12.5% 7   87.5% 0   0.0% 0   0.0% 

第２回SST 

（n=10） 
0 0.0% 0 0.0% 9 90.0% 1 10.0% 0 0.0% 

第３回SST 

（n=8） 
0 0.0% 0 0.0% 7 77.8% 1 11.1% 0 0.0% 

第４回SST 

（n=8） 
0 0.0% 0 0.0% 8 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第５回SST 

（n=10） 
0 0.0% 0 0.0% 8 80.0% 2 20.0% 0 0.0% 
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図表４－84 各回における研修内容の業務への貢献度についての回答数と回答割合 

⑤研修内容の業務

への貢献度 
とても役立つ 役立つ 

どちらとも 

言えない 

あまり 

役立たない 

 

役立たない 

講義・演習 

（n=10） 
8 80.0% 2 20.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第１回SST 

（n=8） 
4   50.0% 4   50.0% 0   0.0% 0   0.0% 0   0.0% 

第２回SST 

（n=10） 
8 80.0% 2 20.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第３回SST 

（n=8） 
5 62.5% 3 37.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第４回SST 

（n=8） 
5 62.5% 3 37.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

第５回SST 

（n=10） 
6 60.0% 4 40.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 

 

自由記述の回答や毎回の研修終了後の感想においては、講義と演習を行った回の研修では、「理論を学

べたことで自身の行動の見直しができた」、「理論だけでなく、実際にアセスメント面接の演習を行った

り、研究員のアセスメント面接の様子を見学させていただく中でより実践に近い学びを得ることができ

ました」、「事例をたくさん聞けたことが参考になりました」といった感想が複数得られた。また、オン

ライン参加者からは、「オンラインならではの難しさもありましたが思った以上にわかりやすかったで

す」「オンライン参加者も含めてランダムに演習に参加できるように Web 会議ツール内でグループ設定

を行っていただくとよいと思いました」といった意見が聞かれた。SST のセッションを開始した第２回

以降は、障害者社員の変化や成長を見れたことがうれしかった」、「メンバーのみなさんの変化が回数を

重ねる毎に見えて嬉しい」、「セッションに参加したメンバーが、早速、翌日声が大きくなっていて変化

におどろきました」、「セッションに参加したメンバーにとって、非常に有意義でほめられたことにより

自信につながったと思います」といった障害者社員の変化等に関すること、「相手を肯定する具体的な方

法を学ぶことができて大変よかった」、「適切な声掛け（フィードバック）・強化ができれば少しずつ（本

人にとっては大きな）変化があるのだなと強く思いました」、「実践して（障害者社員の）コミュニケー

ションスキルの向上を図っていきたい」、「振り返りでは、具体的なご助言を頂くことができ、すぐにで

も取り入れつつ、スキルアップを目指したいと思いました」等の障害者支援や SSTのリーダーとしての

スキルに関する回答・感想が多く得られた。また、リーダー、コ・リーダーともに経験した支援者社員

からは、それぞれの役割の必要性、難しさを感じたとの感想とともに、それぞれの役割についての理解

の深まりに対する感想が得られた。 

ｂ 全研修終了後のアンケート調査結果 

全研修終了後に、試行協力者のうち障害者社員とともに試行に参加し、ブースターセッションを実施

したＫ～Ｐ社の支援者社員 10 名に対して、研修に関するアンケート調査を実施した(巻末資料 27)。設

問内容は、①研修全体の満足度、②研修による障害者雇用や就労支援に関する理解度の深まり・広がり

の有無、②-２（あった場合）具体的な変化、③研修で役立ったと思われる項目、④研修内容の活用の有

無、④-２（あった場合）具体的な活用状況と活用の効果、④-３（なかった場合）活用できない理由、

⑤研修成果の還元の有無、⑤-２（なかった場合）還元できない理由、その他研修に関する意見や要望で
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構成された。13 名から回答を得た。なお、回答を得た 13 名のうち、障害者社員として SST セッション

に参加したが、デイケアや就労支援等を行う支援者社員の立場であった図表４－77、４－78におけるＭ

８のメンバーについても、支援者社員の視点から研修終了後のアンケート回答者に含めた。 

①研修全体の満足度については、13 名中 11 名が「大変満足」と回答していた。残り２名の参加者に

ついても「満足」と回答していた。 

②研修による障害者雇用や就労支援に関する理解度については、13 名中 12 名が、深まりや広がりが

「あった」と回答していた。具体的な変化について尋ねた設問では、「こちらから予測して、前もって対

応をしていたが、それでは本人の根本的な困りごとへの解消には至っていないと気付いた」、「本人に問

いかけることやどこまでも待つ姿勢を見せることで発言・行動を引き出せることなど、つい先回りして

助けてしまいがちな点 を意識でき、修正するキッカケになった」、「何でも手取り足取りしてあげるのも

よくないとはおもっていたが、その加減が分からなかった。 何かを支援するときや教えるときに、それ

をするとどう役に立つのかなどをしっかり定義づけする事、役立つと思えるように導くことが大事なの

だと気付きました」といったこれまでの自身の支援に対する気づきに関することや「障害別にどのよう

な点で困り感があるのか、スキルが足りていないのか、 について具体的にご説明いただけることで、自

身の面談時の問いかけ方や上司への依頼の仕方などが変わってきた」、「障害者の方をよく観察するよう

になり、障害の特性や個々人の理解が深まった」など、理解の促進が支援でのコミュニケーション等に

反映されている旨の回答がみられた。 

③研修で役立った内容について複数回答形式で尋ねた設問では、「SST本セッション及びブースターセ

ッション前後の解説及び質疑応答」が役に立ったとの回答が 12 名から得られた。次いで、「SST の本セ

ッション」が役に立ったとの回答が多く、13名中 11名が「役立った」と回答した。「その他」の役立っ

た項目として、「（研修前のウォーミングアップとしての）ゲーム」が役立ったとの回答（自由記述）が

あった。 

④研修内容の活用の有無について尋ねた設問では、10名が「活用した」と回答しており、具体的な活

用状況としては、「『強化』を意識したコミュニケーション」や「日ごろのコミュニケーションの中で、

即時フィードバックやグッドモデル・バッドモデルの実演をやってみました」といった回答が把握され

た。活用の効果としては、「強化した行動は喜んで繰り返すようになった」、「『この行動がよかった』と

具体的に理解し、次に質問する際には意識した行動ができていました」と、日常のコミュニケーション

における強化とその有効性を示唆する回答が得られた。残りの３名は、「まだ活用していないが、近い将

来、活用を予定している」と回答した。 

⑤研修内容の成果の還元について尋ねた設問においては、13名中 11名が「はい」（還元した）と回答

していた。「いいえ」（還元していない）と回答した２名について、その理由を尋ねたところ、２名とも

に「機会がなかった」と回答していた。 

⑥研修全体についてのその他意見については、「障害者の方がみるみる変わっていく様子が見てとれ

た」、「メンバーの変化が目に見えてわかり、その時一瞬ではあっても、人は常に成長や変化ができるの

だと強く感じました」、「障がい者社員のスキルアップはもちろん、支援者社員のスキルアップも実感す

ることができました」、「関わりによってこんなに大きく成長できる様を観察できたことは、今後の支援
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者としてのモチベーションにもつながる」といった受講者の変化に関する感想が複数見られた。「SSTの

セッションを今後の業務やスキルアップ研修時に取り入れられるように検討していきたい」、「セミナー

で学んだことを従業員へ広める活動を今後も継続して行っていきたい」といった、研修内容の社内への

普及の意欲に関する意見も見られた。また、「オンラインでの参加環境も充実していけると、より学習の

機会が増えていくと感じた」といった、オンライン環境での研修の機会についての要望も複数把握され

た。更に、「県内の障がい者雇用をしている企業だけでなく、県外の SST を行っていらっしゃる企業と

もつないでいただいたことで意見交換の幅が大きく広がり、学びや連携が深まった」といった意見も見

られた。 

ｃ 全研修終了後のヒアリング調査結果 

本セッションのメンバーとなった障害者社員５名と障害者社員がメンバーとして参加したＫ～Ｎ社

の支援者社員 10 名に対する主なヒアリング項目は図表４－85 のとおりである。なお、本研修は障害者

の職場定着支援、そのための支援者社員の育成を目的としたものであり、最終的な研修効果については

職場定着率により把握すべきものである。しかしながら、測定については一定の期間を設けて測定する

必要があり、研究期間中に把握することは難しいため、本研究では、研修で学んだことに基づいて自ら

の行動を変化させたことにより、研修受講者及び職場にどのようなインパクトがもたらされたかについ

ての質問項目を加えることにより、レベル４の効果の把握を試みた。 

なお、本試行については、支援者社員のネットワークづくりも一つの目的であったため、支援者社員

に対するヒアリング項目については、「SSTを活用した人材育成プログラム」を活用した提案型事業主支

援の試行Ⅱ－Ⅰ」で使用したものに、「他社との関係の変化」についても質問項目に加えた。また、障害

者社員に対するヒアリング項目については、他社の障害者社員の変化等について確認するため、「SSTの

セッションにおける自身及び他のメンバーの変化」についても質問項目に加えた。 

 

図表４－85 主なヒアリング項目 

  支支援援者者社社員員  障障害害者者社社員員  

レレベベルル１１  

（（反反応応））  

（研修の満足度についてはアンケート調査で把握） ・SSTの満足度について（５段階評定） 

レレベベルル２２  

（（学学習習））  

・SSTについて 

・障害者支援において重要であると学んだこと 

・SSTのリーダー、コ・リーダーとしての自身及び他

者の変化 

・SSTのメンバーの変化 

・SSTについて 

・コミュニケーションにおいて重要であると学んだこ

と 

・SST のセッションにおける自身及び他のメンバー

の変化 

レレベベルル３３  

（（行行動動））  

・研修実施前後の自身及び研修受講者の行動の変化 ・SST受講前後の自身及び研修受講者の行動の変化 

レレベベルル４４  

（（結結果果））  

・研修受講前後の自身の生活及び事業所内の変化 

・他社との関係の変化 

・SST受講前後の自身の生活及び事業所内の変化 

※ 各受講者は他社の障害者社員の実施前後の変化について把握できないため、SST のセッション内で感じた変化を尋ねる設問として「SST

のセッションにおける自身及び他のメンバーの変化」の項目を設けた。 
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Ｋ～Ｎ社の10名の支援者社員に対するヒアリング調査結果を巻末資料28（図表 資28－１）に記載した。 

SSTについての説明を求めたところ、「コミュニケーションスキルを学ぶ研修」、「コミュニケーション

のトレーニング」、「自分自身がストレスを抱えないための適切なコミュニケーションの方法を学ぶ場」、

「自分も相手も楽に、よい関係を築くためのトレーニング」、「メンバーのコミュニケーションスキル、

メンバーへの支援スキルの向上の場としても役立つもの」、「チームとして成長するための研修」といっ

た回答が得られた。 

障害者支援において重要だと学んだことについては、「本人の強みを見つけ、それをポジティブに伝え

ること」、「認めてあげることや、成功体験を積ませてあげること」といった回答が多く得られた。「すぐ

に支援の手を差し伸べるのではなく相手の反応を待つこと」という回答も複数挙げられていた。 

SST のリーダー、コ・リーダーとしての自身及び他者の変化について尋ねたところ、自身の変化につ

いては、「『ここがよかった』と具体的に伝え、行動を強化できるようになった」、「メンバーの特性（個

性）が回を追うごとに明確に感じられるようになり、それに応じて次のフィードバックのポイントを絞

ることができるようになった」といった回答が多く挙げられていた。他者の変化については「余裕が感

じられるようになった」、「回を追うごとに会話が滑らかになり、話の内容がしっかりしてきた」、「話の

内容が具体的になった」、「メンバーの行動に細かく注意を払うようになった」といった回答が見られた。 

研修実施前後の自身及び研修受講者の行動の変化について尋ねたところ、自身及び支援者社員の変化

については、「障害者社員の小さな行動の変化に気づき、それを強化するようになった。他の支援者社員

も同じく強化をすることが増え、強化の仕方も具体的になった」、「障害者社員の強みを見つけ、褒める

ことを意識して実践するようになった」、「提案型の指導をするようになった」、「望ましい行動をとって

いる人を褒めることにより、問題行動をとる人の行動をかえていくよう働きかけるようになった」とい

った回答が挙げられていた。また、障害者社員の変化としては、「障害者社員でも褒め合うことが増え

た」、「自己主張がきちんとできるようになり、視線や表情から自信が感じられるようになった」、「自分

の障害及びそれに対して望まれる配慮等について話すようになった」といった、回答があった。 

SST実施前後の自身の生活及び事業所内の変化について尋ねたところ、「家庭では、妻の子どもに対す

る『褒めて伸ばす』関わり方に足並みをそろえた関わり方ができるようになった」、「障害のある子の母

として、職場でもこういったトレーニングを受けられることを知り、希望や安心感を持つことができた」、

「職場内のコミュニケーションが活性化した」、「職場内のコミュニケーション、笑顔が増え、職場全体

が明るくなり、活性化した」、「（障害者社員が）支援者社員に相談することが増えた。事業所内では、褒

める、感謝するということが活発になり、褒め合う文化が形成されていったと感じる」、「自身が具体的

に話をすることにより、障害者社員が同じ間違いを繰り返すことが少なくなった」、「障害者社員がその

提案（自身が行った提案）を受け入れ、自らの行動を改善してくれるようになった」などの回答が得ら

れた。 

他社との関係の変化については、「他社の支援者社員と気軽にメールや電話で情報交換ができるネッ

トワークができた」、「共通の視点を持って話ができるようになった」といった回答が得られた。 

Ｋ～Ｎ社の障害者社員（Ⅿ６～Ⅿ10）に対するヒアリング調査結果を巻末資料 28（図表 資28－２）に

記載した。 
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研修の満足度を５段階で評価してもらったところ、全員が一番高い満足度である「大変満足」と評価

した。 

SST についての説明を求めたところ、４名が生活等に役立つコミュニケーションスキルのトレーニン

グ、１名がとても勉強になるものと答えた。 

コミュニケーションにおいて重要だと学んだことについては、SSTで取り扱ったスキル（「相手をほめ

る」「肯定的な気持ちを伝える」「相手の話に耳を傾ける／質問する」「頼みごとをする」「不愉快な気持

ちを伝える」）やコミュニケーションを効果的にとるためのポイントとしてセッションで紹介した「「声

の大きさ」、「視線」などが挙げられていた。 

SST における自身及び他のメンバーの変化について尋ねたところ、それぞれが自他のコミュニーション

面でのよい変化を感じており、表現に差こそあれ、自他の評価は概ね一致していた。なお、この評価につ

いては、支援者社員の障害者社員に対する評価とも概ね一致していた。（巻末資料 28；図表 資 28－３） 

研修実施前後の事業所内での自身及び研修受講者の行動の変化を尋ねたところ、SST で学んだスキル

を職場で実践していること、それぞれが自身のコミュニケーションについてよい変化を感じていること

が把握された。また、支援者等に具体的に褒められることが増えたといったコメントも聞かれた。また、

支援者社員の変化については、話し方がわかりやすくなった、褒めることが増えたといった意見が聞か

れた。 

SST 実施前後の自身の生活及び事業所内の変化については、周囲とのコミュニケーションや褒められ

ることが増えた、職場の雰囲気がよくなったといった感想が多く聞かれた。 

（４）考察 

支援者社員に対する各回の研修終了後のアンケート調査において、４レベルアプローチのレベル１

（反応）を把握した結果、研修プログラムに対して程度の差はあるものの、受講者の満足度を得ること

ができたと考える。 

SST に関する講義と演習の研修については、研修の内容が「少し難しい」と回答した３名の講師の説

明のわかりやすさについての回答をみると「とてもわかりやすい」、「わかりやすい」、「普通」、満足度に

ついても１名が「とても満足」、２名が「やや満足」と回答が分かれていたが、全員が研修時間は「適切」、

研修で学んだことは業務に「とても役立つ」と回答していた。研修時間も適切と感じながらも、研修内

容が少し難しいと感じたことについては、３名の支援者社員が研修内容に関する知識をあまり持ってい

なかったからであり、だからこそ、新しい知識として学んだことが「とても役立つ」と感じたのではな

いかと考える。研修受講者の知識等に応じて事前資料を提供する等の工夫により、研修内容を十分理解

してもらうことで満足度を上げる工夫が必要と思われる。 

なお、研修内容の業務への貢献度についても、８名から「とても役立つ」、２名から「役立つ」との回

答を得ることができており、本研修内容の業務への活用可能性を感じてもらえたと判断する。 

第１回目～第５回の SST研修については、「頼みごとをする／バックアップスキル」と取り扱った第４

回において、全受講者が研修の難易度を「適切」、講師の説明を「とてもわかりやすい」、研修の時間の

長さが「適切」であり、研修について「とても満足」と回答していた。このことから、第４回について

は、２時間という研修時間に応じた研修内容及び難易度の設定であったことから、受講者の満足度が高
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かったと考えられる。一方、研修内容の業務への貢献度については、全ての回において、全受講者より

「とても役立つ」、「役立つ」との回答が得られていたが、「とても役立つ」の選択割合が最も低かったの

はオリエンテーションを実施した第１回であり、最も高かったのは本格的に SSTを実施した第２回であ

り、この回は SSTに関する講義と演習を実施した回と同様、10名中８名が「大変役立つ」と回答してい

た。これについては、この２つの回が新たな知識をより多く得られた回であったことが影響しているの

ではないかと考える。一方、第１回については、唯一、研修時間が「やや長い」との回答があった回で

あったことも考えると、「とても役立つ」の割合が低かったのは、初めて訪問する企業にて、初対面の人

たちと SSTに参加することになった障害者社員のために、ウォーミングアップの時間を多くとったため、

研修の内容が他の回と比較して薄くなってしまったことが影響したのではないかと思われる。 

自由記述の回答や毎回の研修終了後の感想においては、講義と演習を行った回の研修では、障害者支

援の背景となる理論、アセスメント面接の見学や演習、事例紹介といった研修内容に対する好意的な意

見とともに、オンライン参加者からは演習の実施方法の工夫についての要望が聞かれた。SST のセッシ

ョンを開始した第２回以降は、障害者社員の変化や成長に関すること、障害者支援や SSTのリーダーと

してのスキルに関することが多く聞かれた。また、学んだスキルを活用することにより、障害者によい

変化をもたらすことができることに対する気づきやスキルの活用に対する意欲がうかがわれる感想も得

られた。リーダー、コ・リーダーともに経験した支援者社員からは、それぞれの役割の必要性、難しさ

を感じたとの感想とともに、それぞれの役割についての理解の深まりに対する感想が得られた。これら

のことから、本研修プログラムを通し、支援者社員は障害者支援に対する理解を深めていくことができ

たと考える。更に、今後学んだスキルを活用して障害者社員を支援し、効果を発揮することが期待され

る。  

支援者社員への全研修終了後のアンケート調査においては、回答者 13 名のうち障害者社員とともに

試行に参加した５社の 11名からは「大変満足」、自社より障害者社員が参加しなかった２社の２名から

は「満足」との回答が得られた。また、２名のうち１名については、全回、オンライン参加となった支

援者社員であった。障害者とともに参加した５社の支援者社員については、本セッションにて自社の障

害者社員がスキルアップする姿をみることができ、また、自社にて実践したブースターセッションにて

自身及びメンバーとなった障害者社員のスキルアップを実感することができたこと等が満足度に影響し

たと考える。自由記述回答からは、これまでの障害者支援において、先回りした支援や過剰な支援に対

する反省とともに、本人の適応的な行動を引き出すための働きかけや適応的な行動に対する強化の重要

性に関する気づきに関する感想が複数見られた。また、SST で学んだスキルを日々の障害者支援におい

て活用し、そのことにより障害者社員の行動が望ましい方向で変化していることが把握された。更に「夢

（なりたい姿）を共有しながら仕事をするようになりました」といった SSTの本質である希望志向的ア

プローチに関する記述も得られた。更に、ブースターセッションのみならず、日常の障害者支援におい

て研修で学んだスキルを活用し、障害者社員によい変化がもたらされていることについての記載も見ら

れた。研修全体への意見や要望については、研修での学びに対する好意的な意見が多く見られたが、オ

ンラインでの実施についての課題も指摘されており、今後の検討事項と考える。 

支援者社員への全研修終了後のヒアリング調査において、SSTについての説明を求めたところ、「個人
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の目標を達成するため」、「障害のある方が職場でより働きやすくなるため」、「チームとして成長するた

め」、「自分も相手も楽に、よい関係を築くため」の「コミュニケーション」や「対人技能」の「トレー

ニング」といった SSTの本質を踏まえた回答が複数見られた。また、「支援スキルの向上の場として役立

つもの」といった支援者社員の育成に役立つという意見も聞かれた。障害者支援において重要なことに

ついては、「本人の強みを見つけ、それをポジティブに伝えること」、「相手の行動の意味を理解し、対応

すること」といったアセスメントに基づく対応に関することや「褒め方、誘導の仕方、意見の引き出し

方」、「細やかな強化」といった行動の引き出し方、引き出された行動に対する強化に関する回答が複数

得られており、研修で伝えたかった知識を習得することができたと考える。また、回を重ねるごとに、

SST のリーダーとして、メンバーに対するアセスメントやフィードバックのスキルが向上したことに関

する意見も多く聞かれ、研修プログラムの受講により、知識の向上のみならず、スキルも獲得されたと

考える。以上のことからレベル２の研修効果があったと考える。更に、支援者社員全員が試行協力者と

なり、本セッションの翌日のブースターセッションを実施したＫ社の支援者社員からは、「強化」という

キーワードもとにした支援が支援者社員の中で強く意識されるようになったという意見も聞かれ、共通

の学びを得たことの効果も聞かれた。また、研修プログラムを通し、相手の行動に対する具体的なフィ

ードバックによる行動形成の重要性に対する理解を深め、それを職場で実践しているといった意見も多

く聞かれ、その結果、「障害者社員でも褒め合うことが増えた」「障害者社員は自己主張がきちんとでき

るようになり、視線や表情から自信が感じられるようになった」といった自身及び障害者社員の変化に

対する意見も聞かれており、研修での学びが、支援者社員及び障害者社員の行動に変化をもたらしたこ

と（レベル３の研修効果）が把握された。また、研修を受けたことによる個人の生活面へのインパクト

も確認できており、職場全体のコミュニケーションの向上や活性化や職場の雰囲気のよい方向での変化

に関する感想が多く聞かれたことからレベル４の効果も期待できると思われる。 

障害者社員に対するヒアリング調査結果からは、障害者社員の SSTの受講に対する満足度は高いこと

が確認された。SST についての説明を求めたところ、４名が生活等に役立つコミュニケーションスキル

のトレーニング、１名がとても勉強になるものと答え、コミュニケーションにおいて重要だと学んだこ

とについては、SST で取り扱ったスキルや視線の合わせ方、声の調子等のコミュニケーションを効果的

にとるためのポイントが多く挙げていたことから、SSTが自身にとって役立つものであることを理解し、

コミュニケーションスキルに対する知識を獲得していることが確認された。SST の受講前後の自身及び

他のメンバーの変化について尋ねたところ、表現に差こそあれ、自他の評価は概ね一致しており、スキ

ルの向上が確認された。なお、この評価については、支援者社員の評価とも概ね一致していた。 

SST 受講前後の職場での自身及び他者の行動の変化を尋ねたところ、それぞれが自身のコミュニケー

ションについてよい変化を感じていた。また、支援者社員の支援スキルの向上も確認された。 

以上のことから、障害者社員が SSTに対して意欲的に取り組み、そこで得た知識やスキルを日常的に

活用することにより、自らの行動を変容させることができたこと、すなわち、４レベルアプローチのレ

ベル３までの効果が確認できたと考える。 

SST 受講前後の自身及び他のメンバーの変化について質問したところ、５名ともが自身及び他者の変

化を感じており、表現の差こそあれ自己評価と他者評価が一致していた。また、これらの評価は支援者
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社員の評価と一致していた。支援者社員の行動についての質問に対しては、「声の調子がよくなった」等、

具体的に褒められた、褒められることが多くなった、また、褒められて嬉しかった、スキルの活用につ

いてのモチベーションが上がった、話し方がわかりやすくなったといった意見が聞かれた。SST 前後の

事業所内の変化については、コミュニケーションが活性化したことについて共通意見が得られた。これ

らのことから、障害者社員が、支援者社員の支援を受けながら、職場において SSTで学んだスキルを、

声の大きさ、調子、速さといったコミュニケーションを効果的に活用するためのポイントを意識しなが

ら活用し、コミュニケーションスキルの向上を図っていったことが理解される。また、Ｉ社のＩ－１事

業所の支援者社員のヒアリング調査においては、SST 実施後には SST を受けていない障害者社員に対す

る伝達研修を行い、全員でスキルトレーニングに取り組んだことが把握されており、これが職場全体の

コミュニケーションの活性化につながったと考える。 

以上のことから、本研修プログラムの受講者は、研修に満足し、その内容を理解し、学習したことに

基づいて自らの行動を変容させることができた、すなわち、本研修プログラムについてはレベル３まで

の効果があったと考える。 

レベル４の職場定着率については、すぐには把握することができないが、支援者社員及び障害者社員

ともに職場内のコミュニケーションが活性化したと感じていることが把握されていることから、少なく

とも研修プログラムが組織に対するよい影響を与えることはできたと考える。 

なお、試行協力企業においては、試行終了後、予定どおり、後半に実施グループの SST を開始した。 

以上のことから、「SSTを活用した人材育成プログラム」を取り入れた研修プログラムを活用した事業

主支援は、事業主の支援者社員の育成というニーズを充足する上で、一つの有効な方法であり、職場内

のコミュニケーションを活性化し、職場環境を改善し、障害者の職場定着を促進する効果が期待できる

ものと考える。 

本研修プログラムのレベル４を測定するための職場定着率については現段階で把握することはでき

ないが、支援者社員及び障害者社員ともに自身の生活や職場についてのよい変化を感じていることから、

少なくとも個人及び組織に対してよい影響を与えることができたと考える。 
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第５節 研修プログラムを活用した提案型事業主支援の試行のまとめ 

本研究においては、大きく分けて二つの研修プログラムを活用した提案型事業主支援の試行を実施し

た。 

一つは企業としては障害者雇用に対するニーズを持ちながらも、各支店・拠点における意思決定がな

かなか行われていない事業主に対し、その意思決定を支援することを目的としたものである。もう一つ

は事業主支援の最終目的である「それぞれの企業が自社の障害者の雇用・定着の課題に自立的に取り組

み、ナチュラルサポートができる力を備え、外からの支援を必要としない状態」とすること、そのため

の支援者社員の人材育成を目的としたものである。 

二つの研修に共通する目的は、受講者が研修で得た知識やスキルを活用し、自身のニーズを充足する

ために行動変容し、その結果、個人及び組織に実際的・具体的なインパクトをもたらすことにある。前

者でいえば事業主の雇用する障害者の増加が組織に与えるインパクトであり、そのためには、研修終了

後、事業主の障害者雇用に向けた具体的な行動が必要となる。後者でいえば、障害者の職場定着率の向

上が組織に対するインパクトであり、そのためには、支援者社員が研修で学んだ知識やスキルを障害者

の就労支援において活用していくことが必要となる。 

本節では、これらの試行についてのまとめを行う。 

 

１ 障害者雇用の意思決定支援を目的とした研修プログラムを活用した提案型事業主支援の試行 

 企業としては障害者雇用に対するニーズを持ちながらも、各支店・拠点における意思決定を行うこと

ができていない事業主は、見方を変えれば、障害者雇用に対する潜在的又は抽象的なニーズを持ちなが

らも、そのニーズが顕在化又は具体化していない事業主とみることができる。 

そこで、本研究においては、事業主の潜在的なニーズを顕在化し、また、障害者を雇用したいという

漠然とした抽象的なニーズの具体化を図ることにより、障害者雇用の意思決定を支援するために、研修

を活用した提案型事業主支援の試行を実施し、効果的な情報提供のあり方についての検討を行った。 

試行結果からは、研修において、特に障害に対する理解及び支援機関から得られるサポートについて

の理解を促進する情報提供を行うことは、障害者雇用に際して企業が抱く不安の解消につながり、障害

者雇用への意欲を高め、具体的な行動の検討を促す上で重要であることが示唆された。更に、支援機関

の機能やその活用方法については、障害者雇用の経験の有無に関わらず、十分周知されていないことが

試行協力企業の事業主に対するヒアリング調査及び試行協力者に対するアンケート調査から把握されて

おり、これらのことについてのより丁寧な情報提供が必要と考える。マーケティング業界には、顧客の

不安や懸念を取り除くことで購買行動を促す「リスクリバーサル」という技術があり、活用されている。

障害者雇用の意思決定を支援する上でも、事業主がどのようなことに不安や懸念を抱いているかを的確

に把握し、それを取り除くための情報提供によるリスクリバーサルが重要と考える。 

研修においては、単なる情報提供にとどまらず、職務の創出、職務と障害のある求職者とのマッチン

グ、職場適応支援における「支援機関の活用」、短時間トライアル雇用という「支援制度の活用」を組み

合わせた一つの提案を行った。その結果、アンケートに記名のあった 27 名中９名がＥ社に所属してお

り、そのうち２名の支店長から新しく障害者を雇い入れることを検討したいとのニーズが把握された。
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この２支店においては、現在、「支援機関を活用した週 10時間から始める障害者雇用」という提案をも

とにした取組を開始している。また、これとは別に実施した中小企業の事業主を対象とした研修のアン

ケート調査回答者５名のうち１名の事業主が、この提案をもとにした取組を開始している（巻末資料 15）。 

厚生労働省が５年に１回実施している「障害者雇用実態調査」において、障害者雇用に当たっての課

題として回答されたものの中では「会社内に適当な仕事があるか」が毎回最も多い。これは障害者の担

当職務の創出が、いかに企業が障害者を雇用する上での大きな課題となっているかを示すものである。

本試行においては、いきなり週 30時間以上の職務を創出するのではなく、まずは週 10時間分の職務を

創出し、その職務の創出や職務と障害者のマッチング、職場適応から定着までの支援機関の支援、支援

制度が活用できることが理解できれば、そのハードルは下がると考え、「支援機関を活用した週 10時間

から始める障害者雇用」を提案した。本提案の有効性を確認する上では、更なる試行の積み重ねが必要

であるが、この「支援機関を活用した週 10時間から始める障害者雇用」という提案、そしてこの提案を

盛り込んだ研修プログラムを活用した事業主支援は、障害者の担当職務の創出に課題を抱える事業主の

障害者雇用の意思決定を支援し、障害者雇用を促進する一つの方法となる可能性があると考える。 

今後の課題として、リスクリバーサルのための情報提供のみならず、障害者雇用のメリットを感じて

もらえるような情報提供も必要と思われる。障害者雇用事例をもとに、障害者を雇用したことにより、

企業にもたらされるメリット等を伝えることにより、事業主の障害者雇用の意思決定を更に促進するこ

とが可能と考える。また、研修の方法についても、本試行では時間的な制約等もあり、講義のみを行う

に留まったが、事業主の主体的な行動を促す上ではグループワーク等を取り入れる等の工夫が必要であ

ると考える。更に、障害者雇用の意思決定を行った事業主が、その実行に対する支援を受けやすくする

ため、支援機関へのアクセスを容易にする、あるいは、支援機関から積極的に働きかけられるようにす

るといった工夫も行っていくべきと考える。 

 

２ 支援者社員の人材育成を目的とした提案型事業主支援の試行 

支援者社員の人材育成を目的とした試行については、認知行動療法の４つの技法を中心に構成した研

修プログラムと４つの技法の一つである SSTを活用した研修プログラムを用いた２種類の試行を実施し

た。 

前者の試行については、支援者社員の人材育成というニーズはありながらも、どのような内容、方法

で育成したいというニーズの具体化には至っていなかった３社を試行協力事業主として実施した。支援

者社員の人材育成に対するニーズを持つ事業主は多いが、そのニーズは抽象的なことが多い。本試行に

おける全５回の研修プログラムでは、認知再構成法、問題解決技法、アサーショントレーニング及び SST

という４つの認知行動療法の講義及び演習を行った。その結果、支援者社員は提案されたものの中から、

それぞれが有用と考えたものを就労支援や自らの生活において活用し、何らかの成果を得ていた。また、

経営陣が支援者社員とともに試行に参加した１社（Ｉ社）においては、本研修プログラム受講により、

自社の人材育成に対するニーズが具体化され、研修終了後すぐに、SST を活用した人材育成の具体的な

方針を定めるに至っていた。これについては、経営陣と支援者社員が同じ研修を受けたことにより、共

通の知識・理解を持って社内の人材育成計画に取り組んだことにより、組織の意思決定がスムーズにな
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されるという効果があったと考える。 

今回、研修プログラムにて取り上げた認知行動療法は、全て地域センターにおける障害者支援に活用

されているものである。今後は、例えば、地域センターにおいて実施している事業主ワークショップや

職場適応援助者養成研修修了者サポート研修等において、このような様々な支援技法等を紹介し、体験

してもらえるような研修を実施することにより、支援者社員の人材育成に対する抽象的なニーズを具体

化し、具体化されたニーズの充足に向けた支援を行っていくことで、より積極的な事業主支援を展開し

ていくことも一つの方法ではないかと考える。 

後者の試行においては、「SSTを活用した人材育成プログラム」という研修プログラムを活用した。試

行については、先に紹介したＩ社を対象としたものと、地域の複数の障害者雇用事業所を対象としたも

のを実施した。Ｉ社については、認知行動療法の４つの技法を中心に構成した研修プログラムを受講し

たことで、自社の人材育成に対するニーズの具体化が図られたことにより、その支援に対する新たなニ

ーズが発生した結果、本試行に参加することになった。複数の障害者雇用事業所を対象とした試行につ

いては、試行協力企業のうちの１つの事業主がある障害者雇用企業団体が開催したセミナーにて「SSTを

活用した人材育成プログラム」のことを知り、これを自社のみならず、地域の障害者雇用事業所に普及

させることで支援者社員の人材育成を図るとともに、地域の就労支援力の向上や地域の就労支援ネット

ワークづくりにつなげたいという事業主のニーズを持ったことがきっかけとなり実施した。また、この

事業主には、研修プログラムを事業主の指示による開催といったトップダウン式ではなく、支援者社員

のニーズに基づくボトムアップ式で実施したいというニーズもあったため、まずは、「SSTを活用した人

材育成プログラム」を地域の就労支援ネットワークの中で実践したいという支援者社員のニーズを引き

出すためのワークショップ形式の研修を実施した。 

「SSTを活用した人材育成プログラム」を活用した提案型事業主支援においては、SSTの観察学習→実

践→振り返り（実践に対するフィードバック）の繰り返しにより、支援者社員のスキルアップを支援し

た。その結果、支援者社員は SSTのセッションのみならず、日常場面においても SSTのリーダースキル

を障害者の就労支援に活用していた。また、その結果として、障害者社員の行動変容、職場へのインパ

クトも確認されており、一つの有効な事業主支援の方法ではないかと考える。 

先にも述べたように、SST は地域センターの障害者支援において活用されており、４つの技法の中で

は最も早く支援に取り入れられてきたものである。また、地域センターにおいて職場対人技能トレーニ

ングとして実施されている JST （Job related Skills Training)も、基本的には SSTと同じ構造を持つ

ものといえる。今回は観察学習の場を新たに設定したが、例えば地域センターが、今回の試行と同様の

事業主支援を実施する場合、センターで実施している SSTや JSTを、受講者である障害者の同意を得た

上で観察学習の場として提供すれば、あらたに観察学習の場を設定する必要はない。また、見学後、支

援者社員に自社にて実践してもらい、次回、各社における実践結果等の共有を図っていくという方法を

とれば、今回の試行と同じ構造で、支援者社員の育成を支援することが可能と考える。 
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